
基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

 出典：沖縄県子ども生活福祉部「沖縄県平和祈念資料館年報」

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

217,810人

R６年度
目標値

平和祈念資料館の入
館者数

主要指標のグラフ

基準値

－

【目標値設定の考え方】
　入館者数の直近10年の推移及び新型コロナウイルス感染症の流行に伴う入館者数への影響等を踏まえ、
新型コロナウイルス感染症の影響が少なかった令和元年度の入館者数の水準に対し、令和６年度は５割、
令和９年度に10割、令和10年度以降は前年度比で２％の増加目標とし、上記の目標値を設定する。

基本施策

４－（１）

【指標設定の考え方】
　沖縄県平和祈念資料館は、沖縄戦の歴史的体験の継承と世界の平和創造に寄与する平和の発信拠点と
して、県民個々の戦争体験を結集して設立されている。
　沖縄戦体験者がますます減少していく中、県、関係団体、県民が平和に関する様々な施策に総合的に取り
組み、沖縄戦の記憶を風化させることなく、平和を希求する「沖縄のこころ」を広く国内外に発信することによ
り、より多くの県民、国内外からの観光客等が平和に関心を持つことで平和祈念資料館に来館し、沖縄戦と
平和について正しい理解を深めていくことが重要であるため、主要指標に設定する。

471,528人

R13年度
目標値

435,619人

アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

　本県が焦土と化した凄惨な沖縄戦の記憶を風化させることなく、沖縄の歴史と風土の中で培われてきた平
和を希求する「沖縄のこころ」を広く国内外へ発信し、アジア・太平洋地域における独自の地域協力外交や平
和発信拠点としての役割を担い、新時代の平和構築に貢献することを目指す。

主要指標名

79,717人
（R３年度）

【参考値】
435,619人
（R元年度）
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

期待される役割

①　国内外に向けた平和を希求する「沖縄のこころ」
　　 の発信

【施策展開】
　４－（１）－ア

協働主体名

・子ども達に身近な地域の歴史、実情に応じた平和学習の推進市町村（教育委員会）

・平和祈念資料館等での沖縄戦の学習、次世代への継承
・沖縄平和賞の趣旨理解、募金活動への協力

県民

・沖縄平和賞の趣旨理解、募金活動への協力事業者

平和の礎の来園者数及び平和祈念資料館のサイト
アクセス数

４－（１）－ア　アジア・太平洋地域の平和発信拠点の形成

アジア・太平洋地域の平和発信拠点の形成

独自の平和交流を展開するネットワーク数（累計）
②　アジア・太平洋地域における平和ネットワークの
　　 形成

４－（１）　アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

ア　アジア・太平洋地域の平和発信拠点の形成

イ　沖縄戦の実相・教訓の次世代継承

- 521 -



基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：平和の礎の来園者数 1,259,881人 平和祈念資料館のサイトアクセス数 383,000回

R13年度の目標値：平和の礎の来園者数 1,363,736人 平和祈念資料館のサイトアクセス数 430,000回

【施策】４－（１）－ア－①　国内外に向けた平和を希求する「沖縄のこころ」の発信

平和の礎の来園者数 1,000,000人

平和祈念資料館のサイトアクセス数
350,000回

・沖縄戦において一般住民が地上戦に巻き込まれ、多くの命が失われた凄惨な経験を通して、慰霊の日にお
ける沖縄全戦没者追悼式の開催、平和の礎への追加刻銘など、戦没者のみ霊を慰め、平和を希求する「沖
縄のこころ」の国内外への発信に取り組みます。

・平和発信の拠点となる沖縄県平和祈念資料館での魅力ある企画展の開催及び展示内容の多言語化を進
め、国内外への発信力の強化に取り組みます。

・国や市町村等との連携・協働の下、県内各地に残されている戦争遺跡の保全に取り組み、一般公開が可
能な遺跡については、沖縄戦の記憶継承の空間としての利活用に取り組みます。特に、沖縄戦の軍事的中
枢施設であった第32軍司令部壕については、壕の詳細な位置の確認や壕周辺の地盤の安全性を検討する
ための地質調査等を進め、壕の保存・公開に向けて取り組みます。

・戦跡として唯一の国定公園である沖縄戦跡国定公園を中心とした戦跡の保存・活用など平和発信地域を形
成するとともに、当該国定公園の特別地域の範囲の見直しを図るなど、平和の発信と歴史的風景の保全を
両立する地域の形成を図ります。

成果指標名 平和の礎の来園者数及び平和祈念資料館のサイトアクセス数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

平和の礎の来園者数 517,371人
（R３年度）

平和祈念資料館の
サイトアクセス数 330,836回

（H27年度）

【参考値】
平和の礎の来園者数1,259,881人

（R元年度）
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

１回（２回） １回（３回）

○平和を希求する「沖縄のこころ」の国内外への発信力の強化

沖縄県平和祈念資料館での魅
力ある企画展の開催
（子ども生活福祉部）

県

沖縄県平和祈念資料館における特別企画展等の開催

特別企画展等の開催回数（累計）

５回 ６回（11回） ５回（16回）

県

沖縄全戦没者追悼式の開催（「慰霊の日」６月23日）

沖縄全戦没者追悼式の開催回数（累計）

１回

【施策】①　国内外に向けた平和を希求する「沖縄のこころ」の発信

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○戦争遺跡の保全

○平和を希求する「沖縄のこころ」の国内外への発信

平和の礎への追加刻銘
（子ども生活福祉部）

県

追加刻銘等の実施、施設・設備等の整備

50人（105人） 45人（150人）

沖縄全戦没者の追悼
（子ども生活福祉部）

追加刻銘者数（累計）

55人

戦争遺跡の保護
（教育庁）

県
市町村

戦争遺跡の文化財指定件数（累計）

２件（29件） ２件（31件） ２件（33件）

戦争遺跡の文化財指定の推進

○平和の発信と歴史的風景の保全を両立する地域の形成

自然公園区域等の見直し（沖縄
戦跡国定公園）
（環境部）
【再掲】

県 沖縄戦跡国定公園区域等の見直し

自然公園の区域等について、自然的・社会的条件の変化に応
じた見直しの実施

情報収集、有識者ヒ
アリング等

地域の現況調査及
び意向確認等

関係機関調整、地
元説明等

第32軍司令部壕の保存・公開
（子ども生活福祉部）

県 調査や情報発信等の実施回数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

保存・公開に向けた詳細調査実施と情報発信
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：13団体

R13年度の目標値：15団体

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R６

○平和を軸とする国際的なネットワーク形成

沖縄平和賞の開催
（子ども生活福祉部）

県
沖縄平和賞

委員会
パネル展の開催箇所数（累計）

９箇所 ９箇所（18箇所） ９箇所（27箇所)

沖縄平和賞の周知を図るパネル展等の開催

－

10団体
（R３年度）

【参考値】
９団体

（R元年度）

12団体

【施策】②　アジア・太平洋地域における平和ネットワークの形成

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

【施策】４－（１）－ア－②　アジア・太平洋地域における平和ネットワークの形成

・アジア・太平洋地域の平和の構築と維持に貢献する個人・団体を「沖縄平和賞」として顕彰し、賞を通して受
賞団体等の活動を支援するとともに、「沖縄平和賞」の更なる認知度向上を図りつつ、受賞団体等とのネット
ワークを活用した平和に関する広報啓発活動等の新たな展開を進め、平和を軸とする国際的なネットワーク
形成に取り組みます。

・平和推進の拠点となり調査研究や情報発信等を行うため「国際平和研究機構（仮称）」の設置を検討すると
ともに、平和に関する多様な資源の集積や様々な機関との連携強化に取り組みます。

・国際関係機関と連携の下、関係諸国の機関や研究所に呼びかけ、平和構築に貢献するための定期的な国
際会議の開催に取り組みます。

・アジア・太平洋地域の安定・発展に資する国際機関等の誘致に努めます。

成果指標名 独自の平和交流を展開するネットワーク数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

○「国際平和研究機構（仮称）」の設置検討

○国際会議の開催

平和推進に関するネットワーク
を活用した会議やシンポジウム
等の開催
（子ども生活福祉部）

県
沖縄平和賞

委員会

ネットワークを活用した会議やシンポジウム等の開催

会議等の開催回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

平和推進に関するネットワーク
を活用した情報収集・連携
（子ども生活福祉部）

【施策展開】
　４－（１）－イ

沖縄戦の実相・教訓の次世代継承

４－（１）－イ　沖縄戦の実相・教訓の次世代継承

①　平和学習の推進及び次世代への継承 平和祈念資料館による平和講話等の実施学校数

②　平和に関する社会貢献活動の推進
平和に関する社会貢献活動に取り組む個人や団体
の数（累計）

○国際機関等の誘致

アジア・太平洋地域の安定・発
展に資する国際機関等の誘致
（企画部）

県 情報収集及び関係者との意見交換回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

国際機関の誘致に向けた取組

県
沖縄平和賞

委員会

沖縄平和賞受賞団体との定期的な意見交換会実施

意見交換会実施回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：140校

R13年度の目標値：150校

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○平和学習の充実

平和講話の実施
（子ども生活福祉部）

県
関係団体

沖縄県平和祈念資料館による平和講話の実施

県内学校向け平和講話利用案内説明会の回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

【施策】①　平和学習の推進及び次世代への継承

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

61校
（R３年度）

【参考値】
141校

（R元年度）

130校

【施策】４－（１）－イ－①　平和学習の推進及び次世代への継承

・沖縄戦の実相と教訓を正しく次世代に伝えていくため、沖縄戦の調査研究を進めるとともに、子どもたちの
学びの機会としての平和学習の充実に取り組みます。

・平和講話、平和に関するワークショップ等を活用し、県内教育機関をはじめ県外からの修学旅行生や外国
人への情報発信に取り組むとともに、戦争体験者等から思いを継承し、沖縄戦の記憶や記録を学び次世代
へ語り継ぐ担い手の育成・確保を推進します。

・県内に多く設置されている慰霊碑や慰霊塔の一部においては、関係者の高齢化等に伴い十分に管理され
ていない状況等にあることから、管理実態の調査結果等を踏まえつつ、国や市町村、関係団体と連携を図り
ながら管理や支援のあり方を個々に検討し、課題解決に取り組みます。

成果指標名 平和祈念資料館による平和講話等の実施学校数
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：30団体（個人も含む）

R13年度の目標値：42団体（個人も含む）

－

６団体
（R２年）

【参考値】
６団体

（R元年度）

18団体
（個人も含む）

【施策】４－（１）－イ－②　平和に関する社会貢献活動の推進

・県内において平和につながる身近な社会貢献活動に取り組む個人・団体を「ちゅらうちなー草の根平和貢
献賞」として表彰し、平和に関する県民意識の醸成に取り組みます。

・平和で豊かな社会の実現に向けて、「ちゅらうちなー草の根平和貢献賞」や「沖縄平和賞」受賞団体とのネッ
トワークを活用しつつ、平和に関するワークショップやシンポジウムの開催に取り組みます。

・平和推進に関心のある県内の若者が「沖縄平和賞」受賞団体等と連携した取組等を通して、国内外で平和
につながる活動を行う人材となるよう育成支援に取り組みます。

成果指標名 平和に関する社会貢献活動に取り組む個人や団体の数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

○慰霊碑（塔）の適正な管理等

慰霊碑（塔）の適正な管理
（子ども生活福祉部）

県
市町村等
関係団体

関係機関と連携した個々の慰霊碑（塔）の管理や支援のあり方
の検討と課題解決への取組

関係機関との意見交換回数（累計）

２回 １回（３回） １回（４回）

○次世代へ語り継ぐ担い手の育成・確保

次世代へ語り継ぐ担い手養成
講座
（子ども生活福祉部）

県
関係団体

次世代に語り継ぐ担い手の育成

次世代に語り継ぐ担い手養成講座受講者数

講座内容等の検討 講座内容等の検討 30人
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基本施策４－（１）アジア・太平洋地域の平和構築に貢献する地域協力外交の展開

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○平和に関する人材育成

国際平和ネットワーク人材育成
研修の実施
（子ども生活福祉部）

沖縄平和賞
委員会

県

国際平和に関心を持ち、発信する意欲のある若い人材の育成
数（累計）

１人 ３人（４人） ５人（９人）

国際平和ネットワーク人材育成研修事業の実施

○平和に関するワークショップやシンポジウムの開催

沖縄平和賞次世代ワークショッ
プの開催
（子ども生活福祉部）

沖縄平和賞
委員会

県

小・中・高・大学における平和ワークショップの実施

ワークショップの実施校数（累計）

３校 ３校（６校） ３校（９校）

R６

○平和に関する県民意識の醸成

ちゅらうちなー草の根平和貢献
賞の開催
（子ども生活福祉部）

県

ちゅらうちなー草の根平和貢献賞の周知を図るパネル展の開
催

パネル展の開催箇所数（累計）

９箇所 ９箇所（18箇所） ９箇所（27箇所)

【施策】②　平和に関する社会貢献活動の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

基本施策

４－（２）

【指標設定の考え方】
　交流基盤としてのウチナーネットワークの継承・発展、多文化共生社会の構築、多元的な交流の推進といっ
た各施策を推進することで、沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成が促進され、そのこと
が、国内外における世界のウチナーネットワークの強化を推進する取組数（※）に反映されると考えられるこ
とから、本指標を設定する。
　※県内の団体や国内外の県人会等で実施した世界のウチナーンチュの日関連イベントの数

56件

R13年度
目標値

38件

沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

　東アジアの中心に位置する地理的特性、自然的特性、独自の歴史的・文化的特性等を生かし、観光・経
済・文化など様々な分野における多元的交流の推進を通して、沖縄を結び目とするグローバルな交流ネット
ワークの形成を目指す。

基準値

－

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

29件

R６年度
目標値

国内外における世界
のウチナーネットワー
クの強化を推進する

取組数

主要指標名

22件
（R３年度）

【参考値】
50件

（R元年度）

主要指標のグラフ

【目標値設定の考え方】
　平成28年にウチナーンチュの日が制定され、その後令和元年にかけて関係団体等による関連イベントが増
加していたが、令和２年度には、新型コロナウイルス感染症の影響により世界各地における取組が大幅に減
少した。
　各地におけるイベント開催にかかる環境や、ウチナーネットワークの拡充、県人会等の高齢化に伴う実施体
制の整備に時間を要することが考えられるため、各年の増加目標を前年比１割とし、主要県人会等だけでな
く、ネットワーク強化の取組や、小規模団体、個人的な取組についても促進する。

出典：沖縄県文化観光スポーツ部交流推進課調べ
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

４－（２）　沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

ア　交流基盤としてのウチナーネットワークの継承・発展

イ　多文化共生社会の構築

・沖縄－奄美群島間の旅客運賃低減への協調支援

協働主体名

航空・航路事業者

ボランティア、ＮＰＯ、
地域団体等

ウ　多元的な交流の推進

鹿児島県

期待される役割

市町村
・海外とのネットワーク構築促進
・在住外国人向け生活相談等の実施
・文化交流イベントの企画・開催・協力

・海外とのネットワークの拡大
・国際交流・協力活動への参加と協力
・文化交流イベントへの参画

事業者

・多文化共生社会への理解
・国際交流・協力活動への参加と協力
・沖縄文化や他の文化・芸術に対する興味と関心
・文化交流イベントへの理解・協力・参加

県民

教育機関、研究機関等

・国際交流・協力活動への参加と協力
・国際交流の架け橋となる人材の育成
・沖縄開催の意義を示すことができる分野のMICE誘致に向けた連携
  の取組
・文化交流イベントへの理解と参画

・国際交流イベントの開催
・地域における外国人の受入
・文化交流イベントの企画・開催

・異文化理解、国際理解教育の推進
・ボランティア制度の構築・運用
・文化交流イベントの企画・開催

関係団体

・沖縄－奄美群島間の旅客運賃低減への協力
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：46,015件

R13年度の目標値：66,015件

②　交流の架け橋となる人づくり

「世界のウチナーネットワーク」サイトのアクセス数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値

－
16,015件

（R３年度）
31,015件

・国内外県人会や市町村、民間交流団体等との連携の下、10月30日の「世界のウチナーンチュの日」にちな
んで世界各地で実施する沖縄に関する様々な取組等を通じて世界のウチナーネットワークの強化を図るとと
もに、県民や県系人等に対し、移住・移民の経緯や困難を克服してきた歴史や沖縄の文化等に対する理解
促進を図りつつ、次世代の担い手の育成や県系人のルーツ調査など、世界のウチナーネットワークの継承・
発展に取り組みます。

・国内外に広がるウチナーネットワークを次世代へ安定的に継承するため、JICA等と連携し、育成人材等を
対象とするオンラインを活用した相互交流やWEB・SNS等による情報発信、県系人のルーツ調査をはじめと
する歴史継承等を多言語で担うプラットフォームの構築に取り組みます。

成果指標名

海外留学派遣者数・交流者数（累計）

R６年度の目標値

【施策】４－（２）－ア－①　国内外のウチナーンチュとの絶え間ない交流

①　国内外のウチナーンチュとの絶え間ない交流

【施策展開】
　４－（２）－ア

「世界のウチナーネットワーク」サイトのアクセス数
（累計）

４－（２）－ア　交流基盤としてのウチナーネットワークの継承・発展

交流基盤としてのウチナーネットワークの継承・発展
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

200人（400人）、６ヵ
国・地域

200人（600人）、６ヵ
国・地域

県

次世代ウチナーネットワーク継
承基盤構築事業（ウチナーネッ
トワークの多言語情報発信）
（文化観光スポーツ部）

県

国内外大会参加者
数（オンラインを含
む）

出前講座受講者数（累計）

○育成人材等の相互交流、情報発信等

国内外の県人会との連携
（文化観光スポーツ部）

県 式典等への県の参加件数（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

国内外県人会式典等への参加や県人会との情報交換を通した
ネットワークの形成

50件（100件） 50件（150件）

参加者数（累計）と参加国・地域数

200人、６ヵ国・地域

多言語情報の発信数（累計）

50件

県系子弟等留学事業OB・OG等を対象とするオンライン等を活
用した相互交流

WEB・SNS等によるウチナーネットワークの多言語情報発信

次世代ウチナーネットワーク継
承基盤構築事業（育成人材等
を対象とする相互交流）
（文化観光スポーツ部）

ウチナージュニアスタディー事
業
（文化観光スポーツ部）

県 交流人数（累計）

33人 33人（66人） 33人（99人）

県内に国内・海外県系人子弟を招待し、交流事業の継続実施

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

沖縄の移民の歴史や世界に広がるウチ
ナーネットワークについて学ぶ出前講座
の実施

○ウチナーネットワークの継承・発展

ウチナーネットワークの強化推
進
（文化観光スポーツ部）

500人 500人（1,000人）

「第７回世界のウチ
ナーンチュ大会」開
催

県

8,000人

年度別計画

150件（300件）

【施策】①　国内外のウチナーンチュとの絶え間ない交流

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

150件（450件）

「琉球・沖縄の知と心」国際発信
事業
（教育庁）

県 移民ルーツ調査受付件数（累計）

150件

海外県人会等と連携した海外でのルーツ調査及び資料収集の
実施、移民関係企画展示等の開催
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：3,886人

R13年度の目標値：4,806人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○様々な分野における留学生や研修生の海外派遣等

高校生を海外短期研修・交流に派遣

海外留学派遣・交流者数（短期研修）（累計）

国際性に富む人材育成留学事
業
（教育庁）

県 海外留学派遣・交流者数（長期留学）（累計）

－ 50人 50人（100人）

高校生をアジア太平洋、欧米、中南米諸国等へ約１年間派遣

【施策】②　交流の架け橋となる人づくり

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

2,556人
（R２年度）

【参考値】
2,556人

（R元年度）

3,196人

・児童生徒に対する外国語教育及び国際理解教育の充実を図るため、様々な分野における留学生や研修
生の海外派遣など国際理解の促進と主体的に行動する国際感覚に富む創造性豊かな人材の育成に取り組
みます。

・本県出身移住者子弟等の県内大学受入れ等により海外県系人社会等と沖縄との架け橋となる人材を育成
するとともに、海外派遣による県系人との交流等を通じて国際的な視野を持った人材の育成に取り組みま
す。

成果指標名 海外留学派遣者数・交流者数（累計）

グローバルリーダー育成海外短
期研修事業
（教育庁）

県

80人 80人（160人） 80人（240人）

【施策】４－（２）－ア－②　交流の架け橋となる人づくり

全国の現状値
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

【施策】４－（２）－イ－①　在住外国人等が住みやすい地域づくり

・地域社会や公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団等と連携し、多言語や‘やさしい日本語’による
情報発信、在住外国人の地域社会参画への支援、沖縄での生活に関する各種相談の実施のほか、災害時
に備えた外国人支援サポーターの育成など、イチャリバチョーデーやユイマールの精神で、外国人が安心し
て生活及び滞在ができる環境づくりに取り組みます。

②　県民の異文化理解・国際理解の促進
おきなわ国際協力・交流フェスティバルの参加者数
（特設ホームページへのアクセス数）

○本県出身移住者子弟等の受入れ、海外派遣による県系人との交流等

【施策展開】
　４－（２）－イ

多文化共生社会の構築

４－（２）－イ　多文化共生社会の構築

①　在住外国人等が住みやすい地域づくり 在留外国人数

海邦養秀ネットワーク構築事業
（文化観光スポーツ部）

県

県内学生を海外県人会宅に派遣し、ホームステイ等を通した交
流事業を実施

派遣人数（累計）

21人 10人（31人） 10人（41人）

100人（200人） 100人（300人）

次世代ウチナーネットワーク継
承基盤構築事業（海外県系人
子弟留学生の受入）
（文化観光スポーツ部）

県

海外県系人子弟等の県内大学等への留学受入れによる、県民
との交流や生活を通した文化・歴史等の学習

受入人数（累計）

10人 10人（20人） 10人（30人）

アジア高校生オンライン国際交
流事業
（教育庁）

県

沖縄県とアジアの高校生がオンラインで協働的な学びに取り組
む国際交流プログラムを実施

海外留学派遣・交流者数（海外交流）（累計）

100人
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：26,583人

R13年度の目標値：35,899人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

外国人が地域住民として直面する諸問題に関し、専門的な助
言、相談ができる窓口を設置し、多言語による生活・法律相談
を実施

災害時外国人支援サポーター
の養成
（文化観光スポーツ部）

沖縄県国際
交流・人材育

成財団

防災・減災に対する意識を高め、島嶼県である沖縄の地域防
災力の向上を目指し、災害時に外国人に寄り添うことができる
人材を育成

災害時外国人支援サポーター養成講座の修了登録者数（累
計）

30名 30名（60名） 30名（90名）

リーガル・ライフサポーターの養
成
（文化観光スポーツ部）

沖縄県国際
交流・人材育

成財団

外国人から寄せられる多岐にわたる相談に対して、専門的な
「通訳者」として支援対応することができる「リーガル・ライフサ
ポーター」の育成

リーガル・ライフサポーター養成講座の修了登録者数（累計）

10名 10名（20名） 10名（30名）

○在住外国人等への情報発信、地域社会参画への支援、相談対応等

在住外国人の生活支援
（文化観光スポーツ部）

沖縄県国際
交流・人材育

成財団
法律・生活相談対応件数（累計）

70件 70件（140件） 70件（210件）

【施策】①　在住外国人等が住みやすい地域づくり

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

成果指標名 在留外国人数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

33,586人
（R２年）

（※沖縄県の人口規模に換算）

19,839人
（R２年）

【参考値】
21,220人
（R元年）

21,220人
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：4,070件

R13年度の目標値：5,138件

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

シンポジウム・ワークショップ等の開催数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

おきなわ国際協力・交流フェス
ティバルとの連携
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

JICA沖縄
沖縄県国際
交流・人材育

成財団

JICA沖縄及び関係団体と連携した、フェスティバルへの参加、
広報等への協力

フェスティバルの共催承認、イベント等への参加

実施 実施 実施

多文化共生社会に向けた県民
向けの取組
（文化観光スポーツ部）

県

R６

○お互いの文化や習慣を理解し合うための環境づくり

多文化共生社会の普及・啓発を図るため、市町村行政担当者
や市民を対象としたシンポジウム・ワークショップ等を実施

－
2,697件

（R２年度）
3,417件

【施策】②　県民の異文化理解・国際理解の促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

【施策】４－（２）－イ－②　県民の異文化理解・国際理解の促進

・市町村や関係団体と連携した県民向けのシンポジウムの開催、JICA沖縄主催のおきなわ国際協力・交流
フェスティバルへの参画、県民の文化・教育の交流等を通して、お互いの文化や習慣を理解し合うための環
境づくりに取り組みます。

・県内に在住する外国人に、国際交流・国際親善、日本・沖縄の社会や文化等について日本語で意見を発表
する場を提供し、共生社会のあり方を互いに考え合う機会をつくり出すことにより、県民の異文化理解・国際
理解の促進に取り組みます。

成果指標名
おきなわ国際協力・交流フェスティバルの参加者数（特設ホームページへの
アクセス数）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

【施策】４－（２）－ウ－①　観光交流、経済交流等の推進

・観光交流については、アジア諸国や欧米を中心に誘客活動を推進するほか、太平洋・島サミットなど沖縄開
催の意義を示すことができる分野のMICEやスポーツコンベンション等の積極的な誘致に取り組みます。

・経済交流については、県内企業と海外企業との経済連携サポート支援を強化するとともに、県海外事務
所、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）沖縄貿易情報センター等と連携した国際的なビジネス展開
に取り組みます。

・東アジアの中心に位置する地理的特性、自然的特性、独自の歴史的・文化的特性等を生かし、学術・文化・
友好親善など様々な分野での国際交流を推進するため、福建省との友好県省やハワイ等との姉妹提携等に
基づく交流を促進し、また、海外との新たなMOU（連携覚書）締結など地域間交流を促進します。

【施策展開】
　４－（２）－ウ

多元的な交流の推進

４－（２）－ウ　多元的な交流の推進

①　観光交流、経済交流等の推進 MICE開催件数

②　沖縄の文化を通じた交流 県が支援した文化交流イベントの参加者数

○在住外国人の日本語による意見発表等を通じた異文化理解・国際理解の促進

外国人による意見発表等を通じ
た異文化理解・国際理解の促
進
（文化観光スポーツ部）

県
沖縄県国際
交流・人材育

成財団

沖縄県国際交流・人材育成財団が主催する、日本語弁論大会
での審査員、広報等への協力

日本語弁論大会の共催承認、県知事賞（賞状）の授与、審査
員での参加等

実施 実施 実施

国際交流員による異文化理解
促進
（文化観光スポーツ部）

県
自治体国際
化協会沖縄

県支部

県内小・中・高校へ国際交流員を派遣し、異文化の紹介を行う
出前授業・出前講座等の実施

学校訪問の実施回数（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：2,139件

R13年度の目標値：2,423件

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○国際的なビジネス展開の取組

海外事務所等による活動
（商工労働部）
【再掲】

県

物産展等への出展支援、現地企業等への営業活動、県内企
業の海外展開支援、情報収集、情報発信等

海外事務所等活動件数（累計）

2,000件 2,100件（4,100件） 2,200件（6,300件）

スポーツコンベンション誘致戦
略推進
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県
市町村

スポーツコ
ミッション沖

縄

スポーツコンベンションの誘致

スポーツ団体合宿実証件数（累計）

10件 10件（20件） 10件（30件）

MICE誘致の実施（コンベンショ
ン）
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

国際会議の誘致

国際会議件数（累計）

３件 12件（15件） 26件（41件）

○誘客活動の推進、MICEやスポーツコンベンション等の誘致

各市場での誘客プロモーション
の展開
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県 プロモーション実施地域数

14箇所 14箇所 14箇所

航空路線拡充の支援、Be.Okinawaブランディング、各市場での
プロモーション等の実施

【施策】①　観光交流、経済交流等の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

490件
（R２年）

【参考値】
1,638件
（R元年）

1,863件

成果指標名 MICE開催件数
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

科学技術振興課

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：99,000人

R13年度の目標値：131,000人

－

5,878人
（R３年度）

【参考値】
73,493人

（R元年度）

73,500人

【施策】４－（２）－ウ－②　沖縄の文化を通じた交流

・文化は交流により育まれ、互いの文化を理解し合うことにより発展するため、国際的な文化交流イベントか
ら草の根レベルの交流活動まで幅広い取組の強化を図ります。

・県民が沖縄の歴史及び文化への理解を深めるための施策を効果的に推進し、沖縄の文化の継承と発展
に取り組みます。

・国際的な文化交流イベントの開催や外国人向けの文化観光コンテンツの発信など、県独自の文化プログラ
ムの実施を通じて、多様な沖縄の文化を積極的に発信し、国内・国外との文化交流に取り組みます。

成果指標名 県が支援した文化交流イベントの参加者数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小渕沖縄教育研究プログラム
の推進
（企画部）

県
関係機関等

小渕沖縄教育研究プログラムを通した、県内の社会人等のハ
ワイ大学大学院又はハワイ東西センターへ派遣によるハワイと
の交流の促進

ハワイ大学大学院又はハワイ東西センターへの派遣者数（累
計）

２名 ２名（４名） ２名（６名）

沖縄県・市町村国際交流連絡
会議の実施
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

海外との交流を促進するため、県と市町村間の情報交換、意
見交換の実施

沖縄県・市町村国際交流連絡会議の開催回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

○姉妹提携等に基づく交流、地域間交流の促進

海外友好姉妹都市等からの留
学生受入
（文化観光スポーツ部）

県

海外友好姉妹都市等から留学生を受け入れ、県内大学や企業
等で就学・研修等の実施

海外友好姉妹都市からの留学生受入人数（累計）

２人 ２人（４人） ２人（６人）
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○多様な沖縄の文化の積極的な発信、国内・国外との文化交流

伝統芸能の県外公演
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

国立劇場おきなわの伝統芸能
県外公演
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県
国立劇場お

きなわ

県外への鑑賞機会提供等による伝統芸能の継承と発展

国立劇場おきなわ運営財団による伝統芸能の県外公演の開
催数（累計）

１公演 １公演（２公演） １公演（３公演）

県

○沖縄の歴史及び文化への理解を深めるための施策の効果的な推進

琉球歴史文化の日周知啓発推
進事業（歴史・文化ワークショッ
プ）
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

民間団体

歴史・文化ワークショップ等の実施

歴史・文化ワークショップ等への参加者数（累計）

60名 60名（120名） 60名（180名）

R６

○国際的な文化交流イベントから草の根レベルの交流活動まで幅広い取組の強化

文化資源を活用した沖縄観光
の魅力アップに関する取組
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県

文化資源を活用した体験プログラムの構築・実施

文化体験プログラムの実施回数（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）

【施策】②　沖縄の文化を通じた交流

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

伝統芸能の海外公演
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県

海外への鑑賞機会提供等による伝統芸能の継承と発展

文化芸術団体による海外公演の開催数（累計）

－

高校生伝統芸能分野海外就業
体験事業
（教育庁）

県

郷土芸能に取り組んでいる高校生をハワイへ派遣し、現地高
校生との伝統芸能交流や現地県人会との交流を通してネット
ワークを構築

派遣人数（累計）

16人

１公演 １公演（２公演）

県外への鑑賞機会提供等による伝統芸能の継承と発展

文化芸術団体による県外公演の開催数（累計）

１公演 １公演（２公演） １公演（３公演）

16人（32人） 16人（48人）
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基本施策４－（２）沖縄を結び目とするグローバルな交流ネットワークの形成

沖縄・奄美連携交流促進事業
（企画部）

県
鹿児島県
民間企業

沖縄－奄美群島間の航空路及び航路運賃の低減

運賃を低減した路線における利用者数（累計）

航空路19,000人
航路51,000人

航空路19,380人
（38,380人）
航路52,020人
（103,020人）

航空路19,760人
（58,140人）
航路53,040人
（156,060人）
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

【目標値設定の考え方】
　現在の研修生受入団体数を維持するとともに、新規の受入団体を毎年１団体を増加していく。

21団体

R６年度
目標値

国際協力・貢献活動
に関わった海外研修

生受入団体数

主要指標のグラフ

－

世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

　本県の歴史と社会・経済の発展過程で培われてきた知識・知見、経験・技術等を生かした世界の島しょ地域
等との国際協力活動を国内外で展開し、国際的課題に貢献する地域の形成を目指す。

R９年度
目標値

基本施策

４－（３）

【指標設定の考え方】
　本県の特性や強みを生かした分野における海外研修員受入（JICA事業）を行う団体数が増えることにより、
国際社会との共生に資することにつながることから、この指標を選定する。

28団体

R13年度
目標値

24団体

主要指標名

18団体
（R３年度）

【参考値】
18団体

（R元年度）

基準値
全国の現状
（参考年）

22

19
18

9

18

21

24

28

0

5

10

15

20

25

30

H29 30 R元 2 3 6 9 13

（団体）

(年度)

国際協力・貢献活動に関わった海外研修生受入団体数

目標値

出典：沖縄県文化観光スポーツ部交流推進課調べ
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

・国際協力・貢献活動への参加と協力
・国際的な産学官連携の推進

・国際協力・貢献活動への参加と協力
・技術者等の派遣・受入

期待される役割

教育機関、研究機関等

協働主体名

・国際協力・貢献活動への参加と協力
・国際的な産学官連携の推進
・技術者等の派遣・受入
・国立自然史博物館誘致に対する理解、誘致の取組への参加
・沖縄ハワイクリーンエネルギー協力覚書に基づく技術交流の促進

事業者

・国際協力・貢献活動への参加と協力
・国際協力・貢献活動に関する情報提供
・技術交流・技術協力のための案件策定、研修生の募集、受入等
・沖縄ハワイクリーンエネルギー協力覚書に基づく技術交流の促進
・技術協力等による、島しょ地域における防疫体制の強化への取組

関係団体

市町村

・国際協力・貢献活動への理解と参加
・国立自然史博物館誘致に対する理解、誘致の取組への参加

県民

・国際協力・貢献活動への参加と協力
・国際的な産学官連携の推進
・国立自然史博物館誘致に対する理解、誘致の取組への参加
・水道分野の担い手の育成に向けた取組

ボランティア、NPO、
地域団体等

４－（３）　世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

ア　多様な分野における国際協力・貢献活動の推進

イ　国際的な災害協力の推進

市町村（水道事業体）
・水道事業の運営及び水資源に関するノウハウの技術移転
・担い手の育成に向けた取組

国
・沖縄ハワイクリーンエネルギー協力覚書に基づく両地域の取組の支
  援

JICA沖縄
・海外研修生の受入
・水道分野の担い手の育成に向けた取組

太平洋島しょ国等
・水道事業の運営及び水資源に関するノウハウの習得
・担い手の育成に向けた取組

ハワイ州 ・沖縄ハワイクリーンエネルギー協力覚書に基づく技術交流の促進

米国
・沖縄ハワイクリーンエネルギー協力覚書に基づく両地域の取組の支
  援
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：３地域

R13年度の目標値：３地域

・持続可能な循環型社会を実現するため、クリーンエネルギー協力覚書を締結しているハワイ州等とも連携し
ながら、島しょ地域間の交流と協力体制の構築を目指すグローバルグリーンアイランドサミット（GGIS）フォー
ラム等の国際会議への参加や開催、海外研修生の受入れ等を通して、外来種問題、海洋ごみを含むごみ処
理問題、再生可能エネルギーの導入促進など、島しょ地域における環境問題や再生可能エネルギーの技術
交流・技術協力等に取り組みます。

・土壌流出は東南アジアや太平洋島しょ国等でも問題になっていることから、本県の赤土等流出防止対策技
術に関する情報発信や技術移転等に取り組みます。

・東アジア、東南アジア全体の自然史科学を支える研究及び人材育成の拠点となる「国立沖縄自然史博物
館」の県内への誘致に向けて、シンポジウムの開催や関係団体等への説明会の開催など、県民の気運醸成
に取り組みます。

【施策】４－（３）－ア－①　環境・エネルギー分野における国際協力の推進

①　環境・エネルギー分野における国際協力の推進

【施策展開】
　４－（３）－ア

国際会議等において知見を共有した海外地域の数

４－（３）－ア　多様な分野における国際協力・貢献活動の推進

多様な分野における国際協力・貢献活動の推進

水道分野及び土木建築分野等における研修受講
人数

③　農林水産分野における国際協力の推進

②　水道分野及び土木建築分野における国際協力
　　 の推進

農林水産分野における研修受講人数

④　保健衛生分野における国際協力の推進

－

３地域
（R３年度）

３地域
（R元年度）

３地域

感染症対策等に関する研修会への参加人数

成果指標名 国際会議等において知見を共有した海外地域の数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

クリーンエネルギー導入拡大に係る意見交換、技術交流を目
的とした会議等の開催

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

【施策】①　環境・エネルギー分野における国際協力の推進

○島しょ地域における環境問題や再生可能エネルギーの技術交流・技術協力等

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

沖縄県とハワイ州のクリーンエ
ネルギー協力覚書に基づく技術
交流の推進
（商工労働部）

県
ハワイ州

米国
国

関係団体
事業者

クリーンエネルギー導入拡大に係る意見交換、技術交流を目
的とした会議等の開催数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

島しょ間の環境課題に対する協
力ネットワークの構築
（環境部）

県
済州特別自

治道
ハワイ州
海南省

等

開催・参加回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

国際会議（グローバルグリーンアイランドサミット）の開催、
フォーラム等への参加

赤土等流出防止対策技術に関
する情報発信の強化
（環境部）

県
ホームページで公開する英訳した赤土等流出防止対策関連資
料の件数（累計）

３件 ４件（７件） ４件（11件）

条例、指針、技術関連資料の英訳とホームページでの公開

○国立沖縄自然史博物館の設置促進

国立沖縄自然史博物館誘致に
係るイベント開催
（環境部）
【再掲】

県 シンポジウム等周知啓発イベントの開催数（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

認知度の向上及び機運醸成を図るためのシンポジウム・企画
展等周知啓発イベントの開催

○赤土等流出防止対策技術に関する情報発信や技術移転
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：水道分野 10人、土木建築分野 30人

R13年度の目標値：水道分野 10人、土木建築分野 45人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

－

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

水道分野 13人
（R２年度）

土木建築分野 18人
（R３年度）

【参考値】
水道分野 ８人

（R元年度）

土木建築分野 42人
（R元年度）

水道分野 10人

土木建築分野 20人

R６

【施策】４－（３）－ア－②　水道分野及び土木建築分野における国際協力の推進

・水道分野においては、本県と地形的・気候的特徴が類似する太平洋島しょ国等に対し、島しょ地域に適合し
た水道事業の運営及び水資源に関するノウハウの技術移転等を目的とした技術協力にJICA沖縄、市町村
等と連携して取り組みます。

・土木建築分野においては、JICA沖縄との連携による建設技術やインフラ整備等に関する研修等に取り組
み、技術交流・技術協力及び国内外の建設産業の人材育成を促進します。また、国や関係団体等と連携し
た県内企業向けセミナー等に取り組み、島しょ性・亜熱帯性等の地域特性により培われてきた技術等の海
外展開を促進します。

成果指標名 水道分野及び土木建築分野等における研修受講人数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

【施策】②　水道分野及び土木建築分野における国際協力の推進

JICA研修員受入回数（累計）

１回

○島しょ地域に適合した水道の技術協力

島しょ地域に適合した水道の技
術協力
（企業局）

JICA沖縄
県

市町村等

１回（２回） １回（３回）

JICA課題別研修（EPSによる小規模浄水と水道管理技術）の実
施、沖縄連携によるサモア水道公社維持管理能力強化プロ
ジェクト フェーズ２（CEPSO２）の実施
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：107人

R13年度の目標値：107人

途上国等の行政職員へ向けた
講義の実施
（土木建築部）
【再掲】

○土木建築分野における技術等の海外展開の促進

研修等による知見の普及拡大
（土木建築部）

県
関係団体

県内建設企業向けの研修等の開催

海外展開に向けた研修等の開催件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

○土木建築分野における技術交流・技術協力及び国内外の建設産業の人材育成

県
JICA沖縄

JICA沖縄が実施する研修へ県職員を講師派遣

土木建築分野の研修等における講義件数（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

【施策】４－（３）－ア－③　農林水産分野における国際協力の推進

・農林水産分野において、JICA沖縄や市町村等と連携し、島しょ地域等からの海外研修生の受入れによる
技術協力や技術交流支援に取り組みます。

・パラオEEZ海域（排他的経済水域）は、本県のマグロはえ縄漁船の重要な漁場となっていることから、本県
漁船の操業継続に向けて、漁業協議に関する情報収集等を行い、パラオとの友好関係強化を明確化するた
めのMOU（連携覚書）締結を進めます。

成果指標名 農林水産分野における研修受講人数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－
107人

（R元年度） 107人
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】③　農林水産分野における国際協力の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

島しょ国の水産業にかかる技術
交流・技術協力
（農林水産部）

JICA沖縄
県

漁協等
遠隔研修を含む研修員受入人数（累計）

７人 ７人（14人） ７人（21人）

JICA実施の南太平洋・インド洋･カリブ海等の島しょ国向け研修
における講義や教材資料に対する協力

MOUの締結

１回 １回（２回）

締結 －

パラオ共和国と沖縄県のMOUの締結

－

沖縄県が有する技術・人材等を活用した各種支援の実施

パラオ共和国と沖縄県の友好
関係の強化
（農林水産部）

１回 １回（２回） １回（３回）

パラオ共和国への技術支援等
（農林水産部）

県
漁協等

技術支援・人材交流等の実施回数（累計）

技術研究交流会の開催、技術習得のための研究員派遣回数
（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

農林水産業の振興及び善隣友好のための研究交流の実施

○パラオEEZ海域における本県漁船の操業継続に向けた取組

県

沖縄・台湾技術交流推進事業
（農林水産部）

R６

○海外研修生の受け入れによる技術協力や技術交流支援

パラオ共和国との漁業協議等
に係る支援
（農林水産部）

漁業協議等に係る情報収集の実施及び協議への参加

漁業協議への参加数（累計）

県

県

１回（３回）

- 548 -



基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：12人

R13年度の目標値：12人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○島しょ地域における防疫体制の強化

衛生環境研究所による感染症
対策等に係る海外研修員との
交流
（保健医療部）

県
JICA沖縄

海外研修員（感染症対策）受入

海外研修員（JICA事業等）受入回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

【施策】４－（３）－ア－④　保健衛生分野における国際協力の推進

・新型コロナウイルス感染症など世界的に拡大する感染症等の状況を踏まえ、台湾をはじめとする国内外の
研究機関等との連携強化による国際ネットワークの充実を図り、疫学調査や感染症対策等の研究開発等を
促進するとともに、琉球大学やJICA沖縄等と連携し、海外研修生の受入れ等による技術協力等を図り、島
しょ地域における防疫体制の強化に取り組みます。

成果指標名 感染症対策等に関する研修会への参加人数

R６年度の目標値

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

実施
主体

沖縄県の基準値

－
９人

（R元年度）
12人

【施策】④　保健衛生分野における国際協力の推進

R６

主な取組
（アクティビティ）

全国の現状値
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：３人

R13年度の目標値：３人

【施策展開】
　４－（３）－イ

国際的な災害協力の推進

４－（３）－イ　国際的な災害協力の推進

①　国際的な災害支援体制の構築 防災分野における研修会に参加した講師人数

２人
（R３年度）

３人

【施策】４－（３）－イ－①　国際的な災害支援体制の構築

・アジア・太平洋地域における大規模災害の発生に備え、県内消防機関等の関係団体と連携・協力して、危
機管理に当たる体制整備に取り組みます。

・本土から遠隔にあることで本土との同時被災のリスクが低い本県の地理的な優位性を生かし、これまでに
整備されてきた県内のクラウド環境やその活用事例等を国内外の企業に周知し、リスク分散拠点としての役
割に注視した本県のクラウドデータセンターの利活用促進に取り組みます。

・アジア諸国等の大規模災害の支援活動について、本県の国際貢献についての役割を検討します。

成果指標名 防災分野における研修会に参加した講師人数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－
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基本施策４－（３）世界の島しょ地域等との国際協力活動と国際的課題への貢献

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

適宜対応 適宜対応

R５ R６

国からの国際緊急援助隊への登録要請等に対する、県内消防
機関の登録申請に係る適宜対応

【施策】①　国際的な災害支援体制の構築

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４

○アジア諸国等の大規模災害支援活動等の検討

災害分野における国際貢献の
推進
（知事公室）

県
関係機関 講義実施回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

島嶼国の研修員を対象とした、沖縄県特有の防災・減災対策
に係る講義の実施、視察受入

クラウドデータセンターの利用
促進
（商工労働部）

県
民間事業者

新規利用ラック数（累計）

10ラック 10ラック（20ラック） 10ラック（30ラック）

沖縄情報通信センターの利用促進

○リスク分散拠点としてのクラウドデータセンターの利活用促進

○アジア・太平洋地域における大規模災害発生に備えた体制整備

国際緊急援助隊への登録に係
る連携・協力
（知事公室）

県
市町村 国からの要請に対する県内消防機関の登録申請

適宜対応
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

主要指標のグラフ

出典：沖縄県企画部「市町村別人口増減数」

基本施策

４－（４）

【指標設定の考え方】
　離島・過疎地域における交流人口の拡大、テレワークやワーケーション等による関係人口の創出が進め
ば、島外からの移住が促進され、社会増につながることが期待できることから、この指標を選定する。
　なお、離島地域は、全区域が離島で構成される市町村を、過疎地域は、一部過疎（南城市旧知念村区域）
を除く過疎市町村を指す。

増加
（令和３年10月
～令和13年9
月の累計）

R13年度
目標値

離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

　国内や世界各国から本県の離島や過疎地域へ人々が足を運び、地域・住民との関わりと島への想いを深
める多様な交流を促進するとともに、離島や過疎地域の魅力を広く国内外に発信し、交流人口及び関係人口
の創出と地域の活性化を目指す。

離島・過疎地域人口
社会増数

主要指標名
R６年度
目標値

【目標値設定の考え方】
　人口の社会増減数（他地域からの人口流入や他地域への流出）については、進学、就職、転勤、住宅事
情、健康事情など様々な要因があり、年によって変動が大きいため、目標の数値設定は困難である。よって、
上記の目標値を設定する。

基準値

離島△1,374人
（H30年度）、

過疎地域△71,186
人

（R元年度）

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

増加
（令和３年10月
～令和６年９
月の累計）

増加
（令和３年10月
～令和９年９
月の累計）

離島△70人、過
疎地域７人

（令和２年10月～
令和３年９月）

【参考値】
離島871人、過疎

地域685人
（平成30年10月

～
令和元年９月）

480 

△1,952 △2,225 △474 
156 

△396 △923 △500 

229 871 45 △70 増加 増加 増加

△ 793

△ 2,406

△ 1,434

△ 289

△ 51

△ 467

△ 1,153

△ 376

21

685

227
7 増加 増加 増加

△5,000 

△4,000 

△3,000 

△2,000 

△1,000 

0

1,000

2,000

S52 57 62 H4 9 14 19 24 29 30 R元 2 6 9 13

過疎 離島

（人）

※S52～R２までは各年10月から翌年９月までの増減数。目標値についてはR3年10月から各年９月までの増減数の累計を表す。

離島・過疎地域人口社会増数
目標値
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

ア　離島と本島・県外との交流の促進

イ　離島を核とする関係人口の創出と移住促進

離島地域への入域観光客数

①　離島の多様な魅力の発信

②　離島訪問の促進

・市町村過疎計画等に基づく移住促進関連施策の推進
・離島におけるテレワーク、ワーケション施設整備の推進
・情報通信基盤整備の推進

・離島におけるテレワーク、ワーケション施設の積極的な利用
・地域の子どもたちの交流・体験活動実施等への参画、協力
・地域の子どもたちや高齢者を見守る意識の向上
・情報通信基盤の積極的な利活用

県民

４－（４）　離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

市町村

４－（４）－ア　離島と本島・県外との交流の促進

本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交
流する児童数（累計）

・ワーケーション受入プログラムの造成やコーディネート等の推進
・移住者希望者と地域を繋ぐ役割の推進
・ボラケーションツアープログラムの造成・開発等の推進
・離島ツアーにおける県外観光客の受入に向けた人材育成
・各離島における体験型商品のブランド化促進・認知拡大等の取組
・県内外に離島の魅力を伝える観光商品等の開発・改善等の推進
・地域の子どもたちや高齢者を見守る意識の向上
・情報通信基盤整備の推進

事業者、関係団体

協働主体名 期待される役割

【施策展開】
　４－（４）－ア

離島と本島・県外との交流の促進
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：14,419人

R13年度の目標値：26,419人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

760,000PV
（2,190,000PV）

県

各種プロモーションの実施

沖縄離島専門の観光情報サイト「リトハク」のPV数（累計）

700,000PV
730,000PV
（1,430,000PV）

活動指標（アウトプット）

R４

県

主要離島観光協会によるプロモーションの実施

プロモーション実施数（累計）

宮古５件、八重山５
件、久米島５件

宮古５件（10件）、八
重山５件（10件）、久
米島５件（10件）

年度別計画

R５ R６

○離島の多様で特色ある魅力の発信の強化

離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロモー
ションの実施）
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

宮古５件（15件）、八
重山５件（15件）、久
米島５件（15件）

R６年度の目標値

・離島の多様で特色ある魅力の発信を強化し、交流人口の拡大、県外の沖縄ファンや沖縄観光リピーター等
の関係人口の創出に取り組みます。

・全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学する「離島留学」について、市町村等と連
携した受入団体の支援や情報発信に取り組みます。さらに、沖縄本島と離島の児童の交流を促進するなど、
離島地域の重要性や特殊性及び魅力に対する認識を深める機会の創出に取り組みます。

成果指標名

【施策】①　離島の多様な魅力の発信

－

619人
（R３年度）

【参考値】
3,796人

（R元年度）

6,619人

本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する児童数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値

【施策】４－（４）－ア－①　離島の多様な魅力の発信
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：437万人

R13年度の目標値：448万人

【施策】４－（４）－ア－②　離島訪問の促進

・国内外からの離島訪問を促進するため、観光客の多様なニーズに対応した宿泊施設の整備やリノベーショ
ン等を促進するほか、離島ならではの体験・滞在型観光を促進するため、農家民宿を含めた農山漁村体験
交流プログラムの提供、保養・療養型観光、体験・滞在型施設の整備促進など、離島の様々なソフトパワーを
備える「離島力」を生かした誘客活動の強化に取り組みます。

・関係機関連携の下、島々をつなぐ広域周遊ルートの形成や受入環境の整備等により、離島への周遊観光
の促進に取り組みます。

・オンライン体験プログラムの造成や、デジタル媒体を活用し住民自ら離島の魅力を発信するスキルの向上
を支援することにより、直接足を運ばなくても離島の魅力を享受できる環境の構築に取り組みます。

成果指標名 離島地域への入域観光客数

１件（継続１件）

市町村等と連携した情報発信

○離島留学の情報発信

１件

1,666万人
（H29年度）

166万人
（R２年度）

【参考値】
429万人

（R元年度）

429万人

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

離島ブランディング（島あっちぃ・
島まーる推進）事業
（企画部）

県

県外向け離島ツアー及び県内向けボラケーションモニターツ
アーの造成支援

市町村等と連携した情報発信件数（内訳）
離島留学についての情報発信
（企画部）

県
市町村
団体等

１件（継続１件）

支援する事業者の確保数（累計）

190事業者
200事業者（390事業
者）

210事業者（600事業
者）
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○離島への周遊観光の促進

離島観光活性化促進事業（国
内線チャーター便支援）
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県

国内線チャーター便支援

チャーター便支援便数（累計）

20便 20便（40便） 20便（60便）

○宿泊施設の整備・リノベーション等の促進

【施策】②　離島訪問の促進

20人（60人）

参画事業者数（累計）

120事業者
130事業者（250事業
者）

140事業者（390事業
者）

グリーン・ツーリズムの推進
（農林水産部）
【再掲】

県

農山漁村と都市との交流を促進するためのグリーン・ツーリズ
ム実践者の支援・育成等

グリーン・ツーリズムインストラクター養成数（累計）

20人 20人（40人）

R５ R６

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

観光商品等販売促進のためのSNS／EC／Webコンサルティン
グ

２回（４回） ２回（６回）

○離島の魅力を発信するスキルの向上

離島デジタル広報・販売スキル
向上事業
（企画部）

県

離島地域における旅館業税制特例措置の周知、広報活動

特例措置に関する説明会、周知等の実施回数（累計）

２回

活動指標（アウトプット）

R４

県

○離島ならではの体験・滞在型観光の促進

離島地域における旅館業税制
特例措置の利用促進
（企画部）
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：テレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数 2,615人

　　　　　　　　　　　　　  テレワーク人材等の登録者数 1,200人（累計）

R13年度の目標値：テレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数 3,178人

　　　　　　　　 　　　　　　テレワーク人材等の登録者数 1,600人（累計）

②　ＵＪＩターンによる移住促進

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

テレワーク・ワーケーション推進
施設の利用者数 1,951人

テレワーク人材等の登録者数
621人（累計）
（R３年度）

【参考値】
テレワーク・ワーケーション推進

施設の利用者数 233人
テレワーク人材等の登録者数

551人（累計）
（R２年度）

テレワーク・ワーケーション推進施設の
利用者数 2,259人

テレワーク人材等の登録者数 900人
（累計）

【施策】４－（４）－イ－①　離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推進

・本県のリゾート地としての優位性を生かしたワーケーション需要の取り込みに向けて、市町村や関係団体と
連携の下、宿泊施設でのコワーキングスペース（共同職場スペース）の設置支援や情報インフラの整備促進
など、働きながら離島や過疎地域での滞在を満喫できるよう環境整備に取り組みます。

・快適なテレワーク環境を確保するため、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

・ワーケーション来訪者や地域振興に関心のある企業と接する機会を設けるなど、関係人口との連携による
新しい地域づくりに取り組むほか、市町村による取組を推進するために必要な支援を行います。

成果指標名
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数及
びテレワーク人材等の登録者数

【施策展開】
　４－（４）－イ

離島を核とする関係人口の創出と移住促進

４－（４）－イ　離島を核とする関係人口の創出と移住促進

①　離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケー
　　 ション等の推進

離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション
推進施設の利用者数及びテレワーク人材等の登録
者数

移住相談件数
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

離島地区情報通信基盤高度化
事業
（企画部）
【再掲】

県 事業進捗率（R４久米島地区、R５先島地区）

久米島地区100％ 先島地区100％

県
民間通信事

業者
市町村

方針検討 方針決定 －

大東地区の陸上光ファイバ網の整備

整備方針（実施主体、整備手法等）の検
討・決定

－

○次世代の通信環境の普及促進

大東地区情報通信基盤整備推
進事業
（企画部）
【再掲】

県 整備進捗率

調査設計40％
調査設計100％
整備工事20％

整備工事60％

コワーキングスペースの設置
（企画部）

県
市町村

国の支援メニュー等の市町村へ情報提供

コワーキングスペースの設置支援の周知回数（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

○コワーキングスペース設置支援や働きながら離島や過疎地域での滞在を満喫できる環境整備
　 等の推進

離島ICT利活用人材等高度化
事業
（企画部）

県
民間事業者

全離島市町村を対象としたテレワーカー等の育成及びプラット
フォームの構築等

テレワーカー等向け説明会開催数（累計）

30回 30回（60回） 30回（90回）

【施策】①　離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション等の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

離島・過疎地域づくりＤＸ促進事
業
（企画部）
【再掲】

県
民間事業者

支援件数（累計）

２件 ２件（４件）

南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルの整備

２件（６件）

離島・過疎地域のデジタル実装支援

－

超高速ブロードバンド環境整備
促進事業
（企画部）
【再掲】

先島・久米島地区における海底光ケーブルの通信設備高度化
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：270件

R13年度の目標値：300件

沖縄しまっちんぐ推進事業
（企画部）

県
市町村

離島・過疎地域ならではのワーケーションの魅力向上や関係人
口の創出に向けたモニターツアー等の開催

モニターツアー参加者数（累計）

40人 40人（80人） 40人（120人）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

193件
（R２年度）

【参考値】
149件

（R元年度）

250件

【施策】４－（４）－イ－②　ＵＪＩターンによる移住促進

・持続可能な地域づくりに向けた移住促進に向けて、移住相談会の開催や移住応援サイトの運用など、離島
や過疎地域への移住活動が円滑に行える環境づくりに取り組みます。

・移住希望者と受入地域との間をコーディネートし、移住者の経験や地域資源を生かして地域のニーズを満
たすよう支援する中間支援組織の育成、離島・過疎地域が必要とする人材の受入を促進するターゲット型移
住施策の推進、地域おこし協力隊制度等の普及啓発及び地域おこし協力隊員の定住化等について、市町村
と連携して取り組みます。

・市町村が行う定住促進住宅の建設や空き家改修など、移住促進関連の施策を推進するための関連計画の
策定等について、必要な支援を行います。

成果指標名 移住相談件数

○関係人口との連携による新しい地域づくり
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基本施策４－（４）離島を核とする交流の活性化と関係人口の創出

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○市町村と連携した受入体制づくり

地域おこし協力隊等への研修
支援
（企画部）

県
市町村

地域づくり団
体等

地域づくりに関連する施策の普及啓発及び地域づくり団体、地
域おこし協力隊等を対象とした研修会等の開催

研修開催件数（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

○市町村の移住促進関連施策の支援

中間支援組織の育成支援
（企画部）

県
市町村

民間団体等

地域と移住希望者の仲介役を担う中間支援組織の育成の支援

中間支援組織の育成数（内訳）

沖縄県移住受入協議会の開催
（企画部）
【再掲】

県
市町村

離島過疎地域における空き家活用等の優良事例などの共有

沖縄県移住受入協議会開催数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

２団体 ２団体（継続２団体） ２団体（継続２団体）

○離島や過疎地域への移住活動が円滑に行える環境づくり

移住応援サイトの運用
（企画部）

県
市町村

民間団体等

移住相談会の開催や移住WEBサイト等の運用による県内移住
情報の発信

移住WEBサイトアクセス数（累計）

190,000件
200,000件（390,000
件）

210,000件（600,000
件）

【施策】②　ＵＪＩターンによる移住促進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

過疎地域における持続的発展
施策の総合調整及び推進
（企画部）

県
市町村

過疎市町村が過疎対策に取り組むために必要な計画の策定や
変更、財源としての過疎債の手続き等、市町村事業の推進に
必要な支援

市町村過疎計画・過疎債・過疎交付金に係る支援件数（累計）

50件 50件（100件） 50件（150件）
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

出典：沖縄県教育庁生涯学習振興課調べ

523千人
（R２年度）

【参考値】
1,338千人
（R元年度）

基本施策

５－（１）

【指標設定の考え方】
　本県における年間の社会教育施設（県立図書館、青少年の家、県立博物館・美術館）の利用者数を基本施
策の主要指標とする。
　社会教育は、個人が生涯にわたり多様な学習を行う、生涯学習社会の実現に向けて中核的な役割を果た
すため、同指標を選定する。

1,649千人

R13年度
目標値

1,467千人

多様な学びの享受に向けた環境づくり

　いつでもどこでも学びを深められる環境が形成され、生まれ育った地域や社会のつながりを大切にする豊
かな心を持った人づくりを目指す。

主要指標名

－

【目標値設定の考え方】
　県立図書館及び青少年の家については、新型コロナ感染症の影響を受ける以前の施設利用実績値から伸
び率を算出。（※伸び率＝H21～H30の各年度における対前年度比の平均)
　県立博物館・美術館については、R４～R６年度の３年間は、毎年度一定の増加率を設定。R６年度に中長
期計画(H28～R７）で掲げる50万人/年度程度まで回復させる。R７年度以降の目標値は、前年度目標値に伸
び率を乗じて算出。

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

1,345千人

R６年度
目標値

社会教育施設利用者
数

主要指標のグラフ

基準値

947
1,034
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964
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1,000
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

５－（１）　多様な学びの享受に向けた環境づくり

ア　地域を知り、学びを深める環境づくり

イ　子どもたちの健やかな育成に向けた地域全体の連携

ウ　公平な教育機会の確保と学習環境の充実

・生涯学習プログラムの充実に向けた協力
・地域の教育活動への参画、支援
・親子がふれあえる時間の確保が可能な職場環境の整備
・子育てしやすい環境づくり

事業者

・生涯学習プログラムの充実に向けた協力
・子どもの交流・体験活動実施や居場所づくり

関係団体

・生涯学習プログラムの充実に向けた支援

・生涯学習プログラムの充実に向けた支援
・地域活動・課外活動への支援制度拡充
・学校、家庭、自治会との連携体制構築
・図書館等社会教育施設の整備や推進体制の充実

ボランティア、ＮＰＯ、
地域団体等

期待される役割

教育機関、研究機関等

市町村

協働主体名

・生涯学習プログラムへの興味・参加
・地域の子どもたちの交流・体験活動実施等への参画、協力
・子育てへの関心や子育て情報に対する意識の向上
・家庭における親子同士の会話や運動などを通したふれあいの推進
・規則正しい生活習慣やあいさつの励行
・文化芸術の鑑賞や親しむ機会への参加
・地域の子どもたちを見守る意識の向上
・学校、地域の取組への理解と参加

県民

・生涯学習プログラムの充実に向けた協力
・子どもの交流・体験活動実施や居場所づくり
・地域で子どもたちを見守る雰囲気の醸成
・住民同士の交流機会の創出
・学校・家庭との連携体制の構築
・地域活動・課外活動の実施

エ　学びと生きがいを支える多様な生涯学習環境の充実

- 562 -



基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：2,148千人

R13年度の目標値：2,929千人

R６年度の目標値

－

823千人
（R２年度）

【参考値】
1,881千人
（R元年度）

1,501千人

・県民が地域の自然環境、歴史、文化等に親しみ、本県の魅力に対する認識を深め、その地域における課題
等について主体的に学べるよう支援するため、学校・地域における自然体験学習や読書活動等の多様な学
習活動の充実、社会教育指導者等の資質向上等に取り組みます。

・幅広い世代の住民が交流し、その地域の身近な学習の場として多様なニーズに応えられるよう、公民館、
図書館、青少年教育施設等の地域コミュニティの核となる社会教育施設の学習環境の充実に取り組みま
す。

成果指標名

学校公演鑑賞後に組踊・沖縄伝統芸能を理解した
児童生徒の割合

②　地域の歴史、文化、芸術に触れる機会の充実

公民館等の利用者延べ人数

全国の現状値 沖縄県の基準値

【施策】５－（１）－ア－①　多様な学習機会の創出及び提供

地域を知り、学びを深める環境づくり

公民館等の利用者延べ人数①　多様な学習機会の創出及び提供

【施策展開】
　５－（１）－ア

５－（１）－ア　地域を知り、学びを深める環境づくり
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

青少年教育施設の整備
（教育庁）

県
市町村

多様な学習活動を支える社会教育指導者の養成

R６

施設や設備等の整備による県立青少年の家の環境改善

１市町村（27市町
村）

１市町村（28市町
村）

社会教育指導者研修会
（教育庁）

県

○多様な学習活動の充実

図書館機能をもつ社会教育施設等の設置市町村数（累計）

７回（21回）

年度別計画

活動指標（アウトプット）

青少年教育施設の運営充実
（教育庁）

県

環境改善を図る施設数（内訳）

６施設 ６施設（継続６施設） ６施設（継続６施設）

54％ 70％

県
関係団体

160人

R５

公民館等図書室の整備

２市町村（30市町
村）

図書館機能をもつ社会教育施設等の整備

研修会の開催数（累計）

７回 ７回（14回）

青少年交流体験事業の実施

派遣児童・生徒数（累計）

○社会教育施設の学習環境の充実

【施策】①　多様な学習機会の創出及び提供　

主な取組
（アクティビティ）

図書館機能を持つ社会教育施
設の整備促進
（教育庁）

県
市町村

図書館未設置町村における公民館等図書室の整備率

46％

青少年交流体験事業
（子ども生活福祉部）

実施
主体

R４

160人（320人） 160人（480人）
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：86％

R13年度の目標値：90％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

文化振興事業費
（教育庁）
【再掲】

国
県

児童生徒に対する芸術鑑賞機会の提供

芸術鑑賞実施校数（累計）

70校 70校（140校） 70校（210校）

○文化芸術に対する豊かな感性の醸成

組踊等教育普及啓発事業
（教育庁）
【再掲】

県

組踊・沖縄伝統芸能の実演家によるワークショップの開催

組踊・沖縄伝統芸能ワークショップの実施回数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

【施策】②　地域の歴史、文化、芸術に触れる機会の充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

84％
（R２年度）

【参考値】
84％

（R元年度）

85％

【施策】５－（１）－ア－②　地域の歴史、文化、芸術に触れる機会の充実

・沖縄の文化芸術をはじめ、国内外の優れた文化芸術に触れる機会や表現する場等を提供し、子どもたちの
文化芸術に対する興味や豊かな感性の醸成に取り組みます。
　
・沖縄の文化の基層となる「しまくとぅば」の普及促進に向けて、小・中学校や高等学校でのしまくとぅば教材を
活用した学習活動に取り組みます。

成果指標名 学校公演鑑賞後に組踊・沖縄伝統芸能を理解した児童生徒の割合

全国の現状値
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

【施策展開】
　５－（１）－イ

子どもたちの健やかな育成に向けた地域全体の連携

５－（１）－イ　子どもたちの健やかな育成に向けた地域全体の連携

①　つながりが創る豊かな家庭教育機能の充実 家庭教育支援チーム結成数

②　学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力
放課後子ども教室に参加した地域ボランティアの延
べ人数

しまくとぅば学習活動の実施（小
学校・中学校）
（教育庁）

県
学校の教育活動における、しまくとぅばに関連する学習活動の
実施状況の割合

小学校 84％
中学校 87％

小学校 87％
中学校 89％

小学校 90％
中学校 91％

「しまくとぅば読本」や「しまくとぅばの日」など、しまくとぅば学習活
動に関連する情報の周知及び推進

○「しまくとぅば」の普及促進

しまくとぅば学習活動の実施（高
等学校）
（教育庁）

県

高等学校におけるしまくとぅば学習活動の推進及び関連する情
報の周知

高等学校の教育活動におけるしまくとぅばに関連する学習活動
の実施状況の割合

60％ 63％ 66％

青少年文化活動事業費
（教育庁）
【再掲】

県 中学校・高等学校生徒の大会派遣費補助人数（累計）

2,000人 2,000人（4,000人） 2,000人（6,000人）

中学校・高等学校生徒の大会派遣費補助
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：16チーム

R13年度の目標値：20チーム

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

家庭教育講座の開催
（教育庁）

県

家庭教育に関する意識醸成を図るための講座を開催

講座の開催数（累計）

６回 ６回（12回） ６回（18回）

○家庭教育支援の充実

家庭教育支援者の養成
（教育庁）

県
市町村

地域において家庭教育の支援者となる人材を養成

家庭教育支援者研修会参加者数（累計）

200人 200人（400人） 200人（600人）

【施策】①　つながりが創る豊かな家庭教育機能の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

10チーム
（R２年度）

【参考値】
10チーム

（R元年度）

13チーム

【施策】５－（１）－イ－①　つながりが創る豊かな家庭教育機能の充実

・子どもたちの健やかな育ちを支え、すべての保護者が安心して家庭教育を行うことができるよう、地域にお
いて主体的に家庭教育支援の取組を行う「家庭教育支援チーム」の各市町村教育委員会等への設置促進と
ともに、家庭教育支援者等の地域における人材を活用した家庭教育支援の充実に取り組みます。

・多様化・複雑化する家庭からの相談に対応するための相談員等の資質向上に加え、保護者や子どもが気
軽に相談できる体制の充実に取り組むとともに、県民全体が家庭教育支援に対する理解を深めるための広
報活動等の充実に取り組みます。

成果指標名 家庭教育支援チーム結成数
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：43,000人

R13年度の目標値：67,000人

－

25,648人
（R２年度）

【参考値】
33,112人

（R元年度）

33,000人

【施策】５－（１）－イ－②　学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力

・「地域の子は地域で守り育てる」ことを基本姿勢に、子どもの拠り所となる居場所づくりをはじめ、幅広い地
域住民等の参画により、学校、家庭、地域が連携・協働し、一体となって子どもを育てる体制づくりの構築に
取り組みます。

・子どもを取り巻く環境が大きく変化する中で、学校と協働で実施する学習支援をはじめ様々な活動への支援
を通して、地域の教育力の向上に取り組みます。

成果指標名 放課後子ども教室に参加した地域ボランティアの延べ人数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

○相談できる体制の充実

親子電話相談研修会の開催
（教育庁）

県

相談員の資質向上のための研修会を開催

研修会の開催数（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）

- 568 -



基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

【施策展開】
　５－（１）－ウ

公平な教育機会の確保と学習環境の充実

５－（１）－ウ　公平な教育機会の確保と学習環境の充実

①　離島・へき地における教育環境の充実 複式学級への非常勤講師の派遣割合

②　離島・へき地におけるICT等を取り入れた教育環
　　 境の整備及び充実

離島高校生の教育用コンピュータ１台当たりの生徒
数

子どもの読書活動推進
（教育庁）

県 子どもの読書活動推進フォーラム等への参加者数（累計）

250人 250人（500人） 250人（750人）

「子どもの読書の日」、「文字・活字文化の日」を中心として、子
どもの自主的な読書活動を推進

○地域の教育力の向上

地域学校協働活動の推進
（教育庁）

県
市町村

地域学校協働活動推進員の配置により地域住民が主体となっ
た取組を支援

ボランティア参加延べ人数（累計）

163,000人
164,000人（327,000
人）

165,000人（492,000
人）

R６

○学校・家庭・地域の連携協働

放課後や週末等の児童生徒の
安全・安心な活動拠点支援（放
課後子ども教室）
（教育庁）
【再掲】

県
市町村

小学校区毎に地域人材を活用した安全管理・学習支援を実施

放課後子ども教室を実施する市町村数（内訳）

20市町村
21市町村（新規１市
町村、継続20市町
村、累計21市町村）

22市町村（新規１市
町村、継続21市町
村、累計22市町村）

【施策】②　学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：84.6％

R13年度の目標値：91.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

離島読書支援事業の実施
（教育庁）

県
市町村 移動図書館の開催回数（累計）

36回 36回（72回） 36回（108回）

図書館未設置町村の読書環境の格差改善を図るため、移動図
書館を実施

○公平な教育機会の確保

複式学級の教育環境の充実
（教育庁）

県

小学校の複式学級へ非常勤講師を派遣

複式学級に対して非常勤講師等を派遣した学級数（内訳）

16学級
16学級（新規２学
級、継続14学級、累
計18学級）

16学級（新規２学
級、継続14学級、累
計20学級）

【施策】①　離島・へき地における教育環境の充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

66.0％
(R３年度)

【参考値】
81.8％

（R元年度）

76.2％

【施策】５－（１）－ウ－①　離島・へき地における教育環境の充実　

・離島・へき地における公平な教育機会の確保に向けて、複式学級の教育環境の充実に向けた支援に取り
組みます。

・小・中学校、高等学校及び特別支援学校の校舎・寄宿舎等の改築・改修など、地域の実情に応じた教育環
境の整備に取り組みます。

・高等学校等が設置されていない離島からの進学に伴う通学・居住に要する経費の支援や沖縄県立離島児
童生徒支援センター（群星寮）への入寮、離島地域からの教育諸活動に伴う交通費の支援など、家庭の経済
的・精神的負担の軽減に取り組みます。

成果指標名 複式学級への非常勤講師の派遣割合
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

高等学校施設塩害防止・長寿
命化事業
（教育庁）

県

安全で環境に配慮した教育基盤を整備するため、県立学校施
設の外壁改修及び屋根防水改修を計画的に実施

長寿命化対策工事実施率（県全域で算出）

3.18％ 7.82％ 13.62％

高等学校施設整備事業
（教育庁）

県

老朽化した高等学校施設の改築を推進
改築の際にトイレの洋式化やバリアフリー化を併せて実施

改築面積（累計）（県全域で算出）

4,739㎡ 3,790㎡（8,529㎡） 5,691㎡（14,220㎡）

○教育環境の整備

公立小中学校施設整備事業
（教育庁）

県
市町村

設置主体の市町村と連携して旧耐震基準で建設された老朽校
舎の解消及び施設環境の向上への取組

危険建物の改築実施率（県全域で算出）

97.7％ 97.9％ 98.2％

学校体育団体補助事業
（教育庁）

県

離島生徒が県内・県外大会に参加する際の派遣費補助

離島中高生の大会派遣費補助人数（累計）

2,200人 2,200人（4,400人） 2,200人（6,600人）

離島高校生修学支援事業
（教育庁）

県
市町村

実施市町村への補助実施率

100％ 100％ 100％

高校未設置離島出身の生徒を対象に居住費、通学費を支援

○進学・教育諸活動等に係る負担軽減

離島児童生徒支援センターの
管理運営
（教育庁）

県

離島児童生徒支援センターの運営

支援センター入寮者数

120人 120人 120人
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：1.0人/台

R13年度の目標値：1.0人/台

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R６

○離島・へき地の教育環境の整備

ネットワーク環境整備
（教育庁）

県

県立学校の特別教室のネットワーク整備

無線ＬＡＮ整備率

60％ 70％ 80％

－

1.7人/台
（R２年度）

【参考値】
1.8人/台

（R元年度）

1.0人/台

【施策】②　離島・へき地におけるICT等を取り入れた教育環境の整備及び充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

【施策】５－（１）－ウ－②　離島・へき地におけるICT等を取り入れた教育環境の整備及び充実

・離島・へき地の学校における情報通信環境及び教育用ICT機器の整備推進に取り組みます。

・ICTを活用した授業を実践するため、教育の情報化に関する研修等を推進し、教職員等の資質向上に取り
組みます。

成果指標名 離島高校生の教育用コンピュータ１台当たりの生徒数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

ＩＣＴ活用環境整備
（教育庁）

県

学習者用端末購入者への支援

端末購入者に対する補助金交付の割合

100％ 100％ 100％
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：174,000人

R13年度の目標値：182,000人

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－

47,129人
（R２年度）

【参考値】
164,442人
（R元年度）

168,000人

【施策】５－（１）－エ－①　生涯学習推進体制の充実　

・県と市町村が設置する生涯学習推進組織の活性化を促し、学習情報の提供や広報活動等に取り組みま
す。

・国、高等教育機関等の各種関係機関と更なる連携・協働を図り、人材育成や学習機会を提供できる体制づ
くりに取り組みます。

成果指標名 県・市町村における生涯学習講座の受講者数

【施策展開】
　５－（１）－エ

学びと生きがいを支える多様な生涯学習環境の充実

５－（１）－エ　学びと生きがいを支える多様な生涯学習環境の充実

①生涯学習推進体制の充実 県・市町村における生涯学習講座の受講者数

②生涯学習機会の充実 生涯学習講座のサテライト施設数

○教育の情報化に関する研修等の推進

ＩＣＴ教育研修（離島）
（教育庁）

県
市町村

授業におけるＩＣＴ活用、校務の情報化、情報モラル教育、情報
セキュリティ等に係る研修の実施

離島の学校からの研修参加者

１人/１校 １人/１校 １人/１校
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○人材育成や学習機会を提供できる体制づくり

生涯学習推進機関の連携・協
働
（教育庁）

県
連絡会開催数（累計）

－ １回 １回（２回）

県外類似施設への
調査、各種関係機
関等への説明等事
前調整

大学等高等教育機関、市町村等各種関
係機関との間で生涯学習に関する連絡会
を開催

生涯学習情報提供体制の整備
（教育庁）

県

国、県、市町村、高等教育機関等の生涯学習情報を収集・体
系化し、ウェブサイト「まなびネットおきなわ」を通して広報

① 国、県、市町村、高等教育機関等の生涯学習情報登録数
（内訳）
② 「まなびネットおきなわ」へのアクセス数（累計）

① 580件（新規580
件）
② 37,000件

① 585件（新規585
件）
② 40,000件(77,000
件）

① 590件（新規590
件）
② 43,000件
(120,000件）

○生涯学習推進組織の活性化・学習情報の提供

生涯学習推進組織の活性化
（教育庁）

県
市町村

生涯学習推進の課題等について提言等を行う市町村の社会教
育委員の会議の開催を促進

年２回以上社会教育委員の会議を開催する市町村数（内訳）

21市町村
23市町村（新規２市
町村、継続21市町
村、累計23市町村）

25市町村（新規２市
町村、継続23市町
村、累計25市町村）

【施策】①　生涯学習推進体制の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：17施設

R13年度の目標値：21施設

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R６

○生涯学習機会の充実

おきなわ県民カレッジ講座の実
施
（教育庁）

県

国、県、市町村、高等教育機関等と連携・協働し、おきなわ県
民カレッジ講座を実施

おきなわ県民カレッジ講座実施数（累計）

860講座
880講座（1,740講
座）

900講座（2,640講
座）

－

11施設
（R３年度）

【参考値】
９施設

（R元年度）

14施設

【施策】②　生涯学習機会の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

【施策】５－（１）－エ－②　生涯学習機会の充実

・県民の多様化・高度化する学習ニーズに対応するため、各種関係機関が連携・協働しながら、子どもたちや
高齢者、障害者など誰もが生涯にわたり学び続けることができるよう、地域コミュニティを中心とした生涯学習
機会の充実に取り組みます。

・離島や遠隔地等の場所を問わず、学びたいときに自発的に学べる環境づくりに向けて、おきなわ県民カレッ
ジ講座の実施やICT等の技術を活用した遠隔講義配信システムの利用促進等に取り組みます。

・各種関係機関等との連携の下、多様な生涯学習により得られた学習の成果を適正に評価することによっ
て、学習者の意欲を高め、生涯学習による地域づくりの一層の充実に取り組みます。

・沖縄県立博物館・美術館による「移動博物館」の実施や沖縄の自然・歴史・文化・芸術と結びついた体験学
習を通して、人々の心に潤いを与え、生きがいをもたらし、人々の交流を生み出す文化・芸術活動の推進に
取り組みます。

成果指標名 生涯学習講座のサテライト施設数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策５－（１）多様な学びの享受に向けた環境づくり

○人々の交流を生み出す文化・芸術活動の推進

県立博物館・美術館「移動博物
館」の開催
（文化観光スポーツ部）

沖縄の自然・歴史・文化・芸術と
結びついた体験学習
（文化観光スポーツ部）

県
指定管理者

体験学習プログラムの編成・実施

体験ワークショップ、フィールドワーク等を通した学びの場の提
供回数（累計）

13回 18回（31回） 18回（49回）

県
指定管理者

地域ゆかりの作品・文化財等の展示計画・実施

離島・本島遠隔地における移動展の来場者数（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

○生涯学習による地域づくり

おきなわ県民カレッジ奨励賞の
授与
（教育庁）

県

多様な生涯学習により得られる学習の適正な評価

奨励賞受賞者数（累計）

15人 15人（30人） 15人（45人）

○遠隔講義配信システムの利用促進

遠隔講義配信システムの充実
（教育庁）

県

離島や遠隔地の居住者を含む県民の学習機会を拡充

①オンデマンド動画配信数（累計）
②動画視聴数（累計）

①27回
②1,600回

①28回（55回）
②1,700回（3,300回）

①29回（84回）
②1,800回（5,100回）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」を基に沖縄県教育庁義務教育課作成

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

小学校 83.0％
中学校 80.0％

R６年度
目標値

将来の夢や目標を持
ち、自らやると決めた
ことをやり遂げるよう
にしている児童生徒

の割合

主要指標のグラフ

主要指標名

小学校 82.3％
中学校 79.4％

（R３年度）

基準値

小学校 82.3％
中学校 76.4％

（R３年度）

小学校 84.0％
中学校 81.0％

「生きる力」を育む学校教育の充実

　学校教育の充実を図ることにより、幼児児童生徒一人ひとりが豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の
創り手となるよう、 確かな学力、豊かな心、健やかな体など、子どもたちが夢と志を持ち、可能性に挑戦する
ために必要な「生きる力」を育むことを目指す。

基本施策

５－（２）

【指標設定の考え方】
　全国学力・学習状況調査における「将来の夢や目標を持っていますか」「自分でやると決めたことは、やり遂
げるようにしていますか」の児童生徒の割合を主要指標とする。
　「生きる力」が育まれることで、児童生徒それぞれが進みたい道へ進むことができることからこの指標を選定
する。

小学校 85.0％
中学校 82.0％

R13年度
目標値

【目標値設定の考え方】
　主要指標の基礎データとしている全国学力・学習状況調査において、将来の夢や目標を持つことについて
は小学校・中学校ともに全国平均を上回る傾向を維持している。そのため、今後は、課題の見られる「自らや
ると決めたことをやり遂げる」ことについて、全国平均を上回ることをめざし、各教科における学力向上の取組
や道徳、特別活動を要としたキャリア教育の一層の充実を図り、段階的に結果が向上するよう目標を設定し
ている。

82.3 
83.0 

84.0 
85.0 

82.3

79.4 80.0 81.0
82.0

76.4

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

R3 6 9 13

沖縄（小） 全国（小） 沖縄（中） 全国（中）

（％）

(年度)

将来の夢や目標を持ち、自らやると決めたことをやり遂げるようにしている児童生徒の割合

目標値
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

協働主体名 期待される役割

市町村（教育委員会）

・学校、地域の学習活動への支援
・インターンシップなどキャリア教育活動に対する支援

事業者

・優れた教員の養成
・教員の資質向上に向けた支援等
・建学の精神に基づく特色ある教育の実践、個性豊かな人材育成
　に貢献
・社会ニーズに対応した特色ある教育プログラムの実践

教育機関、研究機関等

・学校、家庭、自治会等との連携体制の構築
・幼児教育の充実
・公私立保育園・幼稚園・小学校等の連携体制の構築
・登校復帰支援、立ち直り支援、学習支援の実施

エ　時代の変化に対応する魅力ある学校づくりの推進

・家庭における規則正しい学習環境の確保
・家庭における親子同士の会話や運動などを通したふれあいの推進
・規則正しい食習慣や早寝早起きなど生活習慣の励行
・親の学校行事やPTA活動への参画

県民

･学習支援などの活動の推進
・子どもたちの居場所づくり

ボランティア、ＮＰＯ、
地域団体等

５－（２）　「生きる力」を育む学校教育の充実

ア　確かな学力を身に付ける学校教育の充実

イ　豊かな心と健やかな体を育む学校教育の推進

ウ　個性を伸ばし、自立に向けた資質・能力を伸ばす教育の推進
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：＋2.0（全国水準以上を維持）

R13年度の目標値：＋3.0（全国水準以上を維持）

５－（２）－ア　確かな学力を身に付ける学校教育の充実

確かな学力を身に付ける学校教育の充実

全国学力・学習状況調査における平均正答率の全
国との差（中学校）

③　高等学校における学力向上の推進

①　小学校における学力向上の推進

【施策展開】
　５－（２）－ア

【施策】５－（２）－ア－①　小学校における学力向上の推進　

②　中学校における学力向上の推進

大学等進学率

-0.5
（R３年度）

【参考値】
＋2.8

(R元年度)

＋1.0

・少人数学級の推進や学習支援員等の活用など、きめ細かな指導体制の充実を図るほか、ICTの活用等に
よる個別最適な学びの推進により、自立し主体的に学習できる児童の育成及び確かな学力の定着に取り組
みます。

・学びの過程を重視し、子どもの主体性を引き出す活動を十分に行うとともに、自分の良さや可能性を認識で
きるような関わりを通して、自己肯定感を育み、協働して様々な課題を解決していく態度の育成に取り組みま
す。

・諸学力調査により定期的に学力状況を把握・分析し、授業改善に生かしていくとともに、地域や家庭、関係
機関との連携により児童の学習意欲の向上に取り組みます。

成果指標名

④　主体的・対話的で深い学びを実践できる教職員
　　 の指導力向上

－

全国学力・学習状況調査における平均正答率の全
国との差（小学校）

「授業の内容は分かりやすい」と考えている児童生
徒の割合

全国学力・学習状況調査における平均正答率の全国との差（小学校）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○ICTの活用等による個別最適な学びの推進

【施策】①　小学校における学力向上の推進　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

R４ R５ R６

96％ 97％ 98％

年度別計画

活動指標（アウトプット）

○少人数学級の推進

少人数学級の推進（小学校）
（教育庁）

県
市町村

少人数学級編制に伴う教員の追加配置

少人数学級実施校の割合

県

県教育庁指導主事による学校訪問の実施

小学校・中学校合わせた学校訪問数（累計）

150校 150校（300校） 150校（450校）

○学力状況の把握・分析

諸学力調査の実施、結果の把
握・分析（小学校）
（教育庁）

県
市町村

諸学力調査実施による学習状況の把握・分析

諸学力調査の実施、結果分析資料の作成及び周知回数（累
計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

学力向上学校支援（小学校）
（教育庁）

○協働して様々な課題を解決していく態度の育成

「主体的・対話的で深い学び」の
視点での授業改善（小学校）
（教育庁）

県

諸学力調査の分析結果を活用した授業改善

児童自ら課題を設定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、
表現する活動を取り入れている学校の割合

84％ 87％ 90％
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：±0（全国平均を達成）

R13年度の目標値：＋1.0（全国水準以上を維持）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

－

【施策】５－（２）－ア－②　中学校における学力向上の推進　

・少人数学級の推進や学習支援員等の活用など、きめ細かな指導体制の充実を図るほか、ICTの活用等に
よる個別最適な学びや協働的な学びを推進し、主体的に学習できる自立した生徒の育成及び確かな学力の
定着に取り組みます。

・学びの過程を重視し、子どもの主体性を引き出す活動を十分に行うとともに、自分の良さや可能性を認識で
きるような関わりを通して、自己肯定感を育み、協働して様々な課題を解決していく態度の育成に取り組みま
す。

・諸学力調査により定期的に学力状況を把握・分析し、校内研修の活性化、組織的な授業改善の充実を図る
ほか、地域や家庭、関係機関との連携により生徒が学ぶことの意義を実感できる環境を整えることで、生徒
の学習に対する目的意識の醸成を図り、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力の育成に
取り組みます。

成果指標名 全国学力・学習状況調査における平均正答率の全国との差（中学校）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

-4.9
（R３年度）

【参考値】
-5.8

(R元年度)

-2.0

【施策】②　中学校における学力向上の推進　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○少人数学級の推進

少人数学級の推進（中学校）
（教育庁）

県
市町村

少人数学級実施校の割合

96％ 97％ 98％

少人数学級編制に伴う教員の追加配置
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

学力向上学校支援（中学校）
（教育庁）

県 小学校・中学校合わせた学校訪問数（累計）

諸学力調査実施による学習状況の把握・分析

県教育庁指導主事による学校訪問の実施

【施策】５－（２）－ア－③　高等学校における学力向上の推進　

・各学校において育成すべき生徒の資質・能力を明確化し、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業
改善を進め、ICTの活用等による個別最適な学びや協働的な学びを推進し、確かな学力の育成を図るととも
に、学習支援員等の活用等によるきめ細かな指導体制を充実させ、基礎的な学力の定着に取り組みます。

・高校生が大学等の講義を受講するなど高大連携を推進し、目的意識の明確化を図ることで主体的に学ぶ
意欲の向上に取り組みます。

・能力があるにも関わらず、経済的理由で県外大学への進学が困難な高校生を支援することで、大学進学率
の向上に取り組みます。

○ICTの活用等による個別最適な学びの推進

150校 150校（300校） 150校（450校）

○学力状況の把握・分析

諸学力調査の実施、結果の把
握・分析（中学校）
（教育庁）

県
市町村

諸学力調査の実施、結果分析資料の作成及び周知回数（累
計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

○協働して様々な課題を解決していく態度の育成

「主体的・対話的で深い学び」の
視点での授業改善（中学校）
（教育庁）

県

諸学力調査の分析結果を活用した授業改善

児童自ら課題を設定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、
表現する活動を取り入れている学校の割合

71％ 78％ 85％
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：43.0％

R13年度の目標値：45.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

成果指標名 大学等進学率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

57.4％
（R３年度）

40.8％
（R３年度）

【参考値】
39.6％

（R元年度）

42.0％

【施策】③　高等学校における学力向上の推進　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○基礎的な学力の定着

県立学校学習支援員配置事業
（教育庁）

県

基礎学力定着・向上を図るため、学習支援員を配置

配置校（累計）

２校 ２校（４校） ３校（７校）

○ＩＣＴの活用等による個別最適な学びや協働的な学びの推進

○高大連携の推進

進学エンカレッジ推進事業
（教育庁）

県

各年度の１年生・２年生を対象に、県外訪問を含めた研修によ
り県外大学等への進学意識の向上を図るプログラムを実施

「生徒資質・能力向上プログラム」による事前・訪問・事後研修
実施（累計）

１年生200人
２年生170人

１年生200人(400人)
２年生170人(340人)

１年生200人(600人)
２年生170人(510人)

公立学校教育DX推進研究指定
校事業
（教育庁）

県

授業や家庭学習にオンライン学習システムを導入して活用方
法を研究し、本県児童生徒の学力向上のモデルを構築

実施クラス数（累計）

－
小学校18、中学校
18、高等学校18、特
別支援学校18

小学校18、中学校
18、高等学校18、特
別支援学校18（小学
校36、中学校36、高
等学校36、特別支
援学校36）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：小学校 83.2％　中学校 76.8％（全国水準を達成）

R13年度の目標値：小学校 84.4％　中学校 77.4％（全国水準の維持）

県外進学大学生支援事業
（教育庁）
【再掲】

県 採用人数（累計）

25人 25人（50人） 25人（75人）

経済的理由で県外大学への進学が困難な高校生を支援

【施策】５－（２）－ア－④　主体的・対話的で深い学びを実践できる教職員の指導力向上

・教職員のキャリアステージに応じた各種研修や授業改善研修等の実施により、主体的・対話的で深い学び
を実践できるよう教職員の指導力向上に取り組みます。県教育委員会と市町村教育委員会が連携した学校
訪問、助言等を行い、国及び県の教育施策についての理解と、諸学力調査結果を基にした自校の良さと課
題への認識を深め、授業改善の核となる教職員の指導力向上及び管理者による組織的な学力向上対策に
つながるよう取り組みます。

成果指標名 「授業の内容は分かりやすい」と考えている児童生徒の割合

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小学校 84.4％
中学校 77.4％

（R３年度）

小学校 82.1％
中学校 72.2％

（R３年度）

【参考値】
小学校 81.0％
中学校 71.9％

（R元年度）

小学校 83.0％
中学校 73.0％

○大学進学率向上への取り組み
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】④　主体的・対話的で深い学びを実践できる教職員の指導力向上

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○教職員の指導力向上

研究指定校関連事業
（教育庁）

県 研究指定校数（累計）

７校 ７校（14校） ７校（21校）

教育の時代性、課題性、地域性を踏まえた研究指定校事業の
実施

授業力向上推進（カリキュラム・
マネジメント）研究モデル校事業
（教育庁）

県 研究モデル校数（内訳）

３校
３校（新規１校、継続
２校、累計４校）

３校（新規２校、継続
１校、累計６校）

授業力向上推進（カリキュラム・マネジメント）研究モデル校事
業の実施

調査官招聘の研修参加者の割合及び小学校中学校合同の研
修参加の割合の平均値

教員アドバンス事業
（教育庁）

県
市町村

国立教育政策研究所学力調査官等と連携した研修の実施
小中連携した研修の実施（算数・数学）

98％ 98％ 98％

学力向上推進学校計画訪問事
業
（教育庁）

県

学力向上推進のための学校計画訪問の実施

学校訪問校数（累計）

15校 15校（30校） 15校（45校）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：小学校 85.1％　中学校 85.4％（全国水準を達成）

R13年度の目標値：小学校 88.7％　中学校 88.5％（全国水準の維持）

【施策展開】
　５－（２）－イ

豊かな心と健やかな体を育む学校教育の推進

５－（２）－イ　豊かな心と健やかな体を育む学校教育の推進

①　豊かな心を育む教育の充実
人が困っているときは、進んで助けていると考えて
いる児童生徒の割合

⑤　健康教育・安全教育の推進 小５、中２の肥満傾向児の出現率

【施策】５－（２）－イ－①　豊かな心を育む教育の充実　

・人権教育に関する講話、体験活動への支援、道徳教育研究推進校の設定等により人権・道徳教育を充実
させるとともに、教職員自らが高い人権意識を持ち教育活動に取り組みます。

・ボランティア活動や自然体験活動等の様々な体験を通じて、一人ひとりの違いを認め合い、他人を思いやる
ことのできる豊かな感性に満ちあふれる児童生徒の育成に取り組みます。

・道徳科、特別活動、総合的な学習の時間等を活用し、平和教育に取り組みます。

②　不登校児童生徒への支援体制の強化
不登校児童（生徒）が学校内外で相談機関等から
相談・指導を受けた割合

③　社会総がかりによるいじめ問題への取組
いじめの現在の状況「解消しているもの」の割合（公
立 小学校・中学校・高等学校・特別支援学校）

④　学校における体力向上等に向けた取組
新体力テスト結果（全国体力・運動能力、運動習慣
等調査結果、体力・運動能力調査結果）

成果指標名 人が困っているときは、進んで助けていると考えている児童生徒の割合

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小学校 88.7％
中学校 88.5％

（R３年度）

小学校 82.1％
中学校 83.4％

（R３年度）

【参考値】
小学校 81.3％
中学校 83.4％

（R元年度）

小学校 84.3％
中学校 84.4％
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 施策の方向

学校や地域の状況を踏まえた児童生徒への平和教育

【施策】①　豊かな心を育む教育の充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○人権・道徳教育の充実及び豊かな感性に満ちあふれる児童生徒の育成

教職員の資質向上（校内研修
等）
（教育庁）

県
市町村

教職員に対する服務に関する研修等

児童生徒の人権に関する校内研修の実施率

100％ 100％ 100％

児童生徒に対する人権教育
（教育庁）

県
市町村
各学校

授業実施率

100％ 100％ 100％

人権に関する特設授業実施
（ボランティア活動等を含む）

○平和教育の推進

児童生徒に対する地域の歴史
を踏まえた平和教育
（教育庁）

県
市町村
各学校

各学校における児童生徒に対する地域の歴史を踏まえた平和
教育の実施率

100％ 100％ 100％

【施策】５－（２）－イ－②　不登校児童生徒への支援体制の強化

・個に応じた指導の充実、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の活用、校内自立支援室等
の充実を図り、不登校の予兆への対応を含めた初期段階からの支援体制及び家庭、学校等が抱える問題
等の解決に組織的 ・計画的に取り組みます。

・支援を必要とする不登校傾向の生徒や中途退学が懸念される生徒等が在籍する県立高等学校へ就学支
援員を派遣し、校内における支援体制の構築に取り組みます。
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：小学校 90.0％　中学校 90.0％

R13年度の目標値：小学校 90.0％　中学校 90.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

校内自立支援室事業
（教育庁）

成果指標名 不登校児童（生徒）が学校内外で相談機関等から相談・指導を受けた割合

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小学校 69.4％
中学校 63.9％

（R２年度）

小学校 89.7％
中学校 87.3％

（R２年度）

【参考値】
小学校 78.8％
中学校 83.0％

（R元年度）

小学校 90.0％
中学校 90.0％

【施策】②　不登校児童生徒への支援体制の強化

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○小中学校における不登校児童生徒への支援体制の強化

スクールソーシャルワーカーの
配置
（教育庁）

県 スクールソーシャルワーカー配置人数（内訳）

20人
25人（新規５人、継
続20人、累計25人）

29人（新規４人、継
続25人、累計29人）

スクールソーシャルワーカーの配置

市町村 支援員を配置した市町村の割合

22％ 44％ 66％

公立小中学校における不登校児童生徒や、教室に入れない児
童生徒等への校内支援体制を確立するため校内自立支援室
を設置

○高等学校における不登校生徒への支援体制の強化

就学継続支援員配置事業
（教育庁）

県

不登校や中途退学が懸念される生徒の相談体制の充実を図
るために、県立高等学校へ就学継続支援員を派遣

県立高校の中途退学率

1.5％ 1.4％ 1.3％
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：82.0％

R13年度の目標値：86.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（２）－イ－③　社会総がかりによるいじめ問題への取組

・スクールカウンセラーを配置し相談体制を充実させることで、いじめの早期発見や早期解決を推進するとと
もに、スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤー等の活用や学校・家庭・地域がいじめ対策について協
議する場を設けること等により、社会総がかりで総合的かつ効果的ないじめ問題の対策に取り組みます。

・児童生徒が自他を尊重し、いじめ等の防止や命の大切さについて実感できる人権教育に取り組みます。

成果指標名
いじめの現在の状況「解消しているもの」の割合（公立 小学校・中学校・高
等学校・特別支援学校）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

77.4％
（R２年度）

69.7％
（R２年度）

【参考値】
77.1％

（R元年度）

 77.4％

【施策】③　社会総がかりによるいじめ問題への取組

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○いじめの早期発見・早期解決の推進

スクールカウンセラーの配置
（小学校・中学校）
（教育庁）

県 公立小・中学校へのスクールカウンセラーの配置率

100％ 100％ 100％

公立小・中学校へのスクールカウンセラーの配置

スクールカウンセラーの配置
（高等学校）
（教育庁）

県 県立高等学校へのスクールカウンセラー配置率

100％ 100％ 100％

県立高等学校へのスクールカウンセラー配置
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

○総合的ないじめ対策の実施

スクールロイヤーの活用（高等
学校）
（教育庁）

県 配置人数（内訳）

８名 ８名（継続８名） ８名（継続８名）

スクールロイヤーの配置

いじめに特化した校内研修の実
施
（教育庁）

県
市町村
各学校

いじめに特化した校内研修の実施率

70％ 75％ 80％

「学校いじめ防止基本方針」の効果的活用と見直し改善の実施
率

90％ 92％ 94％

【施策】５－（２）－イ－④　学校における体力向上等に向けた取組　

「学校いじめ防止基本方針」の
効果的活用と見直し改善の実
施
（教育庁）

県
市町村
各学校

・体育指導者の資質向上に資する研修会の実施、各学校への体育実技指導者の派遣、小学校体育科指導
コーディネーターや小学校体育専科の配置のほか、研究指定校の設定など、学校における体力向上等に取
り組みます。

・部活動指導員を派遣するなど、運動部活動の適正化及び競技力の向上に取り組みます。

・水泳・武道・ダンスの授業に対する、地域における実技指導者の派遣や指導者の養成など運動に親しむ環
境づくりに取り組みます。

校内研修資料の提供及び研修の実施による支援

点検見直しチェック資料の提供、支援研修の実施
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：小学校 49.5％　中学校 49.9％　高等学校 49.8％

R13年度の目標値：小学校 50.0％　中学校 50.0％　高等学校 50.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

成果指標名
新体力テスト結果（全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果、体力・運動
能力調査結果）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小学校 50.0％
中学校 50.0％

高等学校 50.0％
（R３年度）

小学校 49.2％
中学校 49.8％

高等学校 49.6％
（R３年度）

【参考値】
小学校 49.2％
中学校 49.8％

高等学校 49.6％
（R元年度）

小学校 49.3％
中学校 49.8％

高等学校 49.7％

【施策】④　学校における体力向上等に向けた取組　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○学校における体力向上の取組

体育指導者の資質向上
（教育庁）

県

体育指導者の資質向上に係る研修会の実施

研修会の実施回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

体力づくり推進事業
（教育庁）

県

水泳授業への実技指導協力者の派遣

実技指導者の派遣人数（累計）

36人 36人（72人） 36人（108人）

学校体育団体活動費補助
（教育庁）

県
関係団体

学校体育関係団体（県中体連、県高体連、県特体連）への補
助金の交付

全国高校総体上位入賞者・チーム数（累計）

個人16、団体４
個人16、団体 ４
（個人32、団体８）

個人16、団体 ４
（個人48、団体12）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

【施策】５－（２）－イ－⑤　健康教育・安全教育の推進　

・学校給食指導者、栄養教諭等に対する研修会等の実施や食育推進モデル校の指定に加え、学級担任、栄
養教諭等を中核に家庭や関係団体と連携・協働した食育に取り組みます。

・養護教諭の資質向上に向けた研修会の実施や薬物乱用防止教育、歯みがき指導など、健康教育の推進
に取り組みます。

・学校安全研修会等の開催や学校安全指導者の養成等により、生活安全・交通安全・災害安全等の安全教
育の推進に取り組みます。

○運動部活動の適正化に向けた取組

部活動指導員配置事業
（教育庁）

県

部活動指導員の資質向上に係る研修会の実施

研修会の実施回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

体育実技指導者の派遣
（教育庁）

県 体育実技指導者の派遣人数（累計）

146人 156人（302人） 166人（468人）

公立中学校・高等学校の運動部活動に、地域人材を活用した
外部指導者の派遣

○運動に親しむ環境づくり

武道・ダンス指導推進事業
（教育庁）

県 実技指導協力者の派遣人数（累計）

15人 15人（30人） 15人（45人）

中学校及び高等学校における武道・ダンス指導者の養成
武道・ダンス授業への実技指導協力者の派遣
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：小５（10歳） 12.60％　中２（13歳） 11.40％

R13年度の目標値：小５（10歳） 11.60％　中２（13歳） 10.20％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

薬物乱用防止教育の資質向上
（教育庁）
【再掲】

県 研修会開催数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

担当教諭の資質向上に向けた研修の実施

健康教育研修
（教育庁）

県

養護教諭の資質向上に向けた研修大会等の実施

県研修会、地区別研修会の実施回数（累計）

県１回、地区４回
県１回、地区４回
（県２回、地区８回）

県１回、地区４回
（県３回、地区12回）

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

小５（10歳） 13.60％
中２（13歳） 12.41％

（R２年度）

【参考値】
小５（10歳） 10.98％
中２（13歳） 11.34％

（R元年度）

小５（10歳） 13.20％
中２（13歳） 12.01％

【施策】⑤　健康教育・安全教育の推進　

成果指標名 小５、中２の肥満傾向児の出現率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小５（10歳） 11.91％
中２（13歳） 10.40％

（R２年度）

○食育の推進

食育の推進
（教育庁）

県

食育担当教諭を対象とした研修等の実施、学校給食指導の実
施、市町村と連携した給食費無償化に係る情報収集・検討等

①研修等開催数（累計）
②給食費無償化に係る情報収集・検討

①21回
②情報収集

①21回（42回）
②情報収集及び市
町村との意見交換

①21回（63回）
②情報収集及び意
見交換に基づく検討

○健康教育の推進
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

○安全教育の推進

学校安全体制整備事業
（教育庁）

県

学校安全指導者講習会の実施

学校安全指導者養成数（累計）

520人 520人（1,040人） 520人（1,560人）

【施策展開】
　５－（２）－ウ

個性を伸ばし、自立に向けた資質・能力を伸ばす教育の推進

５－（２）－ウ　個性を伸ばし、自立に向けた資質・能力を伸ばす教育の推進

①　幼児教育の充実
幼児理解について保育者同士が日常的に「振り返
り」をしている割合

②　個性を大切にし、個々の能力を伸ばす教育の推
　　 進

「自分には良いところがある」と考えている児童生徒
の割合

【施策】５－（２）－ウ－①　幼児教育の充実　

・幼児期は生涯にわたる人格形成の基礎を培う大事な時期であることから、 遊びや生活といった直接的・具
体的な体験を通して、何かに熱中・集中して取り組む姿勢や、気持ちのコントロール、コミュニケーション等の
非認知能力を育むとともに、一人ひとりが自分の良さに気づき、自信を持って行動できる子どもを育むため、
すべての幼児教育・保育施設において、深い幼児理解に基づいた質の高い教育・保育の実現に取り組みま
す。

・子どもたちの発達と学びの連続性を確保するため、幼児教育・保育施設と小学校との円滑な接続の実現に
取り組みます。

③　学校教育におけるキャリア教育の推進
家で自ら計画を立てて勉強している児童・生徒の割
合（小学校・中学校）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：50.0％

R13年度の目標値：80.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

成果指標名 幼児理解について保育者同士が日常的に「振り返り」をしている割合

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－
34.5％

（R３年度）
43.8％

【施策】①　幼児教育の充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○幼児教育の質を高める取組

幼児教育施設への支援
（教育庁）

県
市町村 園訪問及びフォローアップの園数（累計）

50園 50園（100園） 50園(150園）

幼児教育アドバイザーによる幼児教育施設訪問時の指導助言
及びフォローアップ

○幼児教育・保育施設と小学校との円滑な接続の実現に向けた取組

市町村の福祉部門と教育部門
の連係強化のための取組
（教育庁）

県
市町村

市町村幼小接続アドバイザー、幼児教育アドバイザー等、幼児
教育専任の研修会の開催

県幼児教育アドバイザー等連絡協議会の開催数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：小学校 78.1％　中学校 77.1％（全国水準以上を維持）

R13年度の目標値：小学校 81.8％　中学校 77.6％（全国水準以上を維持）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（２）－ウ－②　個性を大切にし、個々の能力を伸ばす教育の推進

・科学技術に関する出前講座や沖縄科学グランプリ等の科学系コンテストの開催等を通して、理数科目の興
味関心の向上に取り組みます。

・プログラミング教育など情報教育の充実を図り、情報活用能力の向上に取り組みます。

・文化芸術活動や体育活動に対する支援を行い、文化芸術やスポーツ分野において能力を伸ばす教育に取
り組みます。

成果指標名 「自分には良いところがある」と考えている児童生徒の割合

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

小学校 76.9％
中学校 76.2％

（R３年度）

小学校 76.1％
中学校 76.6％

（R３年度）

【参考値】
小学校 78.1％
中学校 76.6％

(R元年度)

小学校 78.1％
中学校 77.1％

【施策】②　個性を大切にし、個々の能力を伸ばす教育の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○理数科目への興味関心を高める取組

沖縄科学グランプリの開催
（教育庁）

県 沖縄科学グランプリへの参加チーム数（累計）

25チーム
25チーム（50チー
ム）

25チーム（75チー
ム）

沖縄科学グランプリ（科学の甲子園県予選）の開催
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

児童生徒・学生がICTに親しむ
取組みの推進
（商工労働部）

県
民間

ITスキル習熟イベント、IT広報イベントの開催支援

イベント開催数（累計）

50回 50回（100回） 50回（150回）

○文化芸術活動や体育活動に対する支援

学校体育団体補助事業
（教育庁）
【再掲】

県 大会派遣費補助人数（累計）

2,200人 2,200人（4,400人） 2,200人（6,600人）

離島生徒が県内・県外大会に参加する際の派遣費補助

青少年文化活動事業費
（教育庁）
【再掲】

県 大会派遣費補助人数（累計）

2,000人 2,000人（4,000人） 2,000人（6,000人）

【施策】５－（２）－ウ－③　学校教育におけるキャリア教育の推進　

・「沖縄県キャリア教育の基本方針」に基づき、教育活動全体を通して、キャリア教育を促す取組を推進し、社
会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる基礎的・汎用的能力の育成を意識した取組を推進します。
　
・小・中・高・特別支援学校の学びをつなぐ「キャリア・パスポート」の取組や、職場における体験活動等を通し
て子どもたちの将来や仕事について考えるきっかけを創出し、学ぶことと社会との接続を意識した取組を推
進します。

・総合的な学習の時間及び総合的な探究の時間、各教科・科目における学習や学校行事など、教育活動全
体を通じて必要な資質・能力の育成を図り、 児童生徒が主体的に進路を選択・決定するために必要な支援
に取り組みます。

情報活用能力向上研修の実施
（教育庁）

県

プログラミング、パソコン組み立て、先端的なソフトウェアの活
用促進の実施

研修参加人数（累計）

140人 140人（280人）

中学校・高等学校生徒の大会派遣費補助

140人（420人）

○情報教育の充実

児童生徒がICTに触れる機会の
推進
（教育庁）

県

プログラミング、パソコン組み立て、先端的なソフトウェアの活
用研修の実施

研修参加人数（累計）

130人 140人（270人） 140人（410人）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：70.0％

R13年度の目標値：80.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

県

各校に応じた就職支援体制を整備・構築し、就職希望者に対す
る早期の就職活動への取組

①就職希望者研修（２年）受講人数（累計）
②就職内定者研修（３年）受講人数（累計）

成果指標名 家で自ら計画を立てて勉強している児童・生徒の割合（小学校・中学校）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

68.8％
（R３年度）

63.9％
（R３年度）

【参考値】
62.3％

（R元年度）

65.5％

【施策】③　学校教育におけるキャリア教育の推進　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

新規高卒者の就職内定率の向
上及び早期離職防止に向けた
支援
（教育庁）

R６

○キャリア教育の推進

進路希望調査における進路未
定者の多い高等学校に対し支
援
（教育庁）

県

支援校におけるキャリア教育講演会、キャリアカウンセリングの
実施

進路未定者の改善支援校数（累計）

15校 15校（30 校） 15校（45校）

キャリア教育研修の実施
（教育庁）

県

教育事務所単位でのキャリア教育に関する研修会の実施
（キャリア形成促進事業研修会）

各教育事務所単位のキャリア教育に関する研修会数（累計）

○社会との接続を意識した取組

２回 ２回（４回） ２回（６回）

①就職希望者研修
（２年）300人
②就職内定者研修
(３年)240人

①就職希望者研修
（２年）300人(600人)
②就職内定者研修
(３年)240人(480人)

①就職希望者研修
（２年）300人(900人)
②就職内定者研修
(３年)240人(720人)
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

県 就業体験者の受入事業所の開拓率

110％ 110％ 110％

進路意識の啓発や職業生活に必要な知識の修得、また職業人
としての基本的なマナーや異世代とのコミュニケーション能力
の育成

【施策展開】
　５－（２）－エ

時代の変化に対応する魅力ある学校づくりの推進

５－（２）－エ　時代の変化に対応する魅力ある学校づくりの推進

①　時代の変化に対応した学校づくりの推進
コミュニティ・スクール導入校の割合（小学校・中学
校）

②　一人ひとりのニーズに応える特別支援教育の充
　　 実

特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状
保有率

【施策】５－（２）－エ－①　時代の変化に対応した学校づくりの推進　

・小中連携教育や中高一貫教育の推進による一貫した教育指導体制の構築、様々な専門教育の充実など、
ニーズを踏まえた取組を推進します。

・幅広い地域住民等が参画することにより、教育活動や地域学校協働活動の充実と活性化につながることか
ら、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的推進に取り組みます。

・産業界、専門高校、高等教育機関、行政が連携した体制整備、担い手育成、産業教育の実験実習に必要
な施設・装置等の整備、情報に関する専門教科の充実等により、産業教育の推進に取り組みます。

③　安心して学べる教育環境の整備 公立学校耐震化率

④　特色ある私立学校づくりへの支援
私立学校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校）の定
員充足率

就業体験実施による生徒の勤
労観・職業観の向上
（教育庁）

キャリア教育推進に向けた支援
（教育庁）

県

キャリア教育コーディネーターを派遣し、キャリア教育全体計
画、年間指導計画の作成支援及び評価、「キャリア・パスポー
ト」の効果的な活用に関する校内研修等を実施

キャリア教育推進プログラム実施校数（累計）

15校 15校（30校） 15校（45校）

○主体的に進路を選択・決定するために必要な支援
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：50.0％

R13年度の目標値：70.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

各学校が主体的に企画・運営する特色ある学校づくりを支援

市町村へのコミュニティ・スクール導入に向けた周知

成果指標名 コミュニティ・スクール導入校の割合（小学校・中学校）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

37.3％
（R３年度）

28.8％
（R３年度）

【参考値】
18.0％

（R元年度）

40.0％

【施策】①　時代の変化に対応した学校づくりの推進　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

３校（選定）

６校（選定） ６校（選定） ６校（選定）

○一貫した教育指導体制の構築による魅力ある学校づくりの推進

中高一貫教育等の推進
（教育庁）

県

中高一貫教育の推進・充実に向けた研究大会等への職員派遣
による支援

研究大会等派遣校数（内訳）

３校（選定） ３校（選定）

○コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的推進

コミュニティ・スクール導入推進
（教育庁）

県
取組状況の実態把握と助言を行う市町村教育委員会数（累
計）

21市町村
20市町村（41市町
村）

15市町村
※二巡目

特色ある学校づくり支援
（教育庁）

県 指定校数（内訳）
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

連携プラットフォー
ムの設置・検証校指
定

連携プラットフォームの運営・検証校指定

産業界と連携した講師派遣や長期インターンシップ実施モデル
校指定（内訳）

３校 ３校（継続３校） ３校（継続３校）

情報教育の充実
（教育庁）

県 教科「情報」に関する研修参加率

100％ 100％ 100％

○産業教育の推進

産業界、専門高校、高等教育機
関、行政が連携した体制整備
（教育庁）

県
産業界

高等教育機
関

学校

【施策】５－（２）－エ－②　一人ひとりのニーズに応える特別支援教育の充実

・インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進に向けて、連続性のある多様な学びの場
を踏まえた就学支援、個別の教育支援計画の作成と活用、交流及び共同学習の推進、教職員の専門性の
向上、特別支援教育コーディネーターの養成等に取り組みます。
　
・障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するため、教育課程の充実に
よりキャリア教育と就労支援を推進し、小・中学校、高等学校に準じて確かな学力の定着を図るとともに、知
的障害児童生徒に学びの連続性を重視する教育の推進に取り組みます。
　
・医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の安心・安全な学習環境づくりを推進するとともに、過大規模校の
課題改善及び施設・設備の整備など、教育環境の更なる充実に取り組みます。

９校（18校） ９校（27校）

産業教育施設整備事業費(特別
装置)
（教育庁）

県

産業教育の実験実習に必要な装置の整備

整備校数（累計）

９校

情報技術の進展に的確に対応した研修の実施
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：91.6％

R13年度の目標値：100％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

成果指標名 特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

86.5％
（R３年度）

78.3％
（R３年度）

【参考値】
77.0％

（R元年度）

85.3％

【施策】②　一人ひとりのニーズに応える特別支援教育の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進

インクルーシブ教育システム整
備事業
（教育庁）

県
市町村

「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成率

「個別の教育支援計
画」97.0％
「個別の指導計画」
96.0％

「個別の教育支援計
画」99.0％
「個別の指導計画」
98.0％

「個別の教育支援計
画」100％
「個別の指導計画」
100％

「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」の作成等、障
害のある児童生徒への支援のための総合的な体制整備

交流及び共同学習の推進
（教育庁）

県

県立高等学校における交流及び共同学習の推進

特別支援学校等との交流及び共同学習を実施している県立高
等学校の割合

40％ 50％ 60％

○障害のある幼児児童生徒の自立と社会参加

障害児職業自立推進
（教育庁）

県

キャリア教育の充実と就労支援

就業支援キャンペーンでの訪問企業数（累計）

６社 ６社（12社） ６社（18社）

自立を目指す特別支援教育環
境整備事業
（教育庁）

県 就労支援のためのコーディネーター配置率

100％ 100％ 100％

就労支援のためのコーディネーター配置及び環境整備
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：99.0％

R13年度の目標値：100.0％

○安心・安全な学習環境づくり

医療的ケア体制整備
（教育庁）

県

医療的ケアを必要とする学校への看護師の配置

看護師の配置率

100％ 100％ 100％

○教育環境の更なる充実

過大規模校の改善に向けた新
たな特別支援学校の設置
（教育庁）

県

中部地区への新たな特別支援学校設置に向けた取組

県立中部Ａ特別支援学校（仮称）の設置

学校設置基本方針
策定

基本設計
基本設計
実施設計

【施策】５－（２）－エ－③　安心して学べる教育環境の整備

・旧耐震基準で建築された学校施設の耐震化に取り組むとともに、学校施設の劣化状況に応じ、施設の長寿
命化対策や改築・改修等を推進します。トイレの洋式化やバリアフリー化、防災機能の強化、通学路の安全
確保など、地域の様々な課題やニーズに対応した教育環境の改善に取り組みます。

・校務支援システムの充実など校務のデジタル化や、沖縄県教職員業務改善推進委員会で検討した学校現
場の業務改善を推進し、児童生徒と向き合う時間の確保等に取り組みます。
　
・教職員の採用制度の改善・工夫による優れた教職員の確保や、精神科医・臨床心理士等による教員のメン
タルヘルスケアを推進し、教職員が安心して働く環境づくりに取り組みます。

成果指標名 公立学校耐震化率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

99.6％
（R３年度）

96.8％
（R３年度）

【参考値】
95.7％

（R元年度）

98.2％
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

老朽化した高等学校施設の改築を推進
改築の際にトイレの洋式化やバリアフリー化を併せて実施

高等学校施設整備事業
（教育庁）
【再掲】

県 改築面積（累計）

4,739㎡ 3,790㎡（8,529㎡） 5,691㎡（14,220㎡）

設置主体の市町村と連携して旧耐震基準で建設された老朽校
舎の解消及び施設環境の向上への取組

【施策】③　安心して学べる教育環境の整備

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○学校施設の耐震化、長寿命化対策及び改築・改修、トイレの洋式化やバリアフリー等

公立小中学校施設整備事業
（教育庁）
【再掲】

県
市町村 危険建物の改築実施率

97.7％ 97.9％ 98.2％

高等学校施設塩害防止・長寿
命化事業
（教育庁）
【再掲】

県 長寿命化対策工事実施率

3.18％ 7.82％ 13.62％

安全で環境に配慮した教育基盤を整備するため、県立学校施
設の外壁改修及び屋根防水改修を計画的に実施

○学校現場の業務改善

教職員が児童生徒と向き合うた
めの時間の確保
（教育庁）

県

沖縄県教職員業務改善推進委員会における業務の効率化の
検討

沖縄県教職員業務改善推進委員会の開催数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

○教職員が安心して働ける環境づくり

教職員採用制度の充実
（教育庁）

県

教職員の採用制度の工夫・改善

選考委員会開催数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

こころの健康づくり支援事業
（教育庁）

県

教職員等を対象としたメンタルヘルス対策の実施

ストレスチェック高ストレス者に対する産業医による面接指導実
施率

2.2％ 2.6％ 3.0％
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：84.2％

R13年度の目標値：85.5％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（２）－エ－④　特色ある私立学校づくりへの支援

・建学の精神に基づく特色ある教育を実践し、個性豊かな人材の育成に貢献している私立学校については、
その自主性を尊重しつつ、更なる教育環境の向上を促進するため運営に必要な経費、遊具、教具の設備や
ICT化に対する助成を通した学校経営の健全化や教育の質の向上に取り組みます。

・老朽化が進んでいる私立学校の校舎施設については、学校法人に対する改築への支援等に取り組みま
す。

成果指標名 私立学校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校）の定員充足率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

77.7％
（R３年度）

82.3％
（R３年度）

【参考値】
85.5％

（R元年度）

83.3％

【施策】④　特色ある私立学校づくりへの支援

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○ 私立学校の経営の健全化及び教育の質の向上

私立学校運営費等支援
（総務部）

14校（継続14校） 14校（継続14校）

助成校数（内訳）

14校 14校（継続14校） 14校（継続14校）

県

私立学校の経常経費に対し助成

○特色ある教育への支援

私立学校教育改革推進
（総務部）

県

私立学校が行う特色ある教育に要する経費に対し助成

助成校数（内訳）

14校
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基本施策５－（２）「生きる力」を育む学校教育の充実

教育支援体制整備促進（教育
支援体制整備事業費補助金）
（子ども生活福祉部）

県

私立幼稚園等の遊具・教具等の設備整備、ICT環境整備など
に要する経費に対する補助

助成校数（内訳）

30校 30校（継続30校） 30校（継続30校）

○私立学校の施設整備に対する支援

私立学校施設整備支援
（総務部）

国 国の補助対象となり得る県内の学校法人数（内訳）

11法人
11法人（継続11法
人）

11法人（継続11法
人）

学校法人が行う私立学校の施設整備に係る国の補助制度の
情報提供
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

出典：文部科学省「学校基本調査」を基に沖縄県総務部総務私学課作成

【目標値設定の考え方】
　新規学卒者（高校）に占める高等教育機関への進学率を全国並みに引き上げることを目標とする。
　全国の現状値（R３）74.7％と沖縄県の基準値68.7％との差は6.0％。この数値を今後10年間で解消するため
には沖縄県の値を毎年約0.6％ずつ増加させる必要がある。

主要指標のグラフ

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

70.5％

R６年度
目標値

新規学卒者（高校）に
占める高等教育機関

への進学率

多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

　経済のグローバル化、ＡＩやＩoＴ等の先端技術による第４次産業革命など、社会経済情勢の変化に対応し、
本県の持続的発展を実現していくため、一人ひとりの多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくりを目指す。

基本施策

５－（３）

【指標設定の考え方】
　国際感覚を身につける教育の推進、Society5.0に対応する教育の推進、地域の発展に寄与する魅力ある
高等教育の充実に取り組むことで、県内高等教育の魅力が高まり、高校卒業後、大学、短大、専門学校等に
進学する生徒が増加する。

74.7％

R13年度
目標値

72.3％

主要指標名

68.7％
（R３年度）

【参考値】
63.8％

（R元年度）

基準値

74.7％
（R３年度）

53.5 

55.2 58.6 

60.0 

63.5 

61.9 

63.5 

65.9 

64.3 

66.6 

68.7 70.5 
72.3 

74.7 

67.6

64.5

67.5

68.2

70.2 70.3 70.8
71.1

70.7

72.6

74.7

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

H14 16 18 20 22 24 26 28 30 R2 3 6 9 13

沖縄 全国

（％）

(年度)

新規学卒者（高校）に占める高等教育機関への進学率

目標値
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

教育機関、研究機関等

協働主体名

・主催公募展、コンテスト、スポーツ競技大会などの開催関係団体

・外国語に触れる機会の創出
・ICT機器に触れる機会の創出
・科学に触れあう機会への参加

期待される役割

①　外国語教育の充実

【施策展開】
　５－（３）－ア

市町村（教育委員会）

５－（３）－ア　国際感覚を身に付ける教育の推進

国際感覚を身に付ける教育の推進

・子どもたちと外国人との交流機会の創出
・小中学校におけるICT環境の充実

・情報教育に対する協力・支援
・産学官連携の推進

事業者

県民

・子どもたちと外国人との交流機会の創出
・小中学校におけるIT環境の充実

ボランティア、ＮＰＯ、
地域団体等

CEFR A2レベル相当以上の英語力を取得又は有す
ると思われる生徒の割合

・学生に対する留学等の奨励
・各種講演会、出前講座等、地域貢献活動の実施

海外との交流活動等を行っている高等学校数②　多様な国際交流及び国際理解教育の推進

５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

ア　国際感覚を身に付ける教育の推進

イ　Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0に対応する教育の推進

ウ　地域の発展に寄与する魅力ある高等教育環境の充実
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：47.0％

R13年度の目標値：50.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

英語教員の指導力向上のためのオンデマンド研修を実施
県内小・中・高校の授業及び指導助言を動画で配信

46.1％
（R３年度）

42.3％
（R３年度）

【参考値】
44.3％

（R元年度）

45.4％

・外国語教育に携わる教員の専門性・技能向上に加え、外国語指導助手（ALT）の活用や小中高大が連携し
た英語教育研究の実践により、学校教育における外国語教育の充実改善に取り組みます。

・国際感覚を肌で感じ、グローバルに活躍できる人材の育成に向けて、アジア太平洋、欧米、中南米諸国等
への留学・研修の充実に取り組みます。

成果指標名

【施策】５－（３）－ア－①　外国語教育の充実　

CEFR A2レベル相当以上の英語力を取得又は有すると思われる生徒の割
合

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

【施策】①　外国語教育の充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○外国語教育に携わる教員の専門性向上等

英語小中高大連携研修会
（教育庁）

県 研修参加者数（中学校・高校）（累計）

200人 200人（400人） 200人（600人）

外国青年招致事業
（教育庁）

県 配置人数（内訳）

46人
47人（新規１人、継
続46人、累計47人）

49人（新規２人、継
続47人、累計49人）

外国語指導助手（ALT）をすべての県立学校へ配置、または訪
問
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：17校

R13年度の目標値：17校

県

グローバルリーダー育成海外短
期研修事業
（教育庁）
【再掲】

○アジア太平洋、欧米、中南米諸国等への留学・研修の充実

国際性に富む人材育成留学事
業
（教育庁）
【再掲】

県 海外留学派遣・交流者数（長期留学）（累計）

－ 50人 50人（100人）

高校生をアジア太平洋、欧米、中南米諸国等へ約１年間派遣

海外留学派遣・交流者数（短期研修）（累計）

80人 80人（160人） 80人（240人）

【施策】５－（３）－ア－②　多様な国際交流及び国際理解教育の推進

・グローバルな現代社会においては、多様な文化、価値観を持つ多種多様な人々との接点が多くなることか
ら、多様な文化、価値観を正しく理解して、相手を尊重する国際理解教育の推進に取り組みます。外国語と
深い関わりのあるOISTやJICA沖縄等との連携、海外との文化交流等を通じて、異なる言語や文化等につい
て理解を深め違いを尊重する国際理解教育の充実と外国語コミュニケーション能力の向上に取り組みます。

・帰国・外国人児童生徒等の受入れを円滑に進め、国際理解や多文化共生の考え方に基づく取組を行いま
す。

成果指標名 海外との交流活動等を行っている高等学校数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

14校
（H29年度）

（※外国の学校と姉妹校提携を結
んでいる公立高校数660校（全国）

を都道府県数47で除した値）

17校
（R２年度）

【参考値】
17校

（R元年度）

17校

高校生を海外短期研修・交流に派遣
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】②　多様な国際交流及び国際理解教育の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

国際協力レポーター事業(おき
なわ国際協力人材育成事業)
（文化観光スポーツ部）

県 高校生の開発途上国等への派遣人数（累計）

11人 39人（50人） 39人（89人）

○国際理解教育の推進・充実

沖縄県高校生海外雄飛プロ
ジェクト
（教育庁）

県 受入数（累計）

25人 25人（50人） 25人（75人）

沖縄の高校生がハワイの高校生を受け入れ、将来の展望等に
ついて共に学ぶ研修を実施

○帰国・外国人児童生徒等の円滑な受入の促進

20校 20校（40校） 20校（60校）

アジア高校生オンライン国際交
流事業
（教育庁）
【再掲】

県

沖縄県とアジアの高校生がオンラインで協働的な学びに取り組
む国際交流プログラムを実施

海外留学派遣・交流者数（海外交流）（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

開発途上国等の国際協力活動現場等に高校生を派遣

国際協力理解促進事業(おきな
わ国際協力人材育成事業)
（文化観光スポーツ部）

県

JICA海外協力隊員経験者等を県内中学校・高校に派遣し、出
前講座を実施

国際協力に関する出前講座の実施校数（累計）

県立学校日本語支援事業
（教育庁）

県

県立学校に在籍する日本語支援が必要な生徒への対応とし
て、県立学校へ自動翻訳機を配布

自動翻訳機配布数（累計）

10台 10台（20台） 10台（30台）
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：100％

R13年度の目標値：100％

【施策展開】
　５－（３）－イ

Society5.0に対応する教育の推進

５－（３）－イ　Society5.0に対応する教育の推進

①　ICT教育の充実 教員のICT活用指導力（高等学校）

②　科学・理数教育の充実 理系大学への進学率

【施策】５－（３）－イ－①　ICT教育の充実　

・児童生徒がICTに触れる機会を増やし、ICT機器を正しく適切に使う能力であるデジタル知能指数（DQ）を高
める取組が必要であることから、学校教育の様々な教科の中でICTを活用した学習活動を推進するほか、小
学校からプログラミング教育や情報モラル教育を進め、情報活用能力の向上に取り組みます。

・情報通信関連産業や教育機関等と連携し、ICTに関するイベントの開催や出前講座など、将来の担い手と
なる児童生徒・学生がICTに親しむ機会を増やす取組を推進するとともに、ICTの急速な進展に対応できるよ
う、沖縄県立総合教育センター等において、ICTの活用・指導能力向上に向けた教職員研修の充実を図り、
すべての教職員の指導能力の向上に取り組みます。

・学校教育において情報教育が効果的かつ安全に推進できるよう、学校のICT環境の整備を推進するほか、
校務のデジタル化やデジタル教材の充実に取り組みます。

成果指標名 教員のICT活用指導力（高等学校）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

74.9％
(R２年度）

79.9％
（R２年度）

【参考値】
77.4％

（R元年度）

90.0％
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

校務のデジタル化
（教育庁）

県 校務支援システム整備率

100％ 100％ 100％

総合教育センターにおける校務の省力化に向けた取組

【施策】①　ICT教育の充実　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○教員の指導力向上によるICT教育の充実

ICT教育研修の実施
（教育庁）

県
ICT活用指導力の状況の各項目に関する研修を受講した教員
の割合

58％ 70％ 80％

教育の情報化におけるＩＣＴ活用促進を図るための研修を実施

○ICT環境の整備

県
民間

ITスキル習熟イベント、IT広報イベントの開催支援

イベント開催数（累計）

50回

ネットワーク環境整備
（教育庁）
【再掲】

県

県立学校の特別教室のネットワーク整備

無線LAN整備率

60％ 70％ 80％

ＩＣＴ活用環境整備
（教育庁）
【再掲】

県

学習者用端末購入者への支援

端末購入者に対する補助金交付の割合

100％ 100％ 100％

○児童生徒・学生がICTに親しむ機会の創出

児童生徒・学生がICTに親しむ
取組みの推進
（商工労働部）
【再掲】

児童生徒がICTに触れる機会の
推進
（教育庁）
【再掲】

県

プログラミング、パソコン組み立て、先端的なソフトウェアの活
用研修の実施

研修参加人数（累計）

130人 140人（270人） 140人（410人）

50回（100回） 50回（150回）
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：24.0％

R13年度の目標値：26.0％

デジタル教材の充実
（教育庁）

県 学習者用デジタル教科書整備率

10％ 20％ 40％

総合教育センターにおけるデジタル教材充実に向けた取組

【施策】５－（３）－イ－②　科学・理数教育の充実

・科学の楽しさや面白さを体感できる機会を増やし、科学に対する興味を引き出し、それを伸ばしていくことが
重要であるため、OISTを含む県内大学等の高等教育機関、県内研究機関、企業等との連携により、科学技
術人材の育成に向けて、子どもたちが科学に触れあう機会の創出や子どもの成長段階に応じた多様な科学
教育プログラムの実施等に取り組みます。

・将来、国際的に活躍し得る科学技術人材の育成に資するスーパーサイエンスハイスクール（SSH）指定校
の支援に高等教育機関との連携により推進するほか、民間事業者との連携により科学作品展の開催に取り
組みます。

・科学技術教育の基礎となる理科教育並びに算数・数学教育のための各種設備を整備し、科学・理数教育
の推進に取り組みます。

成果指標名 理系大学への進学率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

26.0％
　（R３年度）

21.0％
（R３年度）

【参考値】
21.8％

（R元年度）

22.0％
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

連携機関・企業数（累計）

５者 ７者（12者） ９者（21者）

沖縄科学教育連絡協議会
（教育庁）

県

企業と連携した科学とふれあう
機会の創出
（教育庁）

県
民間

沖電科学作品展の出展数（累計）

65点（195点）

大学、研究機関、企業等との連携による科学イベントの開催

企業と連携した科学とふれあう機会の創出

活動指標（アウトプット）

R４ R５

６校 ６校（12校） ６校（18校）

【施策】②　科学・理数教育の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

65点 65点（130点）

出前講座等実施回数（累計）

20回 20回（40回） 20回（60回）

大学、研究機関、企業、児童館等との連携による科学教育実
施の支援、キャリア形成の推進

R６

250人（500人） 250人（750人）

沖縄科学グランプリ開催（科学の甲子園県予選）、先端研究機
関等への生徒派遣、合同宿泊学習会の開催

高等学校の登録校数（累計）

登録校教員のＳＳＨ研究発表会などへの参加旅費を支援、探
究活動等の指導力向上

事業への参加生徒延べ人数（累計）

250人

スーパーサイエンスハイスクー
ルの指定と指定校の支援
（教育庁）

県

「スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）」の指定を受けてい
る県立高校の取組に関する指導・助言

指定校における理数系学科への進学率

○多様な科学教育プログラムの実施等

沖縄科学技術向上事業
（教育庁）

県

科学技術の振興に係る関係機
関との連携
（企画部）

県
大学等

県内企業等

県
大学等

県内企業等

○将来国際的に活躍しうる科学技術人材の育成

子ども達が科学技術に触れる
機会の創出
（企画部）

41％ 42％ 43％
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

県
市町村

科学・理数教育に必要な設備の整備

補助金交付対象団体数（内訳）

42団体
42団体（継続42団
体）

42団体（継続42団
体）

【施策展開】
　５－（３）－ウ

地域の発展に寄与する魅力ある高等教育環境の充実

５－（３）－ウ　地域の発展に寄与する魅力ある高等教育環境の充実

○科学・理数教育に係る各種設備の整備

理科教育設備の整備
（教育庁）

①　高等教育の魅力向上と地域貢献機能の充実 県内大学の志願倍率

②　官民連携による「地域連携プラットフォーム（仮
　　 称）」の構築と展開

「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築及び大
学等と連携して実施する新たな取組数

③　産業と高等教育機関等の連携による実践的な
　　 キャリア教育の推進

新規学卒者（大学・短大・専門学校）の就職内定率

【施策】５－（３）－ウ－①　高等教育の魅力向上と地域貢献機能の充実

・県内高等教育機関が有する多様な資源やそれぞれの特色を活用し、地域社会や産業における課題解決を
図るための教育、研究、地域貢献活動等の積極的な展開を通じて、個人のキャリア形成や非認知能力の向
上に資する人材育成機能の充実強化を図ります。

・県内産業を牽引し、地域の発展に寄与できる多様な人材を輩出するため、高等教育機関自らの魅力を高め
る教育プログラムの導入支援や蓄積された教育研究成果の還元による社会貢献活動への支援等に取り組
みます。
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：3.16倍

R13年度の目標値：3.33倍

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

成果指標名 県内大学の志願倍率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

7.08倍
（R３年度）

2.91倍
（R３年度）

【参考値】
3.33倍

（R元年度）

3.04倍

○地域社会や産業の課題解決を図るための教育、研究、地域貢献を通じた人材育成機能の強
　 化

沖縄県立芸術大学の運営支援
（文化観光スポーツ部）

【施策】①　高等教育の魅力向上と地域貢献機能の充実

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○自らの魅力を高める教育プログラムや教育研究成果の還元による社会貢献活動への支援

研究成果の地域社会への還元
（文化観光スポーツ部）

県
沖縄県立芸

術大学

沖縄県立芸術大学への交付金の交付による大学運営の支援

沖縄県立芸術大学への交付金の交付

交付 交付 交付

沖縄県立芸術大学の施設整備
支援
（文化観光スポーツ部）

県
沖縄県立芸

術大学

沖縄県立芸術大学の施設整備に対する補助による学習環境
の整備

沖縄県立芸術大学の施設整備への補助

補助 補助 補助

県
沖縄県立芸

術大学

一般県民を対象とした公開講座等の実施による研究成果の地
域社会への還元

一般県民を対象とした公開講座等の実施回数（累計）

21回 21回（42回） 21回（63回）

高等教育機関等の設置に係る
学校法人等への情報提供
（総務部）

県

高等教育機関等の設置を希望する学校法人等への関係市町
村と連携した情報の提供

高等教育機関等設置希望者への情報提供の実施

実施 実施 実施
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：大学等と連携して実施する新たな取組数　１項目

R13年度の目標値：「地域連携プラットフォーム（仮称）」構築後に設定

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（３）－ウ－②　官民連携による「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築と展開

・複数の大学等と行政、産業界等で「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築し、産学官相互が恒常的に対
話し連携を行うための環境づくりに取り組みます。また、「地域連携プラットフォーム（仮称）」を展開する中
で、地域社会における大学等の役割を強化し、質の高い高等教育機会の確保と地域の人材の確保、産業界
のイノベーションの創出、将来的な人口減少や高齢化に向けた社会課題解決と地域振興につなげます。

成果指標名
「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築及び大学等と連携して実施する
新たな取組数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－
「地域連携プラットフォーム（仮

称）」の構築に向けた準備
「地域連携プラットフォーム（仮称）」の

構築に向けた準備会合の開催

【施策】②　官民連携による「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築と展開

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築

地域連携プラットフォーム（仮
称）の構築
（総務部）

大学
県

産業界等

令和８年度を目途とした大学、行政、産業界等で地域連携プ
ラットフォーム（仮称）の設置
プラットフォーム（仮称）における産学官相互の対話及び連携

プラットフォーム構築に向けた準備

大学等との意見交
換、方向性の確認

関係機関へのアン
ケート調査等の実施

構成員の検討及び
準備会合の開催
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：大学 91.7％、短大 95.5％、専門学校 92.8％

R13年度の目標値：大学 95.8％、短大 97.8％、専門学校 94.7％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（３）－ウ－③　産業と高等教育機関等の連携による実践的なキャリア教育の推進

・産業と高等教育機関等の連携により、就職後の離職対策の強化を図りつつ、職業観の形成から就職、定
着までの一貫した総合支援を促進します。

・高等教育機関の学生等が、それぞれの専門分野の知識・技能を生かし職業を通じて社会にどのように関わ
るかという明確な課題意識と具体的な目標を持ち、それを実現するための能力を身に付けるキャリア教育を
促進します。

成果指標名 新規学卒者（大学・短大・専門学校）の就職内定率

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

大学 95.8％
短大 97.8％

専門学校 94.7％
（R４年３月卒）

大学 85.7％
短大 92.0％

専門学校 90.0％
（R４年３月卒）

【参考値】
大学 90.5％
短大 96.8％

専門学校 87.2％
（R２年３月卒）

大学 88.7％
短大 93.7％

専門学校 91.4％

【施策】③　産業と高等教育機関等の連携による実践的なキャリア教育の推進

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○産業と連携する高等教育機関等への総合支援促進

私立専修学校職業教育等振興
費補助金
（総務部）

県

国の職業実践専門課程の認定を受けた私立専修学校への助
成

認定を受けた学校からの申請のうち助成を決定した割合

100％ 100％ 100％
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基本施策５－（３）多様な能力を育て、力強く未来を拓く人づくり

沖縄県立芸術大学における就
職支援
（文化観光スポーツ部）
【再掲】

県
沖縄県立芸

術大学

芸術文化に特化・関連した職種・業種にターゲットを絞った求人
開拓

学内合同企業説明会の実施回数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

○高等教育機関におけるキャリア教育の促進

県内就業准看護師の進学支援
事業
（保健医療部）

県

県内で就業する准看護師が県外看護学校の通信制２年課程で
学び、面接授業に参加する際の渡航費を補助し進学を支援

渡航費補助件数（累計）

20件 20件（40件） 20件（60件）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

出典：沖縄県企画部企画調整課調べ

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

①育成数
7,889人

②確保数
2,506.6人

R６年度
目標値

主要指標名

①育成数 793,525人
（R２年度）

②確保数（－）

【目標値設定の考え方】
　上記「指標設定の考え方」のとおり、当該分野は幅広い分野に係る内容であることから、各分野における目
標値の積み上げが当該目標値として適当である。
　また人材育成及び確保については、長期的に継続して取り組む必要があることから、このような目標値設
定となっている。

①育成数7,345人
（R２年度）

②確保数2,262.7
人

（R２年）

【参考値】
①育成数7,474人

（R元年度）
②確保数2,076.6

人
（H30年）

主要指標のグラフ

基本施策

５－（４）

【指標設定の考え方】
　地域社会を支える人材の育成数（人）及び確保数（人口10万人あたり）を主要指標とする。
　当該基本施策は、「多様な職業能力の育成・開発、持続可能な地域づくりを担う人材の育成・確保及び医
療・保健など地域の安心を支える人づくり」と幅広い分野に係る内容となっており、県内公共職業訓練施設に
おける受講者数、市町村において地域づくりをリードする人材の育成人数及び地域おこし協力隊・地域プロ
ジェクトマネージャー数、医療施設に従事する医師数など、各分野における数値の積み上げが、指標として適
当であることから設定した。

①育成数
8,516人

②確保数
2,882.8人

R13年度
目標値

①育成数
8,197人

②確保数
2,673.5人

基準値

人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

　既に人口減少に突入している地域も含めた少子高齢化等による社会変化に対応し、地域コミュニティ機能
や県民サービスの維持・向上などを支える人づくりと多様な人材の定着を目指す。

地域社会を支える人
材の育成数（人）及び
確保数（人口10万人

当たり）

7,345
7,889 8,197 8,516

2,262.7

2,506.6
2,673.5

2,882.8

0
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育成数 確保数

育成数（人）

(年度)

地域社会を支える人材の育成数（人）及び確保数（人口10万人当たり）

目標値

確保数
（人口10万対(人)）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

・職業能力開発への理解と参画
・技能労働者の育成及び社会的地位の向上への理解と参画
・技能水準の向上と技能・技術の継承への理解と参画
・地域を支える人材の育成、交流促進、情報提供

・企業等から求められる人材育成に資する職業訓練カリキュラムの開
　発・提供
・労働者の主体的なリカレント教育を支援する教育訓練給付の対象講
　座の開発・提供
・県内の在校生を対象にした技能検定試験への理解と参画
・民間教育訓練機関等を活用した職業能力開発への理解と参画

教育機関、研究機関等

・企業が求める職業能力や仕事内容等に関する情報収集と技能の取
　得
・技能検定制度や職業能力向上につながる研修受講の活用による自
　己研鑽
・リカレント教育やリスキリングにより労働者の自律的・主体的なキャリ
　ア形成
・個々が有する知識や能力を活かした地域活動への参画・協働
・環境保全活動への参加

県民

・企業が助成金等を活用した従業員に対して行う教育訓練への理解と
　参画
・事業者の専門性を活かした地域活動への参加・協働
・環境保全活動への参加、実施

事業者

市町村

ア　多様な職業能力の育成・開発

・地域の特性に応じた地域主導の職業能力開発の推進
・地域づくりを担う人材の確保・育成
・環境保全活動の実施、支援
・赤土等流出防止活動の展開

ウ　医療・保健など地域の安心を支える人づくり

期待される役割

・NPO等のノウハウを活用した障害者を対象とした委託訓練等の就労
　支援への参画
・団体の強みを活かした地域活動への参画・協働
・環境保全活動の実施
・赤土等流出防止への取組

ボランティア、ＮＰＯ、
地域団体等

イ　持続可能な地域づくりを担う人材の育成・確保

関係団体

協働主体名

５－（４）　人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

- 622 -



基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：95.00％

R13年度の目標値：95.00％

①　企業ニーズ等に対応した職業能力の育成・開発

全国の現状値

86.85％
（R２年度）

（※全国の学卒者訓練（施設内）
と離職者訓練（施設内）の就職率

の平均値とする）

95.00％

県立職業能力開発校の訓練修了者の就職率

沖縄県の基準値

５－（４）－ア　多様な職業能力の育成・開発

多様な職業能力の育成・開発
【施策展開】
　５－（４）－ア

・公共職業能力開発施設における職業能力開発については、民間教育訓練機関との役割分担を図りつつ、
企業等から求められる訓練ニーズに応えられるよう、産業構造の変化等に対応した訓練科目の見直しや職
業訓練プログラムの創出に取り組みます。

・職業能力の開発や向上を図るため、沖縄県職業能力開発協会との連携の下、技能検定の普及と技能振興
を促進するとともに、職業能力開発施設については、人手不足の対応や労働生産性の向上など、時代の
ニーズに適合した職業訓練を実施できる施設の整備・拡充に取り組みます。

成果指標名

【施策】５－（４）－ア－①　企業ニーズ等に対応した職業能力の育成・開発　

県立職業能力開発校の訓練修了者の就職率

委託訓練修了者の就職率

③　社会参画とキャリアアップに資する学び直しの機
　　 会の創出

②　技術革新の動向等に対応した柔軟な職業能力
　　 の育成・開発

県内公共職業訓練施設における在職者訓練受講
者数

R６年度の目標値

93.79％
（R２年度）

【参考値】
94.19％

（R元年度）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

県立職業能力開発校の定員に対する充足率

80％ 80％ 80％

県立職業能力開発校において、企業等から求められる訓練
ニーズに対応した職業訓練の実施、早期就職及び職業の安定

【施策】①　企業ニーズ等に対応した職業能力の育成・開発　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

○技能検定の普及と時代のニーズに適合した職業訓練施設の整備・拡充

県立職業能力開発校整備事業
（商工労働部）

県

施設改修１件
機械器具整備51件

施設改修１件（２件)
機械器具整備105件
（156件）

施設改修１件（３件)
機械器具整備105件
（261件）

○産業構造等の変化に対応した職業訓練

26,300人（78,900人）

老朽化した施設・設備の計画的な更新整備件数（累計）

1,070人

時代のニーズに適合した職業訓練を実施するための、県立職
業能力開発校の施設や訓練機器等の整備

技能検定試験及び技能振興の拠点となる那覇地域職業訓練
センターを管理する沖縄県職業能力開発協会への維持管理経
費の一部補助

那覇地域職業訓練センター年間利用者人数（累計）

県
沖縄県職業
能力開発協

会

技能振興事業費
（商工労働部）

技能向上普及対策事業
（商工労働部）

県
沖縄県職業
能力開発協

会

26,300人（52,600人）26,300人

県立職業能力開発校運営費
（商工労働部）

県

技能検定の実施・普及、技能検定の実施主体である沖縄県職
業能力開発協会に業務に要する経費の補助

技能検定合格者数（累計）

1,070人（2,140人） 1,070人（3,210人）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：82.0％

R13年度の目標値：82.0％

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

委託訓練修了者の就職率

【施策】②　技術革新の動向等に対応した柔軟な職業能力の育成・開発　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４

・各種助成制度の周知と活用を促し、事業主等が行う柔軟な職業能力開発に対する支援を推進するととも
に、技術革新の動向を捉えた職業能力開発に向けては、民間教育訓練機関等との連携や役割分担により、
委託訓練の充実や職業訓練プログラムの創出など、質の高い訓練ときめ細かな就労支援に取り組みます。

・企業や民間教育訓練機関等を活用し、離職者等の再就職訓練の充実、訓練機会の少ない離島地域での
訓練、就職を希望する障害者等への訓練、在職者を対象とした訓練等の充実に取り組みます。

補助金交付団体数（内訳）

１団体 １団体（継続１団体）
２団体（新規１団体、
継続１団体、累計２
団体）

全国の現状値 R６年度の目標値

82.0％

離職者等再就職訓練事業
（商工労働部）

県 訓練コース数（累計）

69コース
69コース（207コー
ス）

R５ R６

○事業主等が行う職業能力開発に対する支援及び委託訓練の充実ときめ細かな就労支援

認定職業訓練推進事業費
（商工労働部）

県
事業主等

職業能力開発促進法第24条の規定に基づく事業主等が行う職
業訓練の水準の維持向上を図るため、認定職業訓練実施団体
等に対して訓練に要する経費の一部補助

成果指標名

【施策】５－（４）－ア－②　技術革新の動向等に対応した柔軟な職業能力の育成・開発

69コース（138コー
ス）

71.3％
（R２年度）

就職を希望する離転職者のうち、職業能力の開発を必要とす
る者に対して、民間教育訓練機関等を活用した多様な委託訓
練の実施による早期就職の支援

81.5％
（R２年度）

【参考値】
81.0％

（R元年度）

沖縄県の基準値

- 625 -



基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：870人

R13年度の目標値：870人

職業能力開発援護措置事業
（商工労働部）
【再掲】

県

障害者や母子家庭の母等就職が特に困難な者に対して訓練
手当を支給することによる職業訓練受講の促進

訓練手当受給資格認定申請に対する認定者数（累計）

91名 91名（182名）

障害者能力開発事業費
（商工労働部）

県

○民間教育訓練機関等を活用した訓練等の充実

離職者等再就職訓練事業（訓
練機会の少ない離島地域）
（商工労働部）

県

宮古・八重山地域において、就職を希望する離転職者のうち、
職業能力の開発を必要とする者に対して、民間教育訓練機関
等を活用した委託訓練の実施による早期就職の支援

訓練コース数（累計）

８コース ８コース（16コース） ８コース（24コース）

649人
（R２年度）

【参考値】
870人

（R元年度）

【施策】５－（４）－ア－③　社会参画とキャリアアップに資する学び直しの機会の創出

・企業がeラーニングを活用して従業員に対して行う教育訓練等を支援し、働きながら学べる機会の提供に取
り組みます。

・産学連携の下、大学、大学院、専修学校等においてキャリアアップ・キャリアチェンジに資するリカレントプロ
グラムの開発・展開を促進し、一人ひとりのキャリア選択に応じた学びを提供できる環境の創出を促進すると
ともに、企業に勤める社会人のみならず、子育て世代の女性や高齢者等の多様なニーズに対応する学び直
しの機会創出に取り組みます。

成果指標名 県内公共職業訓練施設における在職者訓練受講者数

全国の現状値 R６年度の目標値沖縄県基準値

800人

就職を希望する障害者で職業能力の開発を必要とする者に対
して、民間教育訓練機関等を活用した多様な委託訓練の実施
による早期就職の支援

71,836人
（R２年度）

訓練コース数（累計）

14コース（42コース）14コース 14コース（28コース）

91名（273名）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

私立専修学校職業教育等振興
費補助金
（総務部）
【再掲】

県 認定を受けた学校からの申請のうち助成を決定した割合

100％ 100％ 100％

国の職業実践専門課程の認定を受けた私立専修学校への助
成

【施策展開】
　５－（４）－イ

持続可能な地域づくりを担う人材の育成・確保

５－（４）－イ　持続可能な地域づくりを担う人材の育成・確保

①　地域づくりをリードする人材の育成・確保
市町村において地域づくりをリードする人材の育成
人数及び地域おこし協力隊・地域プロジェクトマ
ネージャー数

②　持続的な環境保全活動を担うボランティアの育成 環境活動を実践するＮＰＯ・ボランティア団体数

③　保育士等の育成・確保 保育従事者数

④　福祉・介護人材の育成・確保 介護支援専門員の養成数（累計）

４コース（12コース）４コース

年間の訓練コース数（累計）

－ １コース １コース（２コース）

県

就職を希望する離転職者等のうち、職業能力の開発を必要と
する者に対して、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練の
実施、早期就職の支援

○働きながら学べる機会の提供

県立職業能力開発校において、企業等から求められる訓練
ニーズに対応した職業訓練の実施、早期就職及び職業の安定

県

【施策】③　社会参画とキャリアアップに資する学び直しの機会の創出

主な取組
（アクティビティ）

県立職業能力開発校運営費
（在職者訓練の実施）
（商工労働部）

離職者等再就職訓練事業（ｅ
ラーニングコース）
（商工労働部）

○多様なニーズに対応する学び直しの機会創出

県立職業能力開発校における在職者訓練のコース数（累計）

４コース（８コース）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：①91人(累計1,407人)　②56人(累計750人)

R13年度の目標値：①市町村の今後の実施計画に基づき設定　②56人（累計974人）

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（４）－イ－①　地域づくりをリードする人材の育成・確保

・地域社会や産学官民が連携して、地域づくりを担える人材マネジメントプログラムを構築し、地域の資源を
生かし活性化を主導できるマネジメント及びコーディネート能力の高い人材の育成・確保に取り組みます。

・複雑化、多様化する地域の課題解決のため、地域ボランティアやボランティアコーディネーター等の地域づ
くりを支える担い手の育成・確保に取り組みます。

成果指標名
市町村において地域づくりをリードする人材の育成人数及び地域おこし協力
隊・地域プロジェクトマネージャー数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

①市町村において地域づくりを
リードする人材の育成人数 －
②地域おこし協力隊・地域プロ
ジェクトマネージャー数 5,464人

（累計31,470人）
（R２年度）

①市町村において地域づくりを
リードする人材の育成人数 12人

（累計788人）
②地域おこし協力隊・地域プロ

ジェクトマネージャー数 65人（累
計359人）
（R２年度）

【参考値】
①市町村において地域づくりを
リードする人材の育成人数 （累

計776人）
②地域おこし協力隊・地域プロ

ジェクトマネージャー数 78人（累
計294人）

（R元年度）

①市町村において地域づくりをリードす
る人材の育成人数 88人（累計1,142人）
②地域おこし協力隊・地域プロジェクト

マネージャー数 56人（累計582人）

【施策】①　地域づくりをリードする人材の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○地域づくりを担える人材、地域の資源を生かし活性化を主導できるマネジメント及びコーディ
　 ネート能力の高い人材の育成・確保

地域おこし協力隊等への研修
支援
（企画部）
【再掲】

県
市町村

地域づくり団
体等

地域づくりに関連する施策の普及啓発及び地域づくり団体、地
域おこし協力隊等を対象とした研修会等の開催

研修開催件数（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：45団体

R13年度の目標値：48団体

○ボランティア活動を支える人材等の育成

ボランティアコーディネーターの
養成
(子ども生活福祉部）

県社会福祉
協議会 ボランティアコーディネーターの支援及び育成

支援及び育成
支援及び育成
検定試験の実施

支援及び育成

地域づくり等を支えるボランティアコーディネーター等の支援及
び育成

【施策】５－（４）－イ－②　持続的な環境保全活動を担うボランティアの育成

・海洋ごみや外来種対策など、地域が抱える環境問題に対し、市町村等との地域連携・協働により問題解決
を促すコーディネーターとなる団体・組織等の育成と連携・支援に取り組みます。

・地域課題に対するニーズとボランティアとのマッチングを行う環境ボランティアセンターの設置に取り組みま
す。

成果指標名 環境活動を実践するＮＰＯ・ボランティア団体数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

－
41団体

（R３年度）
43団体
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 施策の方向

【施策】②　持続的な環境保全活動を担うボランティアの育成

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○環境保全活動団体の育成と連携・支援

赤土等流出防止活動促進事業
（環境部）
【再掲】

県

赤土等流出防止活動への支援

赤土等流出防止活動への支援団体数（累計）

７団体 ７団体（14団体） ７団体（21団体）

環境保全啓発事業（出前講座
等による環境保全活動の促進）
（環境部）
【再掲】

県

沖縄県地域環境センターによる環境保全普及啓発活動の実施

出前講座等の活動回数（累計）

65回 67回（132回） 70回（202回）

県民参加型外来種防除の実施
（環境部）
【再掲】

県

ツルヒヨドリ等外来種防除イベントの実施

外来種防除イベントの実施回数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

○ボランティア活動のマッチング

環境保全啓発事業（環境ボラン
ティアマッチングの促進）
（環境部）
【再掲】

県

地域課題ニーズとボランティアのマッチングに係る実施状況を
踏まえた環境ボランティアセンターの設置の検討

ボランティアマッチングの実施件数（累計）

５件 10件（15件） 15件（30件）

【施策】５－（４）－イ－③　保育士等の育成・確保

・保育士等の育成及び資質向上に向けて、研修の充実や、保育士の魅力発信や保育士への就業を希望す
る者に対する修学資金等の貸付、潜在保育士の復職支援など、保育士の確保に取り組みます。

・保育士の処遇改善や業務改善など、保育士が生涯働ける魅力ある職場づくりを推進します。
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：13,127人

R13年度の目標値：14,127人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

78.0％

11,454人
（R４年度）

【参考値】
10,185人

（R元年度）

幼児教育・保育施設の職員の資質向上のための研修事業の
実施

保育士キャリアアップ研修の受講者数（累計）

4,000人 4,000人（8,000人） 4,000人（12,000人）

○保育士等の育成・確保及び資質向上

合同説明会や見学ツアー等による潜在保育士への復職支援

就職した潜在保育士数（累計）

300人 300人（600人） 300人（900人）

保育士の正規雇用化、年休・休憩取得への支援

各年の４月１日における保育士の正規雇用率

子ども・子育て支援体制整備総
合推進事業
（子ども生活福祉部）
【再掲】

県
市町村

66施設（132施設） 66施設（198施設）

潜在保育士を含む保育士の確
保
（子ども生活福祉部）
【再掲】

県
市町村

○保育士が生涯働ける魅力ある職場づくりの推進

県
市町村

保育所におけるＩＣＴ導入への支援

78.6％ 79.2％

保育士の定着に向けた処遇・労
働環境の改善
（子ども生活福祉部）
【再掲】

県
市町村

保育士の処遇改善・業務改善
事業
（子ども生活福祉部）

ICT導入の補助を受けた施設数（累計）

成果指標名 保育従事者数

全国の現状値 R６年度の目標値沖縄県の基準値

－ 12,227人

【施策】③　保育士等の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

66施設
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：7,250人

R13年度の目標値：7,610人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

【施策】５－（４）－イ－④　福祉・介護人材の育成・確保

・福祉サービス及び介護サービスの需要の増大に対応するため、福祉・介護従事者の育成及び資質向上に
向けた業種別・階層別研修の充実に取り組みます。

・福祉・介護人材の確保に向けて、修学資金等の貸付、処遇改善や労働環境改善に向けた支援、若者や外
国人など多様な人材の新たな参入に係る施策等に取り組みます。

成果指標名 介護支援専門員の養成数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

716,225人
（R２年度）

6,619人
（R２年度）

【参考値】
6,526人

（R元年度）

6,980人

【施策】④　福祉・介護人材の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

○福祉・介護従事者の育成

介護支援専門員(ケアマネ
ジャー)の育成及び確保
（子ども生活福祉部）

県

介護支援専門員に対して、養成の段階で行われる実務研修や
現任者を対象とした更新研修等の法定研修を体系的に実施

介護支援専門員実務研修修了者数（累計）

90人 90人（180人） 90人（270人）

訪問介護員等の育成
（子ども生活福祉部）

県

訪問介護事業所におけるサービス提供責任者及び訪問介護
員等に対し、現場のニーズに対応するために必要な知識・技術
に関する研修を実施

研修受講者数（累計）

120人 120人（240人） 120人（360人）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

介護役職者の資質向上
（子ども生活福祉部）

県

経営者及び管理職等を対象に、経営の安定及び職員の定着に
着目したマネジメント研修を実施

マネジメント研修受講者数（累計）

100人 100人（200人） 100人（300人）

介護職の認知症介護技術の向
上
（子ども生活福祉部）

県

介護従事者に対して、認知症高齢者に対する介護技術の向上
を目的とした研修を実施

認知症介護研修受講者数（累計）

650人 650人（1,300人） 350人（1,650人）

福祉人材研修センター事業
（子ども生活福祉部）

県

福祉人材の専門的知識・技術及び意欲を高め、県民のニーズ
に対応した適切な福祉サービスを提供することを目的とした社
会福祉事業従事者向け研修の実施

人材研修コース数（内訳）

18コース
18コース（継続18
コース）

18コース（継続18
コース）

○福祉・介護人材の確保

介護事業所における労働環境
改善・生産性向上に対する支援
（子ども生活福祉部）

県

介護ロボット又はICTを導入する沖縄県内の介護事業者に対し
て、導入に係る経費経費の一部を補助

支援対象事業所数（累計）

20事業所
20事業所（40事業
所）

20事業所（60事業
所）

介護未経験者を対象とした参入
促進の取組
（子ども生活福祉部）

県

介護人材のすそ野を広げるため、介護未経験者を対象に介護
に関する基本的な知識や技術を学ぶことができる研修等を実
施

研修修了者数（累計）

200人 200人（400人） 200人（600人）

介護人材の確保・育成に対する
支援
（子ども生活福祉部）

県
市町村

離島等の介護サービスの安定を図るため、事業所が島外や県
外からの介護人材の確保に要する経費や、人材育成に要する
経費を補助

介護専門職受入人数（累計）

20人 20人（40人） 20人（60人）

外国人介護人材の受入支援
（子ども生活福祉部）

県

技能実習生や介護分野における１号特定技能外国人の日本
語及び介護技能を向上することを目的とした集合研修等の受
入支援を実施

支援対象外国人介護人材数（累計）

20人 20人（40人） 20人（60人）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

介護福祉士修学資金等貸付事
業
（子ども生活福祉部）

県社会福祉
協議会

介護福祉士の取得を目指す学生や介護分野へ転職する者等
へ修学資金や就職支援金等の貸し付け

貸し付け利用人数（累計）

260人 260人（520人） 260人（780人）

福祉・介護人材参入促進事業
（子ども生活福祉部）

県

児童・生徒や先生、地域移住民等を対象とした介護や介護の
仕事の理解促進を図るための取組への支援

生徒、保護者、進路指導担当者への理解促進のための学校訪
問数（内訳）

59校 59校（継続59校） 59校（継続59校）

外国人介護福祉士候補者支援
事業
（子ども生活福祉部）

県

留学生に対して奨学金等の支援を行う介護施設等に対して、
当該支援に係る経費を助成

助成する留学生の人数（累計）

34人 34人（68人） 34人（102人）

【施策展開】
　５－（４）－ウ

医療・保健など地域の安心を支える人づくり

５－（４）－ウ　医療・保健など地域の安心を支える人づくり

①　医師の確保と資質向上

②　薬剤師の確保と資質向上

③　看護師等の確保と資質向上

人口10万人当たりの医療施設に従事する医師数
（県平均・北部・宮古・八重山）

人口10万人当たりの薬局・医療施設に従事する薬
剤師数

人口10万人当たりの看護師就業者数
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R13年度の目標値：県平均268.0人、北部、宮古、八重山は県平均との差を縮小

R５ R６

指導医育成プロジェクト事業
（保健医療部）

県
琉球大学

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４

【施策】５－（４）－ウ－①　医師の確保と資質向上

成果指標名
人口10万人当たりの医療施設に従事する医師数（県平均・北部・宮古・八重
山）

○多様化する医療ニーズに対応する良質かつ適切な医療の提供

R９年度の目標値：県平均268.0人、北部、宮古、八重山は県平均との差を縮小

県平均 257.2人
北部 197.5人
宮古 174.1人

八重山 189.7人
（R２年）

【参考値】
県平均 240.7人
北部 186.1人
宮古 167.8人

八重山 166.4人
（H30年）

県平均 268.0人
北部、宮古、八重山は県平均との差を

縮小

研修プログラム参加医師数（累計）

６人 ６人（12人） ６人（18人）

指導医を育成する教育研修体制の充実を図るため、県内で指
導医を目指す若手医師に対し指導医育成研修プログラムを実
施

【施策】①　医師の確保と資質向上

・琉球大学医学部を核とした高度な医療技術の習得や若手指導医の育成を通して、多様化する医療ニーズ
に対応する良質かつ適切な医療の提供に取り組みます。

・県、琉球大学医学部及び臨床研修病院間の連携を図り、医師の地域間、診療科間の偏在解消やプライマ
リケア医として活躍できる医師の育成及び支援に取り組みます。

・離島等の医療機関に従事しようとする意思のある医学生等に、一定期間の離島等での勤務を条件とした修
学資金等の支援など、離島・へき地医療を担う医師の育成・確保に取り組みます。

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

256.6人
（R２年）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

医師修学資金等貸与事業
（保健医療部）

県立病院専攻医養成事業
（保健医療部）
【再掲】

県

県

指導医招聘数（累計）

○総合診療が可能な医師の育成による地域や診療科間の医師偏在を解消

医学臨床研修プログラム事業
（保健医療部）

県

自治医科大学に沖縄県出身者を派遣・修学させ、卒業後に離
島・へき地医療に従事

総合診療能力を有する医師を育成するため、ハワイ大学による
指導医招聘や質の高い医師臨床研修プログラムを実施

○離島・へき地医療を担う医師の育成・確保

自治医科大学学生派遣事業
（保健医療部）

県

【施策】５－（４）－ウ－②　薬剤師の確保と資質向上

・県内で就業の意思のある県外の薬学生等に対し、県内での就業を条件とした奨学金返還の支援など、薬
剤師の確保に取り組みます。

・県内で薬剤師が育成できるよう、県内国公立大学への薬学部設置に対する支援など、総合的な薬剤師の
養成・確保に取り組みます。

・近年の医療の高度化、多様化に対応し、チーム医療の一員として活動する薬剤師を育成するため、がん薬
物療法認定薬剤師等の資格取得に対する支援など、薬剤師の資質向上に取り組みます。

113件

11人（22人） 11人（33人）11人

113件（226件） 113件（339件）

卒業後の一定期間、離島・北部の医療機関での勤務を義務付
けた地域枠学生等に対する修学資金等の貸与

専攻医派遣数（累計）

県立病院で専攻医を養成し、医師確保が厳しい離島・へき地地
域へ派遣

離島・へき地診療所勤務医師数（累計）

５人 ５人（10人） ５人（15人）

医師修学資金等の貸与件数（累計）

10人 10人（30人）10人（20人）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：178.3人

R13年度の目標値：198.6人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

成果指標名 人口10万人当たりの薬局・医療施設に従事する薬剤師数

163.3人

説明会等回数（累計）
助成人数（累計）

R４ R５ R６

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

○薬剤師の確保

薬剤師確保対策事業
（保健医療部）

県
沖縄県薬剤

師会

全国の薬科大学等における就職斡旋等の説明会の実施
県内での就業を条件とした奨学金返還額の一部助成

【施策】②　薬剤師の確保と資質向上

県内国公立大学への薬学部設置を推進するために必要な仕
組みの構築

補助金の創設

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

○県内国公立大学への薬学部設置に対する支援など、総合的な薬剤師の養成・確保

県内国公立大学への薬学部設
置に向けた取組
（保健医療部）

県
沖縄県薬剤

師会

県
沖縄県薬剤

師会
助成人数（累計）

基本方針の策定 大学の選定

認定薬剤師等の資格を取得するためにかかる費用の助成

198.6人
（R２年）

148.3人
（R２年)

【参考値】
139.4人
（H30年）

補助金の創設

４回（12回）
40名（120名）

４回（８回）
40名（80名）

○薬剤師の資質向上

がん薬物療法認定薬剤師等の
資格取得に対する支援
（保健医療部）

60名

４回
40名

60名（120名） 60名（180名）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：1332.4人

R13年度の目標値：1453.2人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

公立大学法人沖縄県立看護大学の運営費等を交付し、安全で
良好な教育・研究環境を提供するとともに、保健、医療及び福
祉の分野において質の高い看護職者を育成

100％

【施策】③　看護師等の確保と資質向上

100％

R５ R６

○多様化する医療ニーズに対応できる看護師等の育成

【施策】５－（４）－ウ－③　看護師等の確保と資質向上

看護師国家試験合格率（沖縄県立看護大学）

100％

看護大学運営費交付金事業
（保健医療部）

沖縄県立看
護大学

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４

・保健活動や高度医療を担う専門性の高い看護師の養成、学生に対する修学資金貸与の充実、民間看護師
養成所の安定的運営に向けた支援、潜在看護師等の復職支援等を推進し、多様化する医療ニーズに対応
できる看護師等の育成に取り組みます。

・臨床実践能力を獲得するための研修の充実や、特定の専門看護分野の知識・技術を深めた専門看護師、
特定の看護分野において熟練した知識・技術を有する認定看護師の養成支援に取り組みます。

・離島・へき地の保健医療提供体制を支えるため、看護師等の確保及び育成に取り組みます。

・保健師の育成については、キャリアラダーを踏まえ保健師の専門性を高めるとともに、地域特性に応じた保
健活動が円滑に実施できるよう、保健活動研修の充実や現地での事業を通した現任教育等の充実に取り組
むほか、特定町村におけるへき地保健指導所の運営及び支援を推進します。

沖縄県の基準値 R６年度の目標値

1,149.0人
（R２年)

【参考値】
1,060.6人
（H30年)

1,241.8人

成果指標名 人口10万人当たりの看護師就業者数

1,015.4人
（R２年)

実施
主体

全国基準値

主な取組
（アクティビティ）
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基本施策５－（４）人口減少に対応し、地域社会を支える人づくりと人材の確保

離島へき地における効果的な保健活動についての研修や、現
地での事業を通した現任教育等の実施

保健師未配置の町村数（内訳）

修学資金貸与件数（累計）

95件

100％

県内の看護職員（保健師、看護師、助産師、准看護師）の確
保、資質の向上のため、卒業後、県内の看護職員の確保が困
難な施設で看護業務に従事しようとする者に修学資金を貸与

95件（190件） 95件（285件）

民間看護師養成所の運営費等を助成し、県内の看護師養成力
の強化を支援

看護師国家試験合格率（民間看護師養成所）

０ヵ所 ０ヵ所（継続） ０ヵ所（継続）

渡航費補助件数（累計）

看護の質の向上を図るため、県内で就業する准看護師が県外
看護学校の通信制２年課程で学び、面接授業に参加する際の
渡航費を補助し進学を支援

100％ 100％

看護師等養成所の安定的な運
営
（保健医療部）

20件 20件（40件） 20件（60件）

県

県

○専門看護師及び認定看護師の養成支援

新人看護職員研修事業
（保健医療部）

県
医療機関

看護師等修学資金貸与事業費
（保健医療部）

県

県内就業准看護師の進学支援
事業
（保健医療部）
【再掲】

10人 10人（20人） 10人（30人）

看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、新人看護職員
が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修等の実施

新人看護職員の卒後臨床研修受講人数（累計）

580人 580人（1,160人） 580人（1,740人）

認定看護師養成数（累計）

県内の看護の質の向上を図るため、特定の看護分野におい
て、熟練した看護技術と知識を用いた、水準の高い看護を実践
できる認定看護師等を育成

○特定町村におけるへき地保健指導所の運営及び支援

特定町村人材確保対策事業
（保健医療部）

県
町村

認定看護師の育成事業
（保健医療部）

県

○看護師等の確保及び育成

離島診療所代替看護師支援事
業
（保健医療部）
【再掲】

県
町

離島診療所における医療の確保を図るため、県立及び町立離
島診療所に配置された看護師が研修への参加等により不在に
なる期間の代替看護師による支援に対する補助

代替看護師による離島診療所支援日数（累計）

420日 420日（840日） 420日（1,260日）
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

目指す姿

主要指標（最終アウトカム）の基準値と目標値

出典：沖縄県企画部「毎月勤労統計調査地方調査年報」

主要指標のグラフ

R６年度
目標値

319,461円
（R３年）

【目標値設定の考え方】
  「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」において、令和５年度には経済の水準が新型コロナウイルス感染症拡
大前に回復し、その後、年平均で2.1％程度の経済成長を見込んでいることを踏まえ、「成長と分配の好循環」
の観点から現金給与総額の増加を見込み目標値を設定した。
　250,796円（R３年実績）　×　1.021＾8　（年2.1％の伸び、R６～R13の８年間）＝　296,160円（R13年度目標
値）　※10年間で約1.18倍

現金給与総額
（年平均値）

主要指標名

250,796円
（R３年）

【参考値】
246,948円
（R元年）

基準値

272,536円

基本施策

５－（５）

【指標設定の考え方】
　各産業を牽引する専門人材の育成・確保を図り、県内産業の生産性と収益の向上を実現するとともに労働
者への分配が促進されることで労働者一人当たりの平均給与が増加する。また、労働者の給与が増加し、
「成長と分配の好循環」が構築されることで、さらなる人材育成・確保につながることから、現金給与総額（年
平均値）を主要指標として設定する。

296,160円

R13年度
目標値

全国の現状
（参考年）

R９年度
目標値

256,063円

新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

　デジタル社会の到来やアジア経済の動向をはじめグローバル化の進展等の社会経済の変革を的確に捉
え、新たな価値を創造し、各産業を牽引する専門人材の育成・確保を図ることにより、県内産業の生産性向
上や高付加価値化の実現を目指す。

242,857 242,194 236,220 241,212
251,762 251,458 244,775 246,948 256,585 250,796 256,063

272,536
296,160

314,126 316,023 319,175 315,856 317,862 319,453 323,547 322,612 318,405 319,461
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

基本施策の体系

【基本施策】

【施策展開】

協働が期待される主体と役割

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

②　県内企業におけるデジタル活用人材の育成

・観光教育の積極的な取組
・将来の観光産業人材の育成
・キャリアデザインの普及
・産学官連携による人材育成への参画

教育機関、研究機関等

・企業の海外建設市場等への積極的な進出に対する支援

デジタル活用人材の育成数（累計）

IT関連国家資格取得者数（累計）

協働主体名

・観光産業人材の育成
・観光産業が魅力的な職場となるよう処遇改善、生産性の向上
・キャリアデザインの普及
・社員の技術資格の取得や技術継承に向けた取組の充実
・産学官連携による人材育成への参画
・社内における人材育成計画の策定
・海外建設市場等への積極的な進出に向けた人材の育成・確保
・技術力向上や付加価値の高い製品開発を担う人材育成の取組

事業者

関係団体

期待される役割

①　即戦力となる情報系人材の育成・確保

５－（５）　新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

ア　産業のイノベーション創出を担う高度人材の育成と活用

イ　産業を担う人づくり

【施策展開】
　５－（５）－ア

・建設産業人材育成の場の提供、講習会等の実施
ボランティア、ＮＰＯ、

地域団体等

５－（５）－ア　産業のイノベーション創出を担う高度人材の育成と活用

産業のイノベーション創出を担う高度人材の育成と活用
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：4,712人

R13年度の目標値：7,328人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

200人

R４

185,425人
（R３年度）

788人
（R３年度）

【参考値】
748人

（R元年度）

2,750人

主な取組
（アクティビティ）

高度情報通信産業人材育成
（商工労働部）

県
民間

県内ITエンジニアの知識や技術の高度化・強化のための人材
育成講座実施支援

200人（400人） 200人（600人）

○高度なIT人材等の育成

【施策】①　即戦力となる情報系人材の育成・確保

・情報通信関連産業の高度化を担う人材の育成については、先端技術に詳しいエンジニアやサイバーセ
キュリティ人材、デジタル技術とビジネスをつなげるDXコンサルティング人材や開発プロジェクトのマネジメン
ト人材等を産学官連携により育成を図ります。データサイエンティストについては、琉球大学など教育機関と
連携し、学生をはじめ幅広い人材を対象とした育成プログラムを構築し、県内企業のDXを推進する人材とし
て育成を図ります。

・IT技術者の不足が深刻であることから、国内外の高度IT人材やUJIターンによる技術者の確保など、企業
の人材確保に取り組みます。

・県内IT企業と海外IT企業との連携・協業による海外向けのビジネス創出に向けて、沖縄ITイノベーション戦
略センターと連携し、ビジネス交流の促進や、MOU（連携覚書）を締結した海外の関係機関との連携など、ア
ジアをはじめ海外との架け橋となるICT人材の育成に取り組みます。

成果指標名

【施策】５－（５）－ア－①　即戦力となる情報系人材の育成・確保　

講座受講者数（累計）

IT関連国家資格取得者数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

R５ R６

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：3,000人

R13年度の目標値：5,000人

－
－

（※R４年度から計測）
1,300人

【施策】５－（５）－ア－②　県内企業におけるデジタル活用人材の育成　

・各産業のDXを促進するため、企業の経営者や中堅社員等を対象にデジタル技術やビッグデータのビジネ
ス活用、企業DXの取組事例等を紹介するセミナーの開催に取り組みます。企業DXの中核となる人材の育
成、従業員の学び直しやデジタル対応力を高めるための研修プログラム等を支援することにより、県内企業
全体のデジタルリテラシー向上を図ります。

・各産業と情報通信関連産業の人材交流機会を創出するため、ビジネスマッチングを兼ねたIT関連産業の
交流イベントを開催するとともに、IT企業と情報技術系学科を有する学校等との相互交流等を促進します。

成果指標名 デジタル活用人材の育成数（累計）

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

○海外との架け橋となるＩＣＴ人材の育成

海外ＩＴ企業との連携促進に向
けた人材交流支援
（商工労働部）
【再掲】

県 ＩＴ人材交流数（累計）

20人 25人（45人） 25人（70人）

海外IT人材及び県内IT人材の交流人数

○UJIターンによる技術者の確保

デジタル人材UIJターンの支援
（商工労働部）

県

沖縄へのUIJターンを前提にしたIT技術者の採用活動を支援

就職イベントの開催数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

産学官連携によるデータサイエ
ンティスト等の育成
（商工労働部）

県
教育機関

データサイエンティスト等データ活用人材育成に関する産学官
連携体制の構築、育成方針の検討

大学等との連携による意見交換会等の開催数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

IT企業と情報技術系学科との
相互交流の促進
（商工労働部）

県
民間

学生とIT企業の交流イベント開催支援

支援事業者件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

○各産業および教育機関と情報関連通信産業人材交流の促進

ビジネスマッチングとIT関連産
業の交流を創出するIT見本市
の開催支援
（商工労働部）

県
民間

IT見本市の開催支援

開催支援件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

従業員のデジタルリテラシー向
上に向けた支援
（商工労働部）

県
民間

デジタルリテラシー向上のための講座やセミナーの実施

各講座の受講者数（累計）

200人 250人（450人） 300人（750人）

R６

○各産業のDX促進及びデジタルリテラシー向上に向けた支援

全産業におけるDX推進担当の
育成
（商工労働部）

県
民間

DX推進担当育成講座の実施

各講座の受講者数（累計）

150人 200人（350人） 200人（550人）

【施策】②　県内企業におけるデジタル活用人材の育成

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

施策展開の体系

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：3,735,130円

R13年度の目標値：3,924,952円

R６年度の目標値

－
3,129,946円
（R３年度）

3,533,709円

【施策】５－（５）－イ－①　多彩で質の高いサービスを提供できる観光産業人材の育成・確保

・国際化の進展や社会情勢の変化に柔軟に対応できるよう、業種や各階層に応じて必要なスキルや知識を
習得し、中長期において活躍できる観光産業人材の育成に取り組みます。地域の魅力や強みを引き出す地
域主体の観光振興を構想し、裾野の広い観光産業を体系的にマネジメントできる高度な人材の育成と確保
に取り組みます。

・観光産業が魅力的な職場となるよう処遇改善や生産性向上、キャリアデザイン等による人材の定着を促進
するとともに、観光産業の魅力発信や観光教育の推進等により観光産業従事者の拡大に取り組みます。

成果指標名 宿泊事業者（正規雇用者）一人当たりの平均年収

全国の現状値 沖縄県の基準値

③　ものづくり産業を担う人材の育成・確保 製造業従事者数

④　建設産業を担う人材の育成・確保 建設産業の魅力発信事業等実施数

【施策展開】
　５－（５）－イ

産業を担う人づくり

５－（５）－イ　産業を担う人づくり

①　多彩で質の高いサービスを提供できる観光産業
　　 人材の育成・確保

宿泊事業者（正規雇用者）一人当たりの平均年収

②　農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

 施策の方向

沖縄観光受入対策事業
（文化観光スポーツ部）

県

観光教育の推進

観光学習教材の配付校数（累計）

260校 260校（520校） 260校（780校）

○観光産業の魅力発信や観光教育の推進等による観光産業従事者の拡大

観光人材確保に向けた支援
（文化観光スポーツ部）

県

インターンシップ受入支援

インターンシップ受入支援件数（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

R５ R６

○中長期において活躍できる観光産業人材の育成

高度な観光人材の育成
（文化観光スポーツ部）

県

階層別集合型研修の実施

研修の実施回数（累計）

30回 30回（60回） 30回（90回）

【施策】①　多彩で質の高いサービスを提供できる観光産業人材の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４

【施策】５－（５）－イ－②　農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

・就業希望者等に対して施設・技術・資金等の経営に必要な資源を効果的に支援し、就業相談から定着まで
一貫した就業支援等を推進するとともに、普及組織とJA等の関係団体が連携し、意欲ある担い手に対して
は、経営の法人化、規模拡大、就労環境改善等に関する経営相談・経営診断等の支援体制の構築やフォ
ローアップ体制の強化等に取り組みます。

・農業大学校や農林・水産科が設置されている高等学校等において、実践的な専門研修やスマート農林水産
技術等のカリキュラムの充実・強化を図り、経営感覚に優れた将来の担い手の育成・確保に取り組みます。

・青年層や女性層、農業以外からの新規参入者、障害者など、幅広い層からの農業参画や農福連携を積極
的に推進し、雇用就農の受け皿となる農業法人への支援や地域と連携した農業分野への農地貸借による法
人の参画等を通して、これらの人材が活動しやすい受入環境の整備に取り組みます。
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：新規就農者数 1,800人、新規漁業就業者数 1,020人

R13年度の目標値：新規就農者数 3,000人、新規漁業就業者数 1,700人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

地域農業経営支援対策及び支
援体制整備
(農林水産部)
【再掲】

県
市町村
農協等

生産・流通・加工施設等の整備支援及び施設等整備後のフォ
ローアップ体制の整備

生産・流通・加工施設等の整備地区数（累計）

５地区 ５地区（10地区） ５地区（15地区）

新規漁業就業者の確保・育成
支援
（農林水産部）
【再掲】

国
県

漁協等

漁業就業支援フェアの開催

開催件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

農業経営改善総合指導事業
（農林水産部）

県

経営診断分析等の実施支援

コンサルテーション支援農家数（累計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

○新規就業者の確保及び担い手のフォローアップ体制の強化

担い手の育成・確保支援
（農林水産部）

県
市町村
農協等

就農相談会等、就農相談窓口を通した、新規就農者等への資
金交付や農業用施設等の初期投資等の支援

新規就農相談会の開催回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

【施策】②　農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５ R６

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値

新規就農者数 53,740人
（R２年度）

新規漁業就業者数 1,862人
（H30年度）

新規就農者数 292人
新規漁業就業者数 121人

（R２年度）

【参考値】
新規就農者数 211人

新規漁業就業者数 135人
（R元年度）

新規就農者数 900人

新規漁業就業者数 510人

成果指標名 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 施策の方向

【施策】５－（５）－イ－③　ものづくり産業を担う人材の育成・確保　

・企業ニーズに対応した技術研修など、県外製造業者や研究機関等との人的交流の推進により、高度な技
術と専門知識を有する人材の育成・確保を促進するとともに、沖縄県工業技術センター等の公的支援機関を
活用し、技術力向上や付加価値の高い製品開発を担う人材育成に取り組みます。

・人手不足への対応については、産業界、県内教育機関等と連携し、次代を担う若者に対してものづくり産業
の魅力を発信し、興味・関心の向上に取り組みます。

農地中間管理機構事業
（農林水産部）
【再掲】

県
沖縄県農業
振興公社
市町村
農協

農地中間管理事業による農地集積を通じた認定農業者等の担
い手の育成

農地中間管理機構における借受および貸付に係る審査会開催
数（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）

農福連携の推進
（農林水産部）

県

普及啓発、人材育
成等に向けた課題
整理

農林漁業者向けの普及啓発、定着に向
けた専門人材の育成

農福連携の普及に向けた説明会の開催数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

農漁村指導強化事業
（農林水産部）

県

女性農業士等、女性リーダーの育成

女性農業士の認定数（累計）

１人（68人） １人（69人） １人（70人）

○幅広い層からの農業参画の推進

新農業人材育成確保対策事業
（農林水産部）

県

農業技術指導、情報提供等による総合的な農業担い手の育成
支援

指導農業士等の認定数（累計）

15人（738人） 15人（753人） 15人（768人）

○将来の担い手の育成・確保

次代の農業者育成
（農林水産部）

県

次代の農業及び農村社会を担う優れた農業者の養成を実施

県立農業大学校卒業生就農率

70％ 71％ 72％
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：26,374人

R13年度の目標値：26,971人

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

○ものづくり産業の魅力発信

ものづくり産業の魅力発信
（商工労働部）

県
関係機関

３回 １回 １回（２回）

関係機関と連携し、学生向けに県内ものづくり産業をＰＲ

事業検討回数（関係
機関との調整）

ホームページ等による情報発信（累計）

R６

○付加価値の高い製品開発を担う人材育成

工業技術人材の育成
（商工労働部）

県

工業技術に係る研修生の受入、講習会・研究会の開催

研修生受入・講習会開催・研究会開催数（累計）

30件 30件（60件） 30件（90件）

7,717,646人
（R２年度）

25,359人
（R２年度）

【参考値】
  26,706人
（R元年度）

25,934人

【施策】③　ものづくり産業を担う人材の育成・確保

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

成果指標名 製造業従事者数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

 施策の方向

 成果指標（初期アウトカム）

：

R９年度の目標値：４件

R13年度の目標値：４件

 主な取組（アクティビティ）及び活動指標（アウトプット）

R６

○多様な人材の確保

業界等との連携による建設産
業人材育成（多様な人材の活
用）
（土木建築部）

県
関係団体

若手や女性、新技術への対応等、多様な人材の活用に係る講
習会の開催

講習会の開催回数（累計）

３回 ３回（６回） ３回（９回）

－

１件
（R２年度）

【参考値】
２件

（R元年度）

４件

【施策】④　建設産業を担う人材の育成・確保　

主な取組
（アクティビティ）

実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R４ R５

【施策】５－（５）－イ－④　建設産業を担う人材の育成・確保

・顕著となっている人手不足対策については、若手や女性従業員を対象とした研修等を支援するなど、多様
な人材の確保に取り組むとともに、AI、IoT、ロボット、ビッグデータ等の技術革新に対応できる人材を積極的
に活用できる環境づくりを行い、今後の情報技術や新技術を活用した生産性向上の取組強化を図ります。

・多様化・高度化するニーズに対応できるよう、技術者・技能者等の育成・確保に取り組むほか、海外建設市
場等の新市場進出に向けた取組や国際交流等を通して、海外建設市場において必要とされる技術力や語学
力、海外の商習慣等への知識を有する人材の育成・受入れを促進します。

・週休二日制の促進など労働環境の改善を図り、将来の建設産業を担う人材を確保するための建設産業の
魅力発信に取り組みます。

成果指標名 建設産業の魅力発信事業等実施数

全国の現状値 沖縄県の基準値 R６年度の目標値
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基本施策５－（５）新たな価値を創造し、産業を牽引する人づくりと人材の確保

労働環境の改善
（土木建築部）

県
関係団体

労働環境改善に係る取り組みの実施

沖縄県建設工事従事者安全健康確保推進会議の開催回数
（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

○労働環境の改善

県発注工事における休暇の取
得
（土木建築部）

県

週休２日の取組促進の周知活動の実施

説明会の開催回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

住宅建築に係る技術者講習会
の開催
（土木建築部）

県 講習会の開催回数(累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

住宅建築に係る技術者講習会の開催

途上国等の行政職員へ向けた
現場視察の実施
（土木建築部）

県
JICA沖縄

JICA沖縄が実施する研修等において、県内現場視察実施

建設分野の研修等における視察現場件数（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

海外建設市場等の進出促進に
向けた研修等の実施
（土木建築部）

県
関係団体

県内建設企業向けの研修等の開催

海外展開に向けた研修等に参加した人数（累計）

20人 20人（40人） 20人（60人）

○技術者・技能者等の育成・確保

若手建築士の育成
（土木建築部）

県

若手建築士を対象とした設計競技を実施し、金賞作品につい
て設計業務を委託

設計競技金賞作品の提案者に対する設計業務の委託件数（累
計）

１件 １件（２件） １件（３件）
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第３章 克服すべき沖縄の固有課題の解決に向けた取組 

 

１ 克服すべき沖縄の固有課題 

（１） 基地問題の解決 

ア 概況 

① 本県の米軍基地負担は、我が国の外交・安全保障の重要事項として国

民全体に関わる課題であり、国全体で基地の負担を分かち合うという原

点に立ち返り、全国的な視点から解決を図る必要がある。 

② 本県の米軍基地の機能や必要性、負担のあり方等については、これま

で国民的議論が十分になされてきたとはいえず、広範な論議が必要であ

る。 

③ 県土の枢要部分を占有する広大な米軍基地や訓練水域・空域の存在は、

本県の振興を進める上で大きな制約となっていることや、米軍人等によ

る様々な事件・事故や深刻な環境問題等が、県民の安全・安心な生活に

多大な負の影響を与えていることから、基地の提供責任者である国にお

いて適切に解決される必要がある。 

 

イ 固有課題の解決に向けた主な取組 

① 過重な基地負担の軽減 

・ SACO 最終報告、再編実施のための日米ロードマップ、再編に基づ

く統合計画の確実な実施に係る要請 

・ 普天間飛行場の県外・国外移設、速やかな運用停止等に係る協議等 

・ 更なる米軍基地の整理・縮小と在沖米軍人等の削減、広大な訓練空

域・水域の削減に係る要請 

・ 日米両政府に沖縄県を加えた新たな協議の場の設置等に係る要請 

② 米軍基地から派生する諸問題の解決 

・ 米軍基地から派生する事件・事故、航空機騒音、環境問題等の諸問

題の解決に係る要請 

・ 全国知事会等と連携した日米地位協定の抜本的見直しに係る要請 

・ 基地問題に関する情報を収集し、沖縄の正確な状況等を発信するた

め、ワシントン駐在を配置 

・ 航空機騒音の監視調査 

・ 基地周辺環境対策推進事業 

・ 有機フッ素化合物環境中残留実態調査 

③ 国民的議論の喚起 

・ 全国知事会等と連携した国民的議論の喚起 

・ 国内外の民間有識者等による情勢分析や政策提言等の議論の促進 
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・ シンポジウムやパンフレット、インターネットや SNS を活用した情

報発信 

・ 在沖米軍基地に関連する関係国の政策、制度等に関する情報収集 

 

（２） 駐留軍用地跡地の有効利用による県土構造の再編 

ア 概況 

① 本県においては、これまで 16,000ha 余りの駐留軍用地が返還され、

様々な跡地利用がなされてきた。 

② 平成 18 年５月の日米安全保障協議委員会（以下「SCC」）において、

嘉手納飛行場より南の６施設・区域（約 1,000ha）の大規模な駐留軍用

地の返還が合意された。SCC 合意を実現するために日米両政府が作成し

た「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画」（平成 25 年

４月）に基づき、今後、1)キャンプ桑江、2)陸軍貯油施設第１桑江タン

ク・ファーム、3)キャンプ瑞慶覧の一部、4)普天間飛行場、5)牧港補給

地区、6)那覇港湾施設の大規模な在日米軍施設・区域が返還される。 

③ 都市の開発整備や交通インフラの体系的な整備など、長きにわたる

米軍基地の存在により歪んだ都市構造を再編する好機であり、圏域の枠

を超えた広域的な観点から総合調整を行い、潜在する多様な発展可能性

を最大限に引き出す必要がある。 

④ 沖縄戦やその後の米軍基地の形成、戦後の急激な都市開発により失わ

れた各地域の文化財の保全を図る。 

 

イ 固有課題の解決に向けた主な取組 

① 駐留軍用地跡地の特性を生かした効果的な跡地利用の推進 

・ 中南部都市圏駐留軍用地跡地利用等検討・調査 

・ 普天間飛行場跡地における大規模公園等検討調査 

② 駐留軍用地跡地利用の早期着手に向けた取組の推進 

・ 駐留軍用地跡地利用計画の策定 

・ 駐留軍用地内の自然環境等調査 

・ 地権者への土地引き渡し前の支障除去措置 

・ 公共用地の先行取得 

③ 各地域の文化財の保全 

・ 基地内埋蔵文化財分布調査事業 

 

（３） 離島の条件不利性克服と持続可能な島しょ地域の形成 

ア 概況 

① 離島が抱える遠隔性、散在性、狭小性等の条件不利性により、市場規

模の不経済性、高コスト構造、リスクへの脆弱性を抱えている。 
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② 小・中規模離島における人口減少は、地域を支える担い手の不足、ひ

いては有人離島としての存続自体が危ぶまれるなど、深刻な状況にある。 

③ 豊かな自然環境や独自の文化を有する離島の振興に当たっては、社会、

経済及び環境の三つの側面を調和させて取り組むことが特に重要であり、

SDGs の理念に沿った「課題解決先進地」として位置付け、取り組んで

いく必要がある。 

 

イ 固有課題の解決に向けた主な取組 

① 定住条件の整備と更なる向上 

・ 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業 

・ 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業 

・ 石油製品輸送等補助事業 

・ 離島の道路・街路整備事業（県管理道路） 

・ 離島港湾の整備（水納港、南大東港、祖納港等） 

・ 離島空港の整備（伊平屋空港） 

・ 離島空路確保対策事業費 

・ 離島航路補助事業 

・ 離島航路運航安定化支援事業 

・ バス路線補助事業 

・ 水道基盤強化推進事業 

・ 水道施設整備事業 

・ 水道広域化施設の整備 

・ 公共下水道事業 

・ 公立沖縄北部医療センターの整備 

・ 離島患者等通院費支援事業 

・ 福祉・介護サービスを受ける機会の確保 

・ テレビ放送運営事業 

・ ラジオ中継局強靭化支援事業 

・ 移住定住促進事業 

・ 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 

・ 離島特産品等マーケティング支援事業 

・ 離島デジタル広報・販売スキル向上事業 

・ 地域づくり推進事業 

・ 離島ＩＣＴ利活用人材等高度化事業 

・ ごみ処理の広域化とあわせ処理の促進 

・ 海岸漂着物等地域対策推進事業 

② 多様かつ特色ある魅力の発信 

・ 離島観光活性化促進事業 
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・ 離島空港の国際線旅客受入体制の整備 

・ 離島フェア開催支援事業 

・ 沖縄離島体験・デジタル交流促進事業 

・ 離島ブランディング（島あっちぃ・島まーる推進）事業 

・ 沖縄しまっちんぐ推進事業 

・ 沖縄・奄美連携交流促進事業 

③ 情報通信基盤の整備拡充 

・ 離島地区情報通信基盤高度化事業 

・ 大東地区情報通信基盤整備推進事業 

・ 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 

・ 離島・へき地における情報通信環境の整備 

・ ＩＣＴ活用環境整備 

④ 農林水産業の更なる振興 

・ コールドチェーン体制の構築に向けた総合的な取組みの推進 

・ 北部・離島市町村が定める地域特産物の県内外への出荷促進 

・ スマート農業に適した農業農村整備の推進 

・ 含蜜糖振興対策 

・ 畜産担い手育成総合整備事業 

 

（４） 海洋島しょ圏をつなぐ交通ネットワークの構築 

ア 概況 

① 本県は、基幹的公共交通システムである鉄道を有していない唯一の県

であり、県内外を結ぶ交通手段は空路・海路に限られているため、人的

及び物的移動における大きな制約となっているほか、産業振興において

も、製造業や農林水産業等の発展を妨げる一因となっている。 

② 広大な米軍基地の存在、基地による市街地の分断という社会的事情か

ら広域道路網の整備が遅れ、急激な自動車交通の増大等も相まって、慢

性的な交通渋滞、公共交通の衰退、環境負荷の増大など様々な問題と深

刻な状況を生み出している。 

③ 東アジアの中心に位置する地理的特性は、成長著しいアジア諸国・地

域との人流・物流面において大きな優位性へと変化しており、本県の自

立型経済の構築、さらに、アジア・太平洋地域との交流を通じた我が国

経済の発展に貢献する地域としての可能性を顕在化させつつある。 

④ 脱東京一極集中の潮流と今後の政策方向を捉えつつ、日本本土から遠

隔に位置することを生かした我が国の新たな拠点「安全・安心で幸福が

実感出来る島」を形成することで、国土及び社会・経済の形成に大きく

貢献する可能性を有している。 
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イ 固有課題の解決に向けた主な取組 

① 基盤整備とネットワーク強化 

・ 鉄軌道を含む新たな公共交通システム導入促進事業 

・ 離島空港の国際線旅客受入体制の整備 

・ 那覇港の物流・人流機能の強化 

・ 那覇港におけるクルーズ船の受入体制の構築 

・ 中城湾港の物流・人流機能の強化 

・ 圏域の拠点港湾及び地方港湾の整備 

・ 沖縄都市モノレール輸送力増強事業 

② 国際的な競争力の強化 

・ 国際航空物流機能強化推進事業 

・ 沖縄県投資環境プロモーション事業 

・ 国際物流拠点産業活性化促進事業 

・ 産業集積地形成促進事業 

・ 国際物流拠点産業集積地域那覇地区の機能強化 

・ 航空関連産業人材の育成・確保に向けた取組 

・ 航空関連産業クラスター形成促進事業 

③ 体系的な幹線道路網の構築 

・ 那覇空港自動車道の整備 

・ 沖縄西海岸道路の整備 

・ ハシゴ道路ネットワークの構築 

・ 幸地ＩＣ（仮称）整備事業 

④ 新技術の導入による交通渋滞等の解決 

・ シームレスな陸上交通体系構築事業 

・ 交通体系整備推進事業 

 

２ 固有課題克服のための行財政システムの強化・拡充及び政策金融の活用 

（１） 沖縄振興特別措置法の活用 

本県の歴史的、地理的、自然的、社会的な特殊事情による「不利

性」を解消するため、沖縄振興特別措置法等を活用した沖縄振興を推

進する必要がある。 

 

（主な取組） 

・ 観光地形成促進地域 

・ 沖縄型特定免税店制度 

・ 航空機燃料税の軽減 

・ 情報通信産業振興地域 

・ 情報通信産業特別地区 
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・ 産業イノベーション促進地域 

・ 国際物流拠点産業集積地域 

・ 経済金融活性化特別地区 

・ 電気の安定的かつ適正な供給の確保に関する援助 

・ 沖縄振興開発金融公庫の業務特例 

・ 離島の旅館業に係る特例 

・ 公共事業に係る高率補助等の特例措置 

・ 沖縄振興（一括）交付金制度 

・ 酒税、揮発油税等の軽減措置 

 

（２） 跡地利用推進法の活用による円滑な跡地利用の推進 

返還前の早い段階からの立入調査や土地の先行取得及び徹底した

支障除去措置や、新たに生じた課題について適切に対応していくこと

が重要である。 

 

（主な取組） 

・ 地権者への土地引き渡し前の支障除去措置 

・ 公共用地の先行取得 

 

（３） 地域に根ざした政策金融の活用 

「沖縄２１世紀ビジョン」の実現のため、民間投資を促進する政

策金融は、沖縄振興特別措置法に規定する各種特別措置と並び、沖縄

振興における車の両輪として必要不可欠な機能である。 

 

（主な取組） 

・ 沖縄振興開発金融公庫における各種金融支援制度の整備及びその活

用促進 

 

（４） 安定的な自主財源等の確保 

本県における財政力指数は、全国平均の７割程度の水準となって

おり、国の財政制度に依存した脆弱な財政構造が継続していることか

ら、自主財源の確保や予算の効果的執行等が重要である。 

 

（主な取組） 

・ 地域特性を生かした産業の振興による域内産業連関の形成に伴う財

政基盤の安定化 

・ PPP／PFI や SIB などの官民連携の事業手法導入による行政コスト

の低減や資金調達の多様化の推進 

- 657 -



広域的な方向性

１　県土の広域的な方向性に係る取組

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 沖縄西海岸道路の整備

広域交通拠点（那覇空港、那覇港）と中南部圏域西海岸の地域
拠点、沖縄自動車道・那覇空港自動車道を相互に連絡し、物流
の効率化、交通渋滞の緩和、観光振興、地域活性化に寄与する
区間延長約50kmの高規格道路の整備を促進する。

国 R４～

2 国際航空物流機能強化推進事業
東アジアの中心に位置する地理的優位性を生かした国際航空物
流ネットワークの拡充に向けて、那覇空港から貨物輸送を行う国
際航空便の復便・新規就航促進に取り組む。

県 R４～

3 国際物流拠点産業集積地域

急成長する東アジアの中心に位置する沖縄において、地理的優
位性を活かし、高付加価値型のものづくり企業や高機能型物流
企業等の国際物流拠点産業の集積を図ることで、沖縄における
産業及び貿易を振興し、もって沖縄の自立型経済の構築を図る。

県
市町村

R４～

第４章　県土のグランドデザインと圏域別展開に係る取組

中南部都市圏の形成と駐留軍用地跡地の有効利用
　中南部都市圏は、我が国の南の玄関口として、世界最高水準を見据えた拠点空港の
整備促進及び国際流通港湾機能の強化と航空路・航路ネットワークの拡充に取り組
み、アジアのダイナミズムを取り込む臨空・臨港都市の形成を図るなど、アジアの主要
都市に比肩する都市圏の形成を図る。

世界とつながる北部圏域、宮古・八重山圏域の持続可能な発展
　北部圏域は、OIST等を核としたイノベーション・エコシステムの構築、世界から選ばれ
る持続可能な観光地の形成等に取り組むとともに、北部圏域の駐留軍用地跡地は、や
んばるの豊かな自然環境や景観・風景等を生かした観光拠点、健康・医療・スポーツを
テーマとした拠点等としての有効利用を図る。
　宮古及び八重山圏域については、交通、生活環境基盤、教育・文化、医療、福祉等
の各分野における課題解決や多様かつ魅力ある周遊型観光地の形成などにより、持
続可能な発展を支える活力ある地域圏の形成を図る。

シームレスな交通体系の整備と鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入
　県全域におけるシームレスな交通体系の整備に向けて、鉄軌道を含む新たな公共交
通システムの導入に取り組むとともに、交通結節点やフィーダー（支線）交通の機能強
化を図る。

県土の均衡ある発展を支える「東海岸サンライズベルト構想」の展開
　県土の均衡ある持続可能な発展に向けては、「沖縄県東海岸サンライズベルト構想」
を踏まえ、本島東海岸地域に、中南部地域から北部地域に伸びる新たな基軸となる、
もう一つの経済の背骨を形成し、強固な社会経済基盤の構築を図る。

小・中規模離島や過疎地域等における持続可能な地域づくり
　住み慣れた島で安心して暮らし続けられるよう、定住条件の整備・向上に取り組むと
ともに、交流・関係人口を拡大する取組を一体的に推進し、地域の特性に合わせた島
内交通手段など、地域住民の安全・安心と利便性を支えるシームレスな島しょ型交通
体系の整備と安定的な運用を図る。
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広域的な方向性

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4 那覇港の物流・人流機能の強化

那覇港の国際流通港湾としての機能充実等を図るため、岸壁整
備や防波堤延伸・改良、臨港道路の整備を推進・促進するととも
に、各ふ頭の機能再編や総合物流センターⅡ期・Ⅲ期の整備、
ICTの活用等による港湾機能の高度化の検討に取り組む。
加えて、フライ・アンド・クルーズ等の付加価値の高いクルーズ誘
致を行うため、クルーズバースの整備等を推進するとともに、浦添
ふ頭地区においては、富裕層の長期滞在型観光の拠点となる世
界から選ばれる持続可能な観光地の形成に向けて、自然環境を
生かし、マリーナ・ビーチ等で構成する観光・ビジネス拠点の形成
に取り組む。

国
県

市町村
那覇港管
理組合

R４～

5
都市圏のあり方に関する調査検
討

中南部都市圏を一体の都市として捉えた都市圏の役割や広域的
な方向性及び取り組むべき施策など、都市計画区域の再編も視
野に入れた都市圏のあり方について調査検討を行う。

県
市町村

R５～

6
平和を希求する「沖縄のこころ」の
国内外への発信

沖縄全戦没者追悼式の開催、平和の礎への追加刻銘などのほ
か、沖縄県平和祈念資料館での魅力ある企画展の開催、展示内
容の多言語化を進め、国内外への発信力の強化に取り組む。

県 R４～

7
中南部都市圏駐留軍用地跡地利
用等検討・調査

県土構造の再編につながる戦略的な跡地利用の推進のため、中
南部都市圏駐留軍用地跡地利用等検討・調査を行う。

県 R４～

8 スポーツツーリズム戦略推進事業
スポーツツーリズムの促進、スポーツイベントの支援及び実施、ス
ポーツコンベンションの誘致等に取り組む。

県 R４～

9
マリンタウンMICEエリアを核とした
全県的なMICE受入体制の確保

マリンタウンMICEエリアにおいて、大型MICE施設整備を推進する
とともに、宿泊施設や集客施設等の立地促進や施設利用者の利
便性確保、オープンスペースの賑わいやスマートシティの形成な
ど、MICEを中心としたまちづくりに取り組む。

県 R４～

10
中城湾港の物流・人流機能の強
化

東海岸地域の産業支援港湾としての機能強化・拡充を図るため、
航路の新設・拡充を含む効率的で生産性の高い物流ターミナル
の整備・運営や既存施設の再編・強化等に取り組む。

国
県
市

R４～

11 ハシゴ道路ネットワークの構築

沖縄自動車道、国道58号（沖縄西海岸道路含む）及び国道329号
等、沖縄本島を南北に縦断する柱を支える東西連絡道路として、
南部東道路、浦添西原線、宜野湾北中城線等を整備し、体系的
な幹線道路網を構築する。

県 R４～

12 大学等が行う共同研究等の推進
県内大学等が持つ研究シーズを事業化に繋げるため、優れた知
見をもたらし、今後特に影響力を持つ可能性がある、県内大学等
を中心とした基礎研究の拡充に取り組む。

県
大学等
事業者

支援機関

R４～

13 地域観光の支援

県内各地域の観光振興を図るため、離島観光振興会議や市町村
等との意見交換を行うとともに、必要に応じて観光まちづくりアド
バイザーを市町村へ派遣し、市町村が抱える課題等に対し助言
及び指導を行う。

県 R４～

14 グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズム活動組織等の育成により受入品質の向上と
連携体制を構築する。また、グリーン・ツーリズム情報の収集・発
信と沖縄の特長を生かした体験交流プログラムの充実・強化によ
り新たな顧客を開拓する。

県 R４～

15
県民や観光客への生物多様性の
保全やマナー・ルールの啓発

県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発に
取り組む。

県 R４～

16
自然環境の保全利用協定締結推
進事業

自然環境等の保全と持続可能な観光振興の両立に向けた協定
の締結支援、勉強会・制度説明会の開催に取り組む。

県 R４～
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広域的な方向性

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

17 沖縄らしい風景づくり支援事業

本県のソフトパワーの源泉である自然環境や歴史・伝統文化と調
和する沖縄らしい風景づくりを進めるため、人材育成や地域景観
の向上に係る合意形成、良質な公共空間の創出及び官民一体の
風景づくりに向けて取り組む。

県
市町村

R４～

18
平良港、石垣港、本部港における
クルーズ船の受入環境整備

平良港、石垣港及び本部港等において、大型クルーズ船が寄港
可能な岸壁や旅客ターミナル施設等を整備し、クルーズ船の寄
港・就航を促進するための港湾機能の強化に取り組む。

国
県

宮古島市
石垣市
民間等

R４～

19
外来種の駆除及び侵入・定着の
防止

重点対策種の防除実施、重点予防種のモニタリング実施、普及
啓発等に取り組む。

国
県

市町村
R４～

20
地域社会との協働による世界自
然遺産の管理体制の構築及び運
営の支援

地域部会の開催、行動計画の検証等により世界自然遺産の保全
と適正管理を推進する。

県 R４～

21
世界自然遺産における国、教育
機関、研究機関等と連携したモニ
タリング調査の実施

世界自然遺産登録地のモニタリング調査等については、国、教育
機関、研究機関等と連携しながら、保全状況の適切な把握及び
評価に取り組む。

県 R４～

22
世界自然遺産の次世代への継承
を目的とした児童生徒への啓発

地元小中学校へのフィールド観察会等の開催による環境教育の
実施に取り組む。

県 R４～

23
国立沖縄自然史博物館誘致に係
る国への要請

本県の生物多様性の豊かさやその重要性をより多くの人に発信
し、環境保全意識の啓発や沖縄観光の魅力の強化につながると
ともに、子どもたちの自然科学に対する関心を高め学力向上に資
する国立沖縄自然史博物館の設立に係る国への要請に取り組
む。

県 R４～

24
国立沖縄自然史博物館誘致に係
る経済団体等への説明会・講演
会の開催

認知度の向上及び機運醸成を図るための経済団体等に対する説
明会・講演会の開催に取り組む。

県 R４～

25
国立沖縄自然史博物館誘致に係
るイベント開催

認知度の向上及び機運醸成を図るためのシンポジウム・企画展
等周知啓発イベントの開催に取り組む。

県 R４～

26
イリオモテヤマネコ等の交通事故
の防止

ハンプの設置等の新たな対策や既存の取組の効果検証を行い、
より効果的なイリオモテヤマネコ等の希少野生動植物種の交通
事故防止対策に取り組む。

県 R４～

27 移住定住促進事業

移住に関するシンポジウムの開催、移住フェアへの出展、移住体
験ツアーの開催及び移住応援サイトの運用を行うことで、移住者
も受入側も双方にとってメリットがある移住応援活動の基盤を作
り、離島・過疎地域を含む県全体でバランスのとれた人口の維
持・増加を目指す。

県 R４～

28 地域づくり推進事業

地域の活性化を図るため、外部人材の登用を支援する「地域おこ
し協力隊」制度の市町村への導入を支援するとともに、受入市町
村及び協力隊員のスキルアップのための研修会等を行うほか、
地域づくり団体の相互交流促進や人材育成事業を行う団体を支
援する。

県 R４～

29 沖縄・奄美連携交流促進事業

地理・自然・歴史・文化などのつながりから県域を越えて各分野で
交流が行われている沖縄－奄美群島間において、世界自然遺産
登録地として一体的に評価されていることを契機に、両地域間の
移動しやすい環境を構築するため、航空路及び航路の運賃低減
の支援を行う。

県
鹿児島県
民間企業

R４～13
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広域的な方向性

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

30 水道施設の整備
今後の水需要や水質の安全性を確保するため、水道施設の整備
や老朽化した施設の計画的な更新等による長寿命化対策、耐震
化等の減災対策を推進する。

県 R４～

31 水道基盤強化推進事業
地域の実情に応じた水道広域化を進め、効果的に運営基盤の強
化及び水道サービスの向上に取り組む。

県
市町村

R４～

32 水道広域化施設の整備
安全な水道水を将来にわたって安定的に供給するため、水道広
域化施設の計画的な整備・更新・長寿命化と耐震化を推進する。

県 R４～

33 ごみ処理の広域化
効率的なごみ処理体制に資する複数市町村によるごみ処理の広
域的処理を促進する。

県
市町村

R４～

34
鉄軌道を含む新たな公共交通シ
ステムの導入促進事業

鉄軌道導入に向けた取組の推進にあたり、県民や経済界等への
鉄軌道導入効果等の理解及び機運醸成を図る取組や鉄軌道を
含む新たな公共交通システムと地域を結ぶフィーダー（支線）交
通が連携する利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向け
た取組の推進

県
市町村

R４～

35 交通体系整備推進事業
効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に向けて地域公共
交通計画の策定を促進する。

県
市町村

R４～

36
市町村主催の地域公共交通会議
等への参画

離島市町村主催の地域公共交通会議等への参画による地域公
共交通のあり方等の検討に取り組む。

県
市町村

R４～

37 自転車利用環境の整備
環境負荷の少ない都市交通の重要な手段である自転車の通行
空間の整備拡大を進め、安全性の向上や利用空間の向上を図
る。

国
県

市町村
R４～

38
自動運転移動サービスの導入促
進

自動運転移動サービス導入に向けた市町村向け意見交換会の
開催や情報発信に取り組む。

県
市町村等

R４～

39
バス路線補助事業（生活バス路
線確保対策）

離島の生活バス路線の運行に伴い生じた欠損に対する補助に取
り組む。

県
市町村

R４～

40 バス路線補助事業費
生活バス路線の運行に伴い生じた欠損に対する補助に取り組
む。

国
県

市町村
R４～
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北部圏域

２　各圏域に係る取組

（１）北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
沖縄島北部における希少種の回
復実態調査の実施

マングース対策の効果を確認するため、ヤンバルクイナやノグチ
ゲラなど希少種の分布状況調査に取り組む。

国
県

R４～

2
沖縄島北部における密猟・盗採等
の防止

森林内パトロール等の実施により希少種の密猟・盗採防止対策
に取り組む。

県 R４～

3
イリオモテヤマネコ等の交通事故
の防止

ハンプの設置等の新たな対策や既存の取組の効果検証を行い、
より効果的なイリオモテヤマネコ等の希少野生動植物種の交通
事故防止対策に取り組む。

県 R４～

4
地域社会との協働による世界自
然遺産の管理体制の構築及び運
営の支援

地域部会の開催、行動計画の検証等により世界自然遺産の保全
と適正管理を推進する。

県 R４～

5
世界自然遺産における国、教育
機関、研究機関等と連携したモニ
タリング調査の実施

世界自然遺産登録地のモニタリング調査等については、国、教育
機関、研究機関等と連携しながら、保全状況の適切な把握及び
評価に取り組む。

県 R４～

6
世界自然遺産の次世代への継承
を目的とした児童生徒への啓発

地元小中学校へのフィールド観察会等の開催による環境教育の
実施に取り組む。

県 R４～

7 雨水等の有効利用の促進
水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ雨水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布する。

県 R４～

8
地下水利用に係る水循環基本法
の理念について市町村、県民等
への普及啓発

地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民等
に対し、県ホームページでの理解促進を図るとともに、リーフレット
等を配布し普及啓発を図る。

県 R４～

9
県民や観光客への生物多様性の
保全やマナー・ルールの啓発

県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発に
取り組む。

県 R４～

10 鳥獣保護区の指定及び更新
鳥獣保護区の新規指定及び更新、特別保護地区の新規指定及
び更新に取り組む。

県 R４～

11
外来種の駆除及び侵入・定着の
防止

重点対策種の防除実施、重点予防種のモニタリング実施、普及
啓発等に取り組む。

国
県

市町村
R４～

12
サンゴ礁保全対策に係る調査研
究

高水温による白化、陸域からの栄養塩類の負荷、日焼け止めク
リーム中の化学物質、オニヒトデの大量発生等に係る調査研究、
対策の検討、実施に取り組む。

県 R４～

13
沖縄県自然環境再生指針の普及
啓発

沖縄県自然環境再生指針の普及啓発を行うとともに、自然環境
再生事業に取り組む市町村に対し技術的支援を行う。

県 R４～

14
赤土等流出防止営農対策促進事
業

農地における赤土等流出防止対策に取り組んでいる市町村の活
動を支援し、推進する。

県
市町村

R４～

ア　やんばるの自然を守る環境共生型社会の構築
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 北部基幹病院整備推進事業

北部医療圏の医師不足を抜本的に解消し、安定的かつ効率的な
地域完結型の医療提供体制を構築するため、県及び北部12市町
村を構成団体とする一部事務組合が設置主体となり、公立沖縄
北部医療センターの整備に取り組む。

県
北部12市
町村等関
係団体

R４～10

2 離島診療所代診医支援事業
無医地区の医療体制を確保するために、離島診療所に配置され
た医師が研修への参加等により不在になる期間、代診医の派遣
を行う。

県 R４～

3
へき地診療所施設整備等補助事
業費

離島・へき地における安定的な医療の確保を図るため、診療所の
施設整備等を行う市町村に対し補助を行う。

県
市町村

R４～

4
離島医療体制確保支援事業（専
門医派遣巡回診療支援事業）

専門診療科（眼科・耳鼻科等）の受診が困難な離島住民が、当該
専門科を受診できる環境を整備するため、定期航路・航空路を活
用した専門医による離島診療所の巡回診療を実施する。

県 R４～

5 離島巡回診療ヘリ等運営事業
専門診療科（眼科・耳鼻科等）の受診が困難な離島住民が、当該
専門科を受診できる環境を整備するため、ヘリコプター等の航空
機を活用した専門医による離島診療所の巡回診療を実施する。

県 R４～

6 へき地医療支援機構運営事業
離島・へき地医療機関での勤務を希望する医師の登録及び情報
提供を行うことにより医師の確保を図る。

県 R４～

7 自治医科大学学生派遣事業
自治医科大学に沖縄県出身者を派遣・修学させ、卒業後に離島・
へき地医療に従事させる。

県 R４～

8 医師修学資金等貸与事業
地域枠学生等に対して修学資金等を貸与し、卒業後の一定期
間、離島・北部の医療機関での勤務を義務づける。

県 R４～

9 県立病院専攻医養成事業
県立病院で専攻医を養成し、医師確保が厳しい離島・へき地地域
へ派遣を行う。

県 R４～

10 県立病院医師確保支援事業
離島・へき地の県立中核病院及び県立離島診療所の医師確保支
援に取り組む。

県 R４～

11 指導医育成プロジェクト事業
県内で指導医を目指す若手医師に対して、指導医育成研修プロ
グラムを実施し、指導医を育成する教育研修体制の充実を図る。

県
琉球大学

R４～

12 医学臨床研修プログラム経費
ハワイ大学による指導医招聘や質の高い医師臨床研修プログラ
ムを行い、総合診療能力を有する医師を養成する。

県 R４～

13
軽度・中等度難聴児補聴器購入
費助成事業

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の福
祉の増進を図るため、軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事
業を実施する市町村の取組を支援する。

県
市町村

R４～

14 医療的ケア児等総合支援事業
医療的ケア児等に対して適切な支援を実施するため、医療的ケ
ア児及びその家族の支援を総合調整する医療的ケア児等コー
ディネーターの配置に取り組む。

県 R４～

イ　生活環境基盤等の充実

①　医療・福祉の充実
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

15
地域子ども・子育て支援事業（地
域子育て支援拠点事業）

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う市町
村事業を支援する。

県
市町村

R４～

16
地域子ども・子育て支援事業（延
長保育事業）

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間
以外の日及び時間において、認定こども園、保育所等で保育を実
施する市町村事業を支援する。

県
市町村

R４～

17
地域子ども・子育て支援事業（病
児保育事業）

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等にお
いて、看護師等が一時的に保育等を実施する市町村事業を支援
する。

県
市町村

R４～

18
地域子ども・子育て支援事業（一
時預かり事業）

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児に
ついて、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、
地域子育て支援拠点その他の場所で一時的に預かり、必要な保
護を行う市町村事業を支援する。

県
市町村

R４～

19
医療的ケア児保育支援事業（保
育対策総合支援事業）

保育所等において医療的ケア児の受入れを可能とするための体
制整備を行う市町村事業を支援する。

県
市町村

R４～

20
離島地域等における介護人材の
確保支援

離島等における介護サービス事業の安定を図るため、介護事業
所等が島外や県外から介護人材の確保に要する経費（採用説明
会や採用者の渡航費など）や、人材育成に要する経費について
補助を行う。

県 R４～

21
離島地域等における介護人材の
育成支援

離島地域における介護人材のすそ野を広げるため、これまで介
護との関わりがなかった介護未経験者を対象に、介護に関する
基本的な知識や技術を学ぶことができる研修等を実施する。

県 R４～

22
島しょ型福祉サービス総合支援事
業

介護サービス事業の効率的な運営が困難な離島における介護
サービスの安定的な提供のため、介護サービス事業者の運営費
や渡航費へ補助を行った離島市町村に対して補助を行う。

県 R４～

23 離島小規模特養等支援事業

入所者の安全性の確保を図り住み慣れた離島地域での生活を続
けることが出来るよう、県内離島地域に設置されている小規模特
別養護老人ホーム等に対して、当該施設の付属設備の修繕等の
経費について補助を行う。

県 R４～

24 障害児者福祉施設整備事業費
社会福祉法人等が行う障害者福祉施設等の整備に要する経費
の一部を補助することにより、施設利用者等の福祉の向上を図
る。

県 R４～

25
精神障害者地域移行・地域定着
促進基金事業

精神障害者の地域移行・地域定着を促進する支援体制整備を目
的として、相談支援活動を行うコーディネーターの配置に取り組
む。

県 R４～

26 障害者相談支援体制整備事業

在宅の障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう、障害福祉圏域内に相談支援に関するアド
バイザーを配置し、地域のネットワーク構築に向けた指導・調整
等の広域的支援を行うことにより、地域における相談支援体制の
整備を推進する。

県 R４～

27
重度心身障害者(児)医療費助成
事業

重度心身障害者の福祉増進を図るため、重度心身障害者への医
療費助成事業を実施する市町村の取組を支援する。

県
市町村

R４～

28
障害者就業・生活支援センター事
業

就職や職場への定着が困難な障害者の相談等に応じるなど、就
業及びこれに伴う日常生活又は社会生活に必要な支援を行う生
活支援担当職員の配置に取り組む。

県 R４～
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 複式学級教育環境改善事業
複式学級を有する小学校へ学習支援員としての非常勤講師を派
遣し、個々の学年に応じたきめ細かな指導を行う。

県 R４～７

2
高等学校等奨学のための給付金
事業

意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教
育費負担を軽減するため、高校生等がいる低所得世帯を対象に
奨学のための給付金を支給する。

県 R４～

3
経済的に修学困難な高校生等に
対する奨学金事業

教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありながら経済的理由
により、修学困難な高校生に対し、奨学金を貸与し支援する。

県
国際交流・
人材育成

財団

R４～

4 離島高校生修学支援事業
高校のない離島出身の高校生を対象に、通学や居住に要する経
費を支援することによって、保護者の経済的・精神的負担の軽減
を図る。

県
市町村

R４～

5
離島児童生徒支援センターの管
理運営

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るとともに、離
島振興に資するため、高校に進学する際の生徒の寄宿舎（学生
寮）としての機能及び小・中・高校生の交流機能を併せ持つ離島
児童生徒支援センターを管理運営する。

県 R４～

6 県外進学大学生支援事業

能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な県
内高等学校等生徒の県外難関大学等への進学を促進し、大学等
進学率の改善を図るとともに、グローバル人材の育成を促進して
いくため、奨学生の採用及び給付を行う。

県 R４～

7 バス通学費等支援事業
家庭の経済環境にかかわらず、安心して学業に励むことができる
教育環境の整備を図るため、低所得世帯の中高生を対象にバス
通学費等を支援する。

県 R４～

8 ＩＣＴ活用環境整備
県立学校における学びや校務のICT化を進めるため、ICT機器等
の整備に取り組む。

県 R４～

9 ネットワーク環境整備
県立学校における無線LAN等の整備やインターネット通信におけ
る速度・安定性の強化等、ネットワーク整備に取り組む。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 水道施設の整備
今後の水需要や水質の安全性を確保するため、水道施設の整備
や老朽化した施設の計画的な更新等による長寿命化対策、耐震
化等の減災対策を推進する。

県 R４～

2 水道広域化施設の整備
安全な水道水を将来にわたって安定的に供給するため、水道広
域化施設の計画的な整備・更新・長寿命化と耐震化を推進する。

県 R４～

3 水道基盤強化推進事業
地域の実情に応じた水道広域化を進め、効果的に運営基盤の強
化及び水道サービスの向上に取り組む。

県
市町村

R４～

4 水道施設整備事業
市町村管理の水道施設の整備や老朽化した施設の計画的な更
新等による長寿命化対策、耐震化等の減災対策を推進する。

市町村 R４～

②　教育機会の充実及び情報通信基盤の整備

③　生活環境基盤等の整備
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

5 下水道事業
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、他の汚水
処理事業と連携し、地域特性を考慮した効果的な下水道整備を
促進する。

市町村 R４～

6 下水汚泥の有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する汚泥を肥
料として緑農地還元するなど、汚泥の再資源化を促進する。

市町村 R４～

7 消化ガスの有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する消化ガス
の有効利用を促進する。

市町村 R４～

8 下水道事業（浸水対策）
大雨などに対する被害を軽減し、住民の生命、財産を保護し、都
市における安全性の確保を図るための浸水対策を促進する。

市町村 R４～

9
下水道事業（管渠の長寿命化・地
震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を促進する。

市町村 R４～

10
下水道事業（処理場等の長寿命
化・地震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を促進する。

市町村 R４～

11 石油製品輸送等補助事業
離島地域における石油製品の価格の安定と円滑な供給を図るた
め、沖縄本島から離島へ輸送される石油製品の輸送経費等に補
助する。

県 R４～

12 防災情報システム運営事業

災害時における住民への伝達手段を拡充することで被害の軽減
を図ること、被害情報や避難所情報を関係機関で共有し迅速に
適切な対応を行うことを目的とし、防災関連機関所有システムと
情報を連携する。

県 R４～

13 大規模災害対応力強化
大規模災害への対応力を強化するため、災害時の防災関係機関
の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚を図る
ための防災訓練を実施する。

県
市町村

R４～

14
災害時における関係機関との連
携強化

大規模災害発生時の応急・復旧活動に備え、関係機関との間で
人的・物的支援等に係る災害時応援協定を締結し、連携強化を
図る。

国
県

市町村
民間業者

等

R４～

15 消防広域化推進事業
沖縄県消防広域化推進計画に基づき、消防の広域化及び連携・
協力を進める市町村を支援する。

県
市町村

R４～

16
避難地としての都市公園整備事
業

避難地指定公園の整備を推進することで、防災機能としての役割
を担う園路や広場、備蓄倉庫等の整備に取り組む。

県
市町村

R４～

17 無電柱化推進事業
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした無電柱
化を推進する。

国
県

市町村
R４～

18 災害防除（道路）
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした災害防
除を推進する。

県 R４～

19
道路施設長寿命化修繕事業（県
道等）

道路施設の定期点検・修繕・耐震補強・更新に取り組み、道路施
設の長寿化を図る。

県 R４～
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

20 治水対策としての河川の整備
治水対策については、流域全体で水害を軽減させる流域治水に
取り組み、その中で河川事業においては、治水対策として河川整
備を推進する。

県 R４～

21 海岸保全施設の整備推進
台風等の高潮や波浪から海岸を防護するため、海岸保全施設の
整備推進と、老朽化した施設の機能強化や回復を図る。

県 R４～

22 砂防関係施設長寿命化対策
砂防関係施設の長寿命化を図るため、ドローン等のICT活用によ
り作業を効率化しながら、砂防関係施設の点検を推進する。

県 R４～

23 土砂災害対策事業
土砂災害危険箇所における砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策
施設の整備を行う。

県 R４～

24 港湾のBCPの推進
港湾施設の耐震化など、緊急輸送機能を持つ施設の整備に取り
組むとともに、港湾機能を最低限維持・早期回復ができるよう、港
湾BCPの実効性を高める総合的な対策に取り組む。

国
港湾管理

者
関係団体

R４～

25 港湾施設長寿命化事業
港湾施設の計画的な長寿命化対策を実施し、港湾利用者の安全
確保を図る。

県 R４～

26
離島空港施設における耐震化対
策等の推進

災害時におけるライフライン確保、生活環境の安定確保を維持す
るための空港施設の耐震化対策等に取り組む。

県 R４～

27 離島空港の更新整備・機能向上
交流人口及び関係人口の拡大による地域の活性化を促進するた
め、空港施設の更新整備と機能向上に取り組む。

県 R４～

28
離島空港における航空・宇宙関連
産業の展開

離島空港を活用した航空・宇宙関連産業の展開を推進し、新たな
産業の創出と集積に取り組む。

県 R４～

29 離島空港の整備（伊平屋空港）
生活環境の安定確保を維持するため、伊平屋空港の事業化に向
けて、路線開設に関する諸課題の解決に取り組む。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
自然環境の保全利用協定締結推
進事業

自然環境等の保全と持続可能な観光振興の両立に向けた協定
の締結支援、勉強会・制度説明会の開催に取り組む。

県 R４～

2
地域社会との協働による世界自
然遺産の管理体制の構築及び運
営の支援

地域部会の開催、行動計画の検証等により世界自然遺産の保全
と適正管理を推進する。

県 R４～

3
住民生活や自然環境への配慮等
に関する周知啓発

観光情報サイトにおいて、レスポンシブルツーリズムに資する情
報発信を実施する。

県
環境省
市町村

R４～

ウ　観光振興及び歴史文化の継承・発展

①　自然環境等を生かした観光振興
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4 沖縄ワーケーション促進事業
ワーケーションデスティネーションとしての沖縄の認知度向上に向
けたプロモーションや企業やワーケーションに関心のある個人事
業主等に対する誘客プロモーションを実施する。

県 R４～

5
国営沖縄記念公園海洋博覧会地
区内施設の管理運営

国営沖縄記念公園海洋博覧会地区内施設（沖縄美ら海水族館及
び海獣施設等）の管理運営を行い、同地区の滞在期間の延長や
地域内消費を高めるための拠点機能の充実を図る。

県 R４～

6 戦略的MICE誘致促進事業

全県的なMICEの振興を図るため、MICE開催地としての認知度向
上、国内外での誘致・プロモーション活動、産学官の連携による
MICEの誘致活動やMICE受入体制の整備、専門人材育成等に取
り組む。

県
OCVB

R４～

7 沖縄観光グローバル事業

国際航空路線の拡充及び外国人観光客の誘客を図るための取
組を行う。
①国際航空路線の誘致・拡充を図るための支援
②各市場特性に応じたプロモーションの展開
③多言語によるWEB及びSNSでの観光情報の発信
④海外トップセールス及び国際旅客ハブの形成に向けた連携プ
ロモーション
⑤Be.Okinawaブランドイメージを図るためのビジュアル作成等
⑥富裕層に特化した誘客活動の展開

県 R４～

8 国内需要安定化事業
国内需要の安定的な確保を図るため、季節ごとにターゲットを設
定した誘客キャンペーン、観光PRイベント等のプロモーションを実
施する。

県 R４～

9 戦略的クルーズ観光推進事業

質の高いクルーズ観光を推進するため、展示会への出展、プロ
モーション、クルーズ船社等への誘致活動、地域の受入体制強化
等を通して、付加価値の高いクルーズの寄港、周遊・発着クルー
ズを戦略的に誘致する。

県 R４～

10 スポーツツーリズム戦略推進事業
スポーツツーリズムの促進、スポーツイベントの支援及び実施、ス
ポーツコンベンションの誘致等に取り組む。

県 R４～

11
観光地形成促進地域制度の活用
促進

高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため、国内外から
の観光旅客に対応した観光関連施設の整備を促進する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
史跡等の保存活用計画・整備、買
い上げ事業

今帰仁城跡をはじめとする史跡等の保存・活用を図るため、専門
家による委員会を開催し、保存活用計画や整備計画及び整備事
業等を実施する。

市町村 R４～

2
埋蔵文化財の範囲確認及び記録
保存調査を実施

埋蔵文化財の各種調査を適切に行いつつ、保存及び活用を進め
ることで、国民共有の財産である埋蔵文化財を後世へ継承する。

県
市町村

R４～

3 後継者育成事業
伝統工芸産業に携わる従事者の確保及び育成を図ることを目的
に、各工芸産地組合が行う後継者育成事業に対して助成する。

国
県

市町村
産地組合

R４～

4
沖縄文化芸術の創造発信支援事
業

文化芸術活動の持続的発展に資する取組を行う県内文化芸術団
体等への支援を行う。

県
民間団体

R４～８

②　文化の継承・発展
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

5 しまくとぅば普及継承事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
「しまくとぅば普及センター」を中心とした、しまくとぅば講師養成講
座や人材バンクからの講師の派遣、しまくとぅば検定などの人材
養成等の取組のほか、普及に取り組む民間団体への補助、県民
大会等を行う。

県 R４～

6 しまくとぅばアーカイブ事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
各地域における文法調査票の収集及び収集した文法調査票と連
動した教材の作成、歌や文学的文章、自然談話の収録等、しまく
とぅばのアーカイブ化の取組を行う。

県 R４～８

7
沖縄空手世界大会の定期開催等
を通じた国際交流

世界に１億３千万人いるといわれる空手愛好家を対象に、沖縄空
手世界大会や空手の日記念演武祭など、世界レベルの大会や国
際的なイベントを実施し、沖縄空手を通した国際交流の活性化に
取り組む。

県 R４～

8
ユネスコ無形文化遺産の登録に
向けた取組の推進

沖縄空手会館を拠点として沖縄空手に関する学術研究を推進し
深めるとともに、人格を高め「平和の武」といわれる沖縄空手の伝
統文化としての価値を広く啓発し、ユネスコ無形文化遺産登録に
向けた気運の醸成に取り組む。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 大学等が行う共同研究等の推進
県内大学等が持つ研究シーズを事業化に繋げるため、優れた知
見をもたらし、今後特に影響力を持つ可能性がある、県内大学等
を中心とした基礎研究の拡充に取り組む。

県
大学等
事業者

支援機関

R５～

2 産業イノベーション促進地域制度

DXの推進により製造業の開発力等の向上や、地域資源や再生
可能エネルギーを活用した新事業の創出等に特に寄与する事業
を行う企業の集積を通じ、新たな価値を生み出し、これを普及す
ることにより、創出される経済社会の大きな変化を促進する。

県
市町村

R４～

3 ６次産業化の支援
農林漁業者等が生産から加工・流通・販売まで取り組む６次産業
化により、地域資源の付加価値向上を支援し、農林漁業者の所
得向上や農山漁村の活性化を図る。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
経済金融活性化特別地区制度の
利活用促進

経済金融活性化特別地区制度の利活用促進及びプロモーション
の展開を行う。

県
民間

R４～

2
国内外の企業や技術者等による
ビジネス交流機会の創出

ワーケーションを活用した地域課題解決や新たなビジネス創出の
支援を行う。

県
民間等

R４～

3
新たなビジネスやスタートアップに
向けた取組

デジタル技術を活用したスタートアップに対し、ビジネス化に向け
た検証支援（ハンズオン、起業家によるメンタリング）を行う。

県
民間等

R４～

エ　イノベーションの推進及び農林水産業等の振興

①　産業イノベーションの推進及び地場産業の振興

②　情報通信関連産業等の振興
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4 通信基盤の利用促進

沖縄情報通信センターをはじめとする、県内主要データセンター
４ヶ所（沖縄情報通信センター、宜野座サーバーファーム、FRT、
名護みらい２号館）と、IT津梁パーク等主要拠点を接続する沖縄
クラウドネットワークについて、ネットワークの運営事業者や県内
データセンター事業者等と連携して沖縄国際情報通信ネットワー
クと県内データセンター等との一体的な活用提案やユースケース
の周知によって認知度向上及び利用促進に取り組む。

県
民間

R４～

5 ICTビジネス高度化支援
IT事業者の技術力等の強化により、高度化・新たなビジネスへの
展開を促進する。

県
民間

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 果樹の生産振興

生食用パインアップル普及促進事業により、パインアップル優良
種苗の増殖、配布支援を行うとともに、果樹産地総合支援事業に
より、果樹の拠点産地形成による「おきなわブランド」確立のた
め、優良品種・新技術の開発・普及等の支援を行う。

県
市町村

R４～６

2
北部・離島市町村が定める地域
特産物の県内外への出荷促進

持続可能な定住条件の確保を図るため、基幹産業である農林水
産物等の出荷コストの負担軽減を図り、地域特産物の生産振興
と所得機会を確保する。

県
市町村

R４～８

3
県産木材の安定供給に向けた持
続可能な森林の管理・経営

持続可能な森林の管理・経営のため、第３者機関による森林認証
を取得し、認定基準に基づいた森林施業を継続して実施する。

県 R４～

4 造林事業
森林の多面的機能（国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防
止、木材等の生産及び生物多様性の保全など）を高度に発揮さ
せるため、自然環境に配慮した森林施業を実施する。

県
市町村等

R４～

5 養殖業の振興

モズク、海ブドウ、ヤイトハタ、クルマエビ、シャコガイ類、クロマグ
ロ等の魚介類養殖を振興するため、養殖技術指導、魚病防疫体
制を推進し、県栽培漁業センターを中心に、つくり育てる漁業の技
術開発・普及、課題解決等に取り組む。

県
関係団体

R４～

6 グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズム活動組織等の育成により受入品質の向上と
連携体制を構築する。また、グリーン・ツーリズム情報の収集・発
信と沖縄の特長を生かした体験交流プログラムの充実・強化によ
り新たな顧客を開拓する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 自然環境に配慮した河川の整備
自然石等を用いた河川護岸の整備や景観・環境に配慮した多自
然川づくりの整備を推進する。

県 R４～

2 自然環境に配慮した海岸の整備
海岸保全施設の整備、老朽化施設の改修の際に、景観・親水性
に配慮した整備に取り組む。

県 R４～

3
住民参加型都市計画マスタープラ
ンの策定の促進

都市計画区域を持つ市町村における住民参加型都市計画マス
タープラン策定の支援を行う。

県
市町村

R４～

③　農林水産業の振興

①　まちづくりの推進

オ　持続可能なまちづくりの推進
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4 都市公園整備事業

都市公園の整備を推進し、都市公園の供用面積（整備面積）の増
加を図ることで、都市やグラウンド等の日陰づくりを進め、紫外線
による健康被害防止及び気候変動の進行に伴う熱中症被害防止
を見据えたまちづくりに取り組む。

国
県

市町村
R４～

5
水源地域環境保全事業（やんば
るの森・いのちの水事業）

森や水および水源地域に対する理解の促進と地域の振興を図る
ため、水源かん養機能の維持等に関する事業について助成す
る。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 交通体系整備推進事業
効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に向けて地域公共
交通計画の策定を促進する。

県
市町村

R４～

2 バス路線補助事業費
地域住民の生活に必要なバス路線の運行に伴い生じた欠損に対
する補助及び車両購入費等の補助に取り組む。

国
県

市町村
R４～

3 ハシゴ道路ネットワークの構築
名護東道路の延長整備に向けた取組の推進や、名護市以南に
おける追加インターチェンジの新設など、ハシゴ道路ネットワーク
の構築に向けた取組を推進する。

県 R４～

4 道路整備事業（県管理道路）
圏域内の経済活動を支える幹線道路網の形成や中南部都市圏
へのアクセス性の拡充を図るため、国道331号や国道449号等の
整備を推進する。

県 R４～

5 自転車利用環境の整備
環境負荷の少ない都市交通の重要な手段である自転車の通行
空間の整備拡大を進め、安全性の向上や利用空間の向上を図
る。

国
県

市町村
R４～

6
本部港のクルーズ船における入
国環境の整備

大型クルーズ船が寄港可能な岸壁や旅客ターミナル施設等を整
備し、クルーズ船の寄港・就航を促進するための港湾機能の強化
に取組む。

国
県

民間等
R４～

7
各圏域の拠点となる港湾の機能
分担・有機的連携の推進

今後の港湾物流施策を分野横断的に総合的に推進するための
港湾物流のグランドデザインを描き、各圏域の拠点となる港湾の
機能分担・有機的連携を総合的、戦略的に推進するとともに、港
湾サービスの総合的な価値向上を多様な主体の共創により実現
する官民の組織・連携体制の構築等により、各圏域の産業振興
を推進する。

国
県

那覇港管
理組合
民間

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島観光活性化促進事業
新たな沖縄の魅力として離島観光の認知度向上を図るため、観
光客に離島訪問を想起させる多様な情報発信、地域主導型のプ
ロモーション等を行う。

県 R４～

2
税制上の特例措置による再エネ
設備等の導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、税制上の特例措置の活用促進に取
り組む。

県 R４～

②　交通及び物流基盤の整備

カ　周辺離島における定住条件の整備及び地域活性化
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北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

3
沖縄県クリーンエネルギー・イニシ
アティブの推進

エネルギー使用に伴う環境負荷の低減に向けて、エネルギーの
安定供給に配慮しつつ、県民の協力の下、民間事業者等と連携
しながら本県の地域特性に合ったクリーンエネルギーを導入拡大
するため、県のエネルギー計画である「沖縄県クリーンエネル
ギー・イニシアティブ」の広報啓発及び進捗確認に取り組む。

県
市町村
事業者

関係団体
県民

R４～

4
クリーンエネルギー導入拡大に係
る調査等の推進

クリーンエネルギーの導入拡大に向け、クリーンエネルギーの最
先端技術に係る可能性調査や実証事業の推進等に取り組む。

県
事業者

R４～

5
補助事業による再エネ設備等の
導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、県独自の補助事業の導入や、国の
補助制度の活用促進等に取り組む。

県 R４～

6
次世代エネルギーの利活用に係
る調査等の推進

水素・アンモニア等の次世代エネルギーの利活用に向けて、調査
研究の促進、税制上の特例措置や補助等の支援策拡充に取り組
む。

県
事業者

R４～

7 地域マイクログリッドの導入促進

エネルギーの地産地消化、電力系統の安定運用や社会全体の
効率的な電力使用を目指し、ICTを活用した「アイランド・スマート
グリッド」のシステム確立に向け、マイクログリッドに係る広報啓発
及び民間事業の促進に取り組む。

事業者
県

市町村
R４～

8
海洋環境を活用した再生可能エ
ネルギーの導入拡大

海に囲まれた本県において、導入ポテンシャルが大きいとされる
海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導入拡大の
ため、実用化に向けた技術の確立に向けて、洋上風力発電をは
じめ、海洋温度差、潮流、波力等を活用した発電等における研究
機関や民間事業者等の研究開発の促進に取り組む。

県 R４～

9 含蜜糖振興対策（経営支援）

離島地域の含蜜糖製造事業者の経営安定化に向け、含蜜糖製
造コスト等への緩和措置、省エネルギー化・環境保護等に資する
製糖設備の整備、安定供給・差別化等に向けた協同の取組など
に対する支援を行う。

県
関係団体

等
R４～13

10 離島港湾整備事業
水納港や前泊港などにおいて、海上交通の安全性・安定性の確
保等を図るため、岸壁、防波堤等の整備を行い、港湾機能の強
化・拡充に取組む。

県 R４～

11 離島航路補助事業
離島住民のライフラインである離島航路の運営により生じた欠損
に対する補助に取り組む。

県 R４～

12 離島航路運航安定化支援事業
離島住民のライフラインである離島航路の船舶確保（建造・購入）
に対する補助に取り組む。

県 R４～

13
沖縄県離島住民等交通コスト負
担軽減事業

離島住民等の移動に係る交通コスト負担を軽減するため航空運
賃及び船賃の低減に取り組む。

県 R４～

14 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業
デジタル技術の活用により、離島・過疎地域の個性を活かしなが
ら、地域課題の解決と持続可能な地域づくりに向けて取り組む民
間事業者等を支援する。

県
民間事業

者等
R４～７

15
沖縄離島体験・デジタル交流促進
事業

将来を担う児童が、離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島等と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目的として、体験学習や民泊等を実
施するとともにオンラインによる離島体験学習や交流を実施す
る。

県 R４～13

- 672 -



北部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

16 沖縄しまっちんぐ推進事業
離島・過疎地域ならではのワーケーションの魅力向上及び関係人
口の創出を図るため、地域の現状や特色などを学び・体験するモ
ニターツアー等を実施し地域との繋がりを強化する。

県 R４～６

17 コワーキングスペースの設置
地域の実情に応じたコワーキングスペースの設置に向け、国の
補助事業等を市町村へ周知する。

県
市町村

R４～
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中部圏域

（２）中部圏域

ア　自然環境の保全・再生及びクリーンエネルギーの推進

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
沖縄県自然環境再生指針の普及
啓発

沖縄県自然環境再生指針の普及啓発を行うとともに、自然環境
再生事業に取り組む市町村に対し技術的支援を行う。

県 R４～

2 鳥獣保護区の指定及び更新
鳥獣保護区の新規指定及び更新、特別保護地区の新規指定及
び更新に取り組む。

県 R４～

3
外来種の駆除及び侵入・定着の
防止

重点対策種の防除実施、重点予防種のモニタリング実施、普及
啓発等に取り組む。

国
県

市町村
R４～

4
サンゴ礁保全対策に係る調査研
究

高水温による白化、陸域からの栄養塩類の負荷、日焼け止めク
リーム中の化学物質、オニヒトデの大量発生等に係る調査研究、
対策の検討、実施に取り組む。

県 R４～

5 雨水等の有効利用の促進
水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ雨水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布する。

県 R４～

6
地下水利用に係る水循環基本法
の理念について市町村、県民等
への普及啓発

地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民
等に対し、県ホームページでの理解促進を図るとともに、リーフ
レット等を配布し普及啓発を図る。

県 R４～

7
沖縄県クリーンエネルギー・イニシ
アティブの推進

エネルギー使用に伴う環境負荷の低減に向けて、エネルギーの
安定供給に配慮しつつ、県民の協力の下、民間事業者等と連携
しながら本県の地域特性に合ったクリーンエネルギーを導入拡大
するため、県のエネルギー計画である「沖縄県クリーンエネル
ギー・イニシアティブ」の広報啓発及び進捗確認に取り組む。

県
市町村
事業者

関係団体
県民

R４～

8
クリーンエネルギー導入拡大に係
る調査等の推進

クリーンエネルギーの導入拡大に向け、クリーンエネルギーの最
先端技術に係る可能性調査や実証事業の推進等に取り組む。

県
事業者

R４～

9
税制上の特例措置による再エネ
設備等の導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、税制上の特例措置の活用促進に取
り組む。

県 R４～

10
補助事業による再エネ設備等の
導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、県独自の補助事業の導入や、国の
補助制度の活用促進等に取り組む。

県 R４～

11
次世代エネルギーの利活用に係
る調査等の推進

水素・アンモニア等の次世代エネルギーの利活用に向けて、調
査研究の促進、税制上の特例措置や補助等の支援策拡充に取
り組む。

県
事業者

R４～

12 地域マイクログリッドの導入促進

エネルギーの地産地消化、電力系統の安定運用や社会全体の
効率的な電力使用を目指し、ICTを活用した「アイランド・スマート
グリッド」のシステム確立に向け、マイクログリッドに係る広報啓
発及び民間事業の促進に取り組む。

事業者
県

市町村
R４～

13
海洋環境を活用した再生可能エ
ネルギーの導入促進

海に囲まれた本県において、導入ポテンシャルが大きいとされる
海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導入拡大
のため、実用化に向けた技術の確立に向けて、洋上風力発電を
はじめ、海洋温度差、潮流、波力等を活用した発電等における研
究機関や民間事業者等の研究開発の促進に取り組む。

県 R４～
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中部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

14
県内産出エネルギーの利用拡大
の推進

県内産出エネルギーである再生可能エネルギーや水溶性天然ガ
ス等の利用拡大を推進し、安定的なエネルギー源の確保に取り
組む。

県
市町村
事業者

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
史跡等の保存活用計画・整備、買
い上げ事業

中城城跡や勝連城跡をはじめとする史跡等の保存・活用を図る
ため、専門家による委員会を開催し、保存活用計画や整備計画
及び整備事業等を実施する。

市町村 R４～

2
埋蔵文化財の範囲確認及び記録
保存調査を実施

埋蔵文化財の各種調査を適切に行いつつ、保存及び活用を進め
ることで、国民共有の財産である埋蔵文化財を後世へ継承する。

県
市町村

R４～

3
琉球歴史文化コンテンツ創出支
援事業

琉球の歴史文化資源を題材とするコンテンツ創出に関する取組
を公募選定し支援を行うとともに、文化の産業化に関する講演会
等を行う。

県
民間団体

R４～８

4
地域伝統文化の継承・発信支援
事業

地域住民が地域の伝統行事、伝統芸能の魅力を再発見するきっ
かけをつくることにより、次世代への継承を支援する。

県 R４～５

5
沖縄文化芸術の創造発信支援事
業

文化芸術活動の持続的発展に資する取組を行う県内文化芸術
団体等への支援を行う。

県
民間団体

R４～８

6 地域の文化芸術振興事業
離島・北部地域での文化芸術公演及び県外・海外へ沖縄の芸能
を発信する公演を実施する。

県 R４～６

7 しまくとぅば普及継承事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
「しまくとぅば普及センター」を中心とした、しまくとぅば講師養成講
座や人材バンクからの講師の派遣、しまくとぅば検定などの人材
養成等の取組のほか、普及に取り組む民間団体への補助、県民
大会等を行う。

県 R４～

8 しまくとぅばアーカイブ事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
各地域における文法調査票の収集及び収集した文法調査票と連
動した教材の作成、歌や文学的文章、自然談話の収録等、しまく
とぅばのアーカイブ化の取組を行う。

県 R４～８

9
沖縄空手世界大会の定期開催等
を通じた国際交流

世界に１億３千万人いるといわれる空手愛好家を対象に、沖縄空
手世界大会や空手の日記念演武祭など、世界レベルの大会や
国際的なイベントを実施し、沖縄空手を通した国際交流の活性化
に取り組む。

県 R４～

10
ユネスコ無形文化遺産の登録に
向けた取組の推進

沖縄空手会館を拠点として沖縄空手に関する学術研究を推進し
深めるとともに、人格を高め「平和の武」といわれる沖縄空手の
伝統文化としての価値を広く啓発し、ユネスコ無形文化遺産登録
に向けた気運の醸成に取り組む。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
文化資源を活用した沖縄観光の
魅力アップ支援事業

沖縄特有の文化資源を活用した新たな観光メニューを確立し、観
光誘客を図る。

県 R４～８

イ　歴史文化の継承・発展及び観光振興

②　異文化が融合する圏域の特色を生かした観光振興

①　歴史文化の継承・発展
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中部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

2 戦略的MICE誘致促進事業

全県的なMICEの振興を図るため、MICE開催地としての認知度向
上、国内外での誘致・プロモーション活動、産学官の連携による
MICEの誘致活動やMICE受入体制の整備、専門人材育成等に取
り組む。

県
OCVB

R４～

3 国内需要安定化事業
国内需要の安定的な確保を図るため、季節ごとにターゲットを設
定した誘客キャンペーン、観光PRイベント等のプロモーションを実
施する。

県 R４～

4 沖縄観光グローバル事業

国際航空路線の拡充及び外国人観光客の誘客を図るための取
組を行う。
①国際航空路線の誘致・拡充を図るための支援
②各市場特性に応じたプロモーションの展開
③多言語によるWEB及びSNSでの観光情報の発信
④海外トップセールス及び国際旅客ハブの形成に向けた連携プ
ロモーション
⑤Be.Okinawaブランドイメージを図るためのビジュアル作成等
⑥富裕層に特化した誘客活動の展開

県 R４～

5
沖縄こどもの国（沖縄未来ゾーン）
の運営支援

沖縄こどもの国（沖縄未来ゾーン）の安定的な運営のため、運営
に要する経費の一部を補助する。

県 R４～

6
中城湾港における国際観光・交流
拠点の形成等

ポストコロナを見据えたクルーズ船寄港地の形成等に取り組むと
ともに、東部海浜開発事業の推進等により、多彩で高付加価値
の国際観光・交流拠点の形成やブランド価値を生む親水空間の
提供を図る。

国
県
市

R４～

7 戦略的クルーズ観光推進事業

質の高いクルーズ観光を推進するため、展示会への出展、プロ
モーション、クルーズ船社等への誘致活動、地域の受入体制強
化等を通して、付加価値の高いクルーズの寄港、周遊・発着ク
ルーズを戦略的に誘致する。

県 R４～

8
観光地形成促進地域制度の活用
促進

高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため、国内外から
の観光旅客に対応した観光関連施設の整備を促進する。

県 R４～

9 沖縄ワーケーション促進事業
ワーケーションデスティネーションとしての沖縄の認知度向上に
向けたプロモーションや企業やワーケーションに関心のある個人
事業主等に対する誘客プロモーションを実施する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 スポーツツーリズム戦略推進事業
スポーツツーリズムの促進、スポーツイベントの支援及び実施、
スポーツコンベンション誘致などを行う。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 企業集積施設等の整備

ビジネス開発に取り組む環境整備を行うため、沖縄ＩＴ津梁パーク
の就業環境の充実に向けて民間資金を活用した利便施設や企
業集積施設を整備し、更なる企業の集積と雇用の創出に取り組
む。

県
民間

R４～

2 ICTビジネス高度化支援
IT事業者の技術力等の強化により、高度化・新たなビジネスへの
展開を促進する。

県
民間

R４～

③　スポーツコンベンション地域の形成

①　国際競争力のある情報通信関連産業の振興

ウ　県全体を牽引する産業振興
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中部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

3 高度情報通信産業人材育成
県内ITエンジニアの知識や技術の高度化・強化のための人材育
成講座実施支援を行う。

県 R４～

4 ＩＴ見本市の開催支援
IT見本市の開催支援により、県内情報通信関連産業のソリュー
ションを県内外他産業の事業者向けに発信する場を創出する。

県 R４～

5
新たなビジネスやスタートアップに
向けた取組

デジタル技術を活用したスタートアップに対し、ビジネス化に向け
た検証支援（ハンズオン、起業家によるメンタリング）を行う。

県
民間等

R４～

6
国内外の企業や技術者等による
ビジネス交流機会の創出

ワーケーションを活用した地域課題解決や新たなビジネス創出の
支援を行う。

県
民間等

R４～

7
通信基盤の利用促進
(首都圏－沖縄－アジア間を結ぶ
海底光ケーブルの利用促進)

アジア－沖縄－首都圏間を結ぶ沖縄国際情報ネットワークにつ
いて、企業誘致セミナー等を活用して、国内外の企業に対する本
ネットワーク認知度の向上と利用促進に取り組む。

県
民間

R４～

8

通信基盤の利用促進
(県内主要データセンター等拠点
を結ぶ通信ネットワークの利用促
進)

沖縄情報通信センターをはじめとする、県内主要データセンター
４ヶ所（沖縄情報通信センター、宜野座サーバーファーム、FRT、
名護みらい２号館）と、IT津梁パーク等主要拠点を接続する沖縄
クラウドネットワークについて、ネットワークの運営事業者や県内
データセンター事業者等と連携して沖縄国際情報通信ネットワー
クと県内データセンター等との一体的な活用提案やユースケース
の周知によって認知度向上及び利用促進に取り組む。

県
民間

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
中城湾港における産業支援港湾
としての機能強化・拡充

東海岸地域の産業支援港湾としての機能強化・拡充を図るた
め、航路の新設・拡充を含む効率的で生産性の高い物流ターミ
ナルの整備・運営や既存施設の再編・強化等に取組む。

国
県
市

R４～

2
各圏域の拠点となる港湾の機能
分担・有機的連携の推進

今後の港湾物流施策を分野横断的に総合的に推進するための
港湾物流のグランドデザインを描き、各圏域の拠点となる港湾の
機能分担・有機的連携を総合的、戦略的に推進するとともに、港
湾サービスの総合的な価値向上を多様な主体の共創により実現
する官民の組織・連携体制の構築等により、各圏域の産業振興
を推進する。

国
県

那覇港管
理組合
民間

R４～

3 国際物流拠点産業集積地域

急成長する東アジアの中心に位置する沖縄において、地理的優
位性を活かし、高付加価値型のものづくり企業や高機能型物流
企業等の国際物流拠点産業の集積を図ることで、沖縄における
産業及び貿易を振興し、もって沖縄の自立型経済の構築を図る。

県
市町村

R４～

4 産業集積地形成促進事業
臨空・臨海型産業の集積に向けた市町村等による産業用地整備
を促進するため、各用地の特性に応じた企業誘致コンセプトの整
備や、早期供用に繋がる手法の調整等を行う。

県 R４～

5
沖縄健康バイオテクノロジー研究
開発センター及び沖縄バイオ産業
振興センターの運営

本県の地域特性や生物資源を生かした医薬品、機能性食品等、
バイオ分野の高度化・多様化するニーズに対応するバイオベン
チャー企業等の集積に取り組むため、高度な研究機器等を備え
たインキュベート施設を運営する。

県 R４～

6 スタートアップ関連イベントの開催

スタートアップが自律的･連続的に輩出され、短期間で成長する
仕組み（スタートアップエコシステム）の強化に向けて、スタート
アップ、金融機関、ベンチャーキャピタルや支援機関等が参加す
るコミュニティ形成促進に資するイベントを開催する。

県
受託業者

R４～

②　臨港型産業の振興と産業イノベーションの推進
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

7 産業イノベーション促進地域制度

DXの推進により製造業の開発力等の向上や、地域資源や再生
可能エネルギーを活用した新事業の創出等に特に寄与する事業
を行う企業の集積を通じ、新たな価値を生み出し、これを普及す
ることにより、創出される経済社会の大きな変化を促進する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 花きの生産振興
花き産地の育成と生産振興を図るため、生産施設等の整備、産
地協議会の育成や実証展示ほの設置など安定生産・出荷体制
の確立に取り組む。

県
市町村
農協等

R４～

2 沖縄製糖業の高度化推進
県内の製糖業者の経営安定化を図るため、分蜜糖製糖施設の
更新整備や従来の砂糖製造のみに留まらない高度な製糖業の
あり方等について検討を行う。

県
関係団体

等
R４～６

3 モズク養殖業の振興
モズク養殖業の安定生産・流通体制の確立を図るため、関連す
る流通・加工施設の整備や加工品の開発促進による高付加価値
化に取組み、漁業者や関係団体に対する技術指導を強化する。

県
市町村

関係団体
R４～

4 グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズム活動組織等の育成により受入品質の向上と
連携体制を構築する。また、グリーン・ツーリズム情報の収集・発
信と沖縄の特長を生かした体験交流プログラムの充実・強化によ
り新たな顧客を開拓する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
住民参加型都市計画マスタープラ
ンの策定の促進

都市計画区域を持つ市町村における住民参加型都市計画マス
タープラン策定の支援を行う。

県
市町村

R４～

2 自然環境に配慮した海岸の整備
海岸保全施設の整備、老朽化施設の改修の際に、景観・親水性
に配慮した整備に取組む。

県 R４～

3 都市公園整備事業

都市公園の整備を推進し、都市公園の供用面積（整備面積）の
増加を図ることで、都市やグラウンド等の日陰づくりを進め、紫外
線による健康被害防止及び気候変動の進行に伴う熱中症被害
防止を見据えたまちづくりに取り組む。

国
県

市町村
R４～

4
那覇広域、南城及び中部広域圏
における都市公園の整備事業

那覇広域、南城及び中部広域圏における都市計画区域内におけ
る人口一人当たりの都市公園面積は、全国平均より低い状況で
あるため、那覇広域、南城及び中部広域圏における都市公園の
整備を推進する。

県
市町村

R４～

5
地域子ども・子育て支援事業（地
域子育て支援拠点事業）

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う市町
村事業を支援する。

県
市町村

R４～

6 放課後児童クラブ支援強化事業

放課後児童クラブに登録できない児童の解消、施設環境の改善
及び割高な利用料金の低減化等を図るため、市町村による公的
施設活用クラブの整備や民間施設に対する環境改善等の取組を
支援する。

県
市町村

R４～

エ　持続可能な基幹都市圏の形成

③　農林水産業の振興

①　まちづくりの推進
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

7
地域子ども・子育て支援事業（放
課後児童健全育成事業）

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し、適切な遊
びや生活の場を与えてその健全な育成を図るため、放課後児童
クラブに対する運営費等の支援を行う市町村事業を支援する。

県
市町村

R４～

8
過大規模校の改善に向けた新た
な特別支援学校の設置

中部地区の特別支援学校の過密解消を図り、児童生徒の教育
環境の充実を図ることを目的に、新たな特別支援学校を設置す
る。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 沖縄西海岸道路の整備

広域交通拠点（那覇空港、那覇港）と中南部圏域西海岸の地域
拠点、沖縄自動車道・那覇空港自動車道を相互に連絡し、物流
の効率化、交通渋滞の緩和、観光振興、地域活性化に寄与する
区間延長約50kmの高規格道路の整備を促進する。

国 R４～

2 ハシゴ道路ネットワークの構築

沖縄自動車道、国道58号（沖縄西海岸道路含む）及び国道329号
等、沖縄本島を南北に縦断する柱を支える東西連絡道路として、
宜野湾北中城線、浦添西原線等を整備し、体系的な幹線道路網
を構築する。

県 R４～

3 道路整備事業（県管理道路）
圏域内の経済活動を支える幹線道路網の形成や中南部都市圏
へのアクセス性の拡充を図るため、那覇北中城線等の整備を推
進する。

県 R４～

4 街路整備事業（県管理道路）
拠点都市間の移動の円滑化、慢性的な交通渋滞の緩和を図る
ため、県道24号線バイパス、胡屋泡瀬線等の整備を推進する。

県 R４～

5 交通体系整備推進事業
効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に向けて地域公共
交通計画の策定を促進する。

県
市町村

R４～

6 バス路線補助事業費
地域住民の生活に必要なバス路線の運行に伴い生じた欠損に
対する補助及び車両購入費等の補助に取り組む。

国
県

市町村
R４～

7 自転車利用環境の整備
環境負荷の少ない都市交通の重要な手段である自転車の通行
空間の整備拡大を進め、安全性の向上や利用空間の向上を図
る。

国
県

市町村
R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 公営住宅整備事業
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で公営住宅を供
給できるよう、高原団地、赤道団地、牧港団地、砂辺団地及び石
川団地等の老朽化した公営住宅の更新整備を推進する。

県 R４～10

2 無電柱化推進事業
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした無電柱
化を推進する。

国
県

市町村
R４～

3 災害防除（道路）
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした災害防
除を推進する。

県 R４～

①　生活環境基盤等の整備

オ　生活環境基盤等の充実及び島しょ地域の振興

②　交通渋滞の緩和に向けた交通ネットワークの構築

- 679 -



中部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4
道路施設長寿命化修繕事業（県
道等）

道路施設の定期点検・修繕・耐震補強・更新に取り組み、道路施
設の長寿化を図る。

県 R４～

5 治水施設の機能維持
長寿命化計画に基づく治水施設（可動堰・ダム）の効率的かつ効
果的な維持・修繕を行う。

県 R４～

6 自然環境に配慮した河川の整備
自然石等を用いた河川護岸の整備や景観・環境に配慮した多自
然川づくりの整備を推進する。

県 R４～

7 治水対策としての河川の整備
治水対策については、流域全体で水害を軽減させる流域治水に
取り組み、その中で河川事業においては、治水対策として河川整
備を推進する。

県 R４～

8 海岸保全施設の整備推進
台風等の高潮や波浪から海岸を防護するため、海岸保全施設の
整備推進と、老朽化した施設の機能強化や回復を図る。

県 R４～

9 土砂災害対策事業
土砂災害危険箇所における砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策
施設の整備を行う。

県 R４～

10 砂防関係施設長寿命化対策
砂防関係施設の長寿命化を図るため、ドローン等のICT活用によ
り作業を効率化しながら、砂防関係施設の点検を推進する。

県 R４～

11 港湾施設長寿命化事業
港湾施設の計画的な長寿命化対策を実施し、港湾利用者の安
全確保を図る。

県 R４～

12 港湾のBCPの推進
港湾施設の耐震化など、緊急輸送機能を持つ施設の整備に取り
組むとともに、港湾機能を最低限維持・早期回復ができるよう、港
湾BCPの実効性を高める総合的な対策に取り組む。

港湾管理
者

関係団体
R４～

13
避難地としての都市公園整備事
業

避難地指定公園の整備を推進することで、防災機能としての役
割を担う園路や広場、備蓄倉庫等の整備に取り組む。

県
市町村

R４～

14 水道施設の整備
今後の水需要や水質の安全性を確保するため、水道施設の整
備や老朽化した施設の計画的な更新等による長寿命化対策、耐
震化等の減災対策を推進する。

県 R４～

15 水道基盤強化推進事業
地域の実情に応じた水道広域化を進め、効果的に運営基盤の強
化及び水道サービスの向上に取り組む。

県
市町村

R４～

16 水道施設整備事業
市町村管理の水道施設の整備や老朽化した施設の計画的な更
新等による長寿命化対策、耐震化等の減災対策を推進する。

市町村 R４～

17 下水道事業
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、他の汚水
処理事業と連携し、地域特性を考慮した効果的な下水道整備を
推進する。

県
市町村

R４～

18 下水汚泥の有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する汚泥を肥
料として緑農地還元するなど、汚泥の再資源化を推進する。

県
市町村

R４～
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

19 消化ガスの有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する消化ガス
の有効利用を推進する。

県
市町村

R４～

20 下水道事業（浸水対策）
大雨などに対する被害を軽減し、住民の生命、財産を保護し、都
市における安全性の確保を図るための浸水対策を促進する。

市町村 R４～

21
下水道事業（管渠の長寿命化・地
震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を推進する。

県
市町村

R４～

22
下水道事業（処理場等の長寿命
化・地震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を推進する。

県
市町村

R４～

23 石油製品輸送等補助事業
離島地域における石油製品の価格の安定と円滑な供給を図るた
め、沖縄本島から離島へ輸送される石油製品の輸送経費等に補
助する。

県 R４～

24 防災情報システム運営事業

災害時における住民への伝達手段を拡充することで被害の軽減
を図ること、被害情報や避難所情報を関係機関で共有し迅速に
適切な対応を行うことを目的とし、防災関連機関所有システムと
情報を連携する。

県 R４～

25
地域防災リーダー育成・普及啓発
事業

自主防災組織あるいは自主防災組織結成の意志がある自治会
等のリーダーに対し、研修会や講演会を実施する。

県
市町村

R４～

26 大規模災害対応力強化
大規模災害への対応力を強化するため、災害時の防災関係機
関の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚を図
るための防災訓練を実施する。

県
市町村

R４～

27 消防広域化推進事業
沖縄県消防広域化推進計画に基づき、消防の広域化及び連携・
協力を進める市町村を支援する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島港湾整備事業
海上交通の安全性・安定性の確保等を図るため、岸壁等の整備
を行い、港湾機能の強化・拡充に取り組む。

県 R４～

2 離島航路補助事業
離島住民のライフラインである離島航路の運営により生じた欠損
に対する補助に取り組む。

県 R４～

3 離島航路運航安定化支援事業
離島住民のライフラインである離島航路の船舶確保（建造・購
入）に対する補助に取り組む。

県 R４～

4
沖縄県離島住民等交通コスト負
担軽減事業

離島住民等の移動に係る交通コスト負担を軽減するため航空運
賃及び船賃の低減に取り組む。

県 R４～

5 離島観光活性化促進事業
新たな沖縄の魅力として離島観光の認知度向上を図るため、観
光客に離島訪問を想起させる多様な情報発信、地域主導型のプ
ロモーション等を行う。

県 R４～

②　周辺離島における定住条件の整備及び地域活性化
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

6 バス通学費等支援事業
家庭の経済環境にかかわらず、安心して学業に励むことができ
る教育環境の整備を図るため、低所得世帯の中高生を対象にバ
ス通学費等を支援する。

県 R４～

7
高等学校等奨学のための給付金
事業

意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の
教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低所得世帯を対象
に奨学のための給付金を支給する。

県 R４～

8
経済的に修学困難な高校生等に
対する奨学金事業

教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありながら経済的理由
により、修学困難な高校生に対し、奨学金を貸与し支援する。

県
国際交流・
人材育成

財団

R４～

9 県外進学大学生支援事業

能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な県
内高等学校等生徒の県外難関大学等への進学を促進し、大学
等進学率の改善を図るとともに、グローバル人材の育成を促進し
ていくため、奨学生の採用及び給付を行う。

県 R４～

10
離島児童生徒支援センターの管
理運営

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るとともに、離
島振興に資するため、高校に進学する際の生徒の寄宿舎（学生
寮）としての機能及び小・中・高校生の交流機能を併せ持つ離島
児童生徒支援センターを管理運営する。

県 R４～

11 離島高校生修学支援事業
高校のない離島出身の高校生を対象に、通学や居住に要する経
費を支援することによって、保護者の経済的・精神的負担の軽減
を図る。

県
市町村

R４～

12 ネットワーク環境整備
県立学校における無線LAN等の整備やインターネット通信におけ
る速度・安定性の強化等、ネットワーク整備に取り組む。

県 R４～

13 ＩＣＴ活用環境整備
県立学校における学びや校務のICT化を進めるため、ICT機器等
の整備に取り組む。

県 R４～

14 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業
デジタル技術の活用により、離島・過疎地域の個性を活かしなが
ら、地域課題の解決と持続可能な地域づくりに向けて取り組む民
間事業者等を支援する。

県
民間事業

者等
R４～７

15
沖縄離島体験・デジタル交流促進
事業

将来を担う児童が、離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島等と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目的として、体験学習や民泊等を実
施するとともにオンラインによる離島体験学習や交流を実施す
る。

県 R４～13

16 コワーキングスペースの設置
地域の実情に応じたコワーキングスペースの設置に向け、国の
補助事業等を市町村へ周知する。

県
市町村

R４～
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南部圏域

（３）南部圏域

ア　自然環境の保全・再生及びクリーンエネルギーの推進
No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
沖縄県自然環境再生指針の普及
啓発

沖縄県自然環境再生指針の普及啓発を行うとともに、自然環境
再生事業に取り組む市町村に対し技術的支援を行う。

県 R４～

2 自然公園区域等の見直し
沖縄戦跡国定公園の区域等について、自然的・社会的条件の変
化に応じた見直しを実施する。

県 R４～７

3 雨水等の有効利用の促進
水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ雨水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布する。

県 R４～

4
地下水利用に係る水循環基本法
の理念について市町村、県民等
への普及啓発

地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民
等に対し、県ホームページでの理解促進を図るとともに、リーフ
レット等を配布し普及啓発を図る。

県 R４～

5 鳥獣保護区の指定及び更新
鳥獣保護区の新規指定及び更新、特別保護地区の新規指定及
び更新に取り組む。

県 R４～

6
外来種の駆除及び侵入・定着の
防止

重点対策種の防除実施、重点予防種のモニタリング実施、普及
啓発等に取り組む。

国
県

市町村
R４～

7
沖縄県クリーンエネルギー・イニシ
アティブの推進

エネルギー使用に伴う環境負荷の低減に向けて、エネルギーの
安定供給に配慮しつつ、県民の協力の下、民間事業者等と連携
しながら本県の地域特性に合ったクリーンエネルギーを導入拡
大するため、県のエネルギー計画である「沖縄県クリーンエネル
ギー・イニシアティブ」の広報啓発及び進捗確認に取り組む。

県
市町村
事業者

関係団体
県民

R４～

8
クリーンエネルギー導入拡大に係
る調査等の推進

クリーンエネルギーの導入拡大に向け、クリーンエネルギーの最
先端技術に係る可能性調査や実証事業の推進等に取り組む。

県
事業者

R４～

9
税制上の特例措置による再エネ
設備等の導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関
連設備に係る投資を促すため、税制上の特例措置の活用促進
に取り組む。

県 R４～

10
補助事業による再エネ設備等の
導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関
連設備に係る投資を促すため、県独自の補助事業の導入や、国
の補助制度の活用促進等に取り組む。

県 R４～

11
次世代エネルギーの利活用に係
る調査等の推進

水素・アンモニア等の次世代エネルギーの利活用に向けて、調
査研究の促進、税制上の特例措置や補助等の支援策拡充に取
り組む。

県
事業者

R４～

12 地域マイクログリッドの導入促進

エネルギーの地産地消化、電力系統の安定運用や社会全体の
効率的な電力使用を目指し、ICTを活用した「アイランド・スマート
グリッド」のシステム確立に向け、マイクログリッドに係る広報啓
発及び民間事業の促進に取り組む。

事業者
県

市町村
R４～

13
海洋環境を活用した再生可能エ
ネルギーの導入促進

海に囲まれた本県において、導入ポテンシャルが大きいとされる
海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導入拡大
のため、実用化に向けた技術の確立に向けて、洋上風力発電を
はじめ、海洋温度差、潮流、波力等を活用した発電等における研
究機関や民間事業者等の研究開発の促進に取り組む。

県 R４～
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

14
県内産出エネルギーの利用拡大
の推進

県内産出エネルギーである再生可能エネルギーや水溶性天然
ガス等の利用拡大を推進し、安定的なエネルギー源の確保に取
り組む。

県
市町村
事業者

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
「新・首里杜構想」による歴史まち
づくりの実現

自然・歴史・文化を感じる景観の創出するため歴史まちづくりの
促進に向けた協議会を開催し、検討、対策を実施する。

県
那覇市

R４～

2
県内技術者及び県産資材の活用
による復元

首里城復元に必要とされる木材や赤瓦等の県産資材の調査・研
究を進めるなど、県産資材の利活用に取り組む。

県 R４～

3 寄附金活用による復元
国との連携を行い、首里城の象徴的な箇所などの部位にできる
だけ寄附金を活用して早期復元できるように取り組む。

県 R４～

4
見せる復興での催事開催と復興
状況の情報発信

首里城の復興に当たっては、復元過程の公開や「木曳式」などの
復興イベントの実施とともに国内外へ積極的に情報発信し、観
て、学び、楽しめる「見せる復興」に取り組む。

県 R４～

5 首里城公園の防火対策の強化
防火対策の強化するため、管理運営の仕組みの見直しや公園
管理センター及び首里杜館改修の基本設計、実施設計、工事等
を行う。

県 R４～

6
歩行者中心で快適な道路空間の
創出

観光地マネジメントの推進するために調査計画し、観光地マネジ
メントを実施していく。

県 R４～

7 首里城跡景観整備事業

首里城を中心とした首里杜地区において、「新・首里杜構想」によ
る歴史まちづくりの実現に向けて、景観を阻害する箇所の調査及
び修復保全を行い、自然・歴史・文化を感じる景観の創出に取り
組む。

県 R４～

8
首里城正殿遺構の適切な保護及
び公開

世界遺産である首里城正殿遺構について、損傷の状態を的確に
把握し、国と連携しながら保護対策や公開に取り組む。

県 R４～

9
首里城及び周辺文化財の情報発
信

首里城及び周辺文化財の発掘調査の成果について、最新デジタ
ル技術を活用し世界に向けた発信に取り組む。

県 R４～

10
歴史文化遺産の整備や行催事等
の推進

歴史文化遺産である中城御殿跡の整備をするために基本設計、
実施設計、工事等を行う。

県 R４～

11 円覚寺跡三門復元整備事業
国指定史跡である円覚寺跡の公開活用に向けて、発掘調査の
成果や古写真等の資料を手がかりに、三門の復元工事を行う。

県 R４～５

12
第32軍司令部壕の保存・公開に
向けた取組

沖縄戦の軍事的中枢施設であった第32軍司令部壕の詳細な位
置の確認や壕周辺の地盤の安全性を検討するための地質調査
等を進め、壕の保存・公開に向けて取り組む。

県 R４～

13
世界遺産の保存と活用について
の協議

琉球王国のグスク及び関連遺産群の保全や周辺の整備を進
め、歴史と調和した景観の創出を図る。

県
世界遺産
所在市村

R４～

①　歴史文化の継承・発展

イ　歴史文化の継承・発展及び観光振興
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

14
史跡等の保存活用計画・整備、買
い上げ事業

斎場御嶽をはじめとする史跡等の保存・活用を図るため、専門家
による委員会を開催し、保存活用計画や整備計画及び整備事業
を実施する。

市町村 R４～

15
沖縄空手会館を拠点とした「空手
発祥の地・沖縄」の強力な発信

沖縄空手会館による沖縄空手に関する資料収集、調査研究、展
示、教育普及等の推進により、学術研究の深化・発信に取り組む
とともに、各種セミナーの開催、沖縄空手案内センターによるコー
ディネートなど、空手愛好家の受入体制の強化を進め、広く国内
外に対し「空手発祥の地・沖縄」の発信に取り組む。

県 R４～

16
沖縄空手世界大会の定期開催等
を通じた国際交流

世界に１億３千万人いるといわれる空手愛好家を対象に、沖縄
空手世界大会や空手の日記念演武祭など、世界レベルの大会
や国際的なイベントを実施し、沖縄空手を通した国際交流の活性
化に取り組む。

県 R４～

17
ユネスコ無形文化遺産の登録に
向けた取組の推進

沖縄空手会館を拠点として沖縄空手に関する学術研究を推進し
深めるとともに、人格を高め「平和の武」といわれる沖縄空手の
伝統文化としての価値を広く啓発し、ユネスコ無形文化遺産登録
に向けた気運の醸成に取り組む。

県 R４～

18 博物館・美術館費
沖縄県立博物館・美術館において資料収集、資料保存管理、県
主催展覧会の開催、調査研究、教育普及活動の企画、施設の維
持管理等に関する業務に取り組む。

県 R４～

19
埋蔵文化財の範囲確認及び記録
保存調査を実施

埋蔵文化財の各種調査を適切に行いつつ、保存及び活用を進
めることで、国民共有の財産である埋蔵文化財を後世へ継承す
る。

県
市町村

R４～

20
国立劇場おきなわ鑑賞層拡大事
業

国立劇場おきなわの自主公演を鑑賞することが少ない層に影響
力がある団体等に対し、劇場までのバスチャーター経費を支援し
鑑賞層の拡大を図る。

県
国立劇場
おきなわ

R４～

21 県立芸術大学運営費交付金
大学運営に係る経費のうち、法人の収入のみでは不足する分の
財源として公立大学法人沖縄県立芸術大学に対し使途を特定し
ない交付金を交付する。

県 R４～

22 後継者育成事業
伝統工芸産業に携わる従事者の確保及び育成を図ることを目的
に、各工芸産地組合が行う後継者育成事業に対して助成する。

国
県

市町村
産地組合

R４～

23 おきなわ工芸の杜の活用
工芸に関する情報発信の強化や作り手と使い手の交流、市場
ニーズに即した製品開発を促進するとともに、工芸起業者の育成
を図る。

県
指定管理

者
R４～

24 作り手と消費者との交流促進
おきなわ工芸の杜において、作り手と異業種の交流を促進し、新
たな市場開拓や商品開発、ビジネスモデルの創出を推進する。

県
指定管理

者
R４～

25 しまくとぅば普及継承事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
「しまくとぅば普及センター」を中心とした、しまくとぅば講師養成講
座や人材バンクからの講師の派遣、しまくとぅば検定などの人材
養成等の取組のほか、普及に取り組む民間団体への補助、県民
大会等を行う。

県 R４～

26 しまくとぅばアーカイブ事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
各地域における文法調査票の収集及び収集した文法調査票と
連動した教材の作成、歌や文学的文章、自然談話の収録等、し
まくとぅばのアーカイブ化の取組を行う。

県 R４～８
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
マリンタウンMICEエリアを核とした
全県的なMICE受入体制の確保

マリンタウンMICEエリアにおいて、大型MICE施設整備を推進す
るとともに、宿泊施設や集客施設等の立地促進や施設利用者の
利便性確保、オープンスペースの賑わいやスマートシティの形成
など、MICEを中心としたまちづくりに取り組む。

県 R４～

2 戦略的MICE誘致促進事業

全県的なMICEの振興を図るため、MICE開催地としての認知度向
上、国内外での誘致・プロモーション活動、産学官の連携による
MICEの誘致活動やMICE受入体制の整備、専門人材育成等に取
り組む。

県
OCVB

R４～

3
那覇港における国際観光・交流拠
点の形成等

那覇港において、フライ・アンド・クルーズ等の付加価値の高いク
ルーズ誘致を行うため、クルーズバースの整備等を推進するとと
もに、浦添ふ頭地区においては、富裕層の長期滞在型観光の拠
点となる世界から選ばれる持続可能な観光地の形成に向けて、
自然環境を生かし、マリーナ・ビーチ等で構成する観光・ビジネス
拠点の形成に取り組む。

国
県

市町村
那覇港管
理組合

R４～

4
中城湾港における国際観光・交流
拠点の形成等

西原与那原地区においてスーパーヨットの受入環境整備、大型
MICE 施設等と調和したマリーナ整備等に取り組み、多彩で高付
加価値の国際観光・交流拠点の形成やブランド価値を生む親水
空間の提供を図る。

県
市町村
民間

関係団体

R４～

5 沖縄観光グローバル事業

国際航空路線の拡充及び外国人観光客の誘客を図るための取
組を行う。
①国際航空路線の誘致・拡充を図るための支援
②各市場特性に応じたプロモーションの展開
③多言語によるWEB及びSNSでの観光情報の発信
④海外トップセールス及び国際旅客ハブの形成に向けた連携プ
ロモーション
⑤Be.Okinawaブランドイメージを図るためのビジュアル作成等
⑥富裕層に特化した誘客活動の展開

県 R４～

6 国内需要安定化事業
国内需要の安定的な確保を図るため、季節ごとにターゲットを設
定した誘客キャンペーン、観光PRイベント等のプロモーションを
実施する。

県 R４～

7 スポーツツーリズム戦略推進事業
スポーツツーリズムの促進、スポーツイベントの支援及び実施、
スポーツコンベンション誘致などを行う。

県 R４～

8
観光地形成促進地域制度の活用
促進

高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため、国内外から
の観光旅客に対応した観光関連施設の整備を促進する。

県 R４～

9 沖縄ワーケーション促進事業
ワーケーションデスティネーションとしての沖縄の認知度向上に
向けたプロモーションや企業やワーケーションに関心のある個人
事業主等に対する誘客プロモーションを実施する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
那覇港における国際流通港湾機
能の強化

那覇港の国際流通港湾としての機能充実等を図るため、岸壁整
備や防波堤延伸・改良、臨港道路の整備を推進・促進するととも
に、各ふ頭の機能再編や総合物流センターⅡ期・Ⅲ期の整備、
ICTの活用等による港湾機能の高度化の検討に取り組む。

国
県

那覇港管
理組合

R４～

ウ　県全体を牽引する産業振興

②　国際交流都市機能や圏域の魅力を生かした観光振興

①　臨空・臨港型産業の振興と産業イノベーションの推進
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

2 国際航空物流機能強化推進事業
東アジアの中心に位置する地理的優位性を生かした国際航空物
流ネットワークの拡充に向けて、那覇空港から貨物輸送を行う国
際航空便の復便・新規就航促進に取り組む。

県 R４～

3 国際物流拠点産業集積地域

急成長する東アジアの中心に位置する沖縄において、地理的優
位性を活かし、高付加価値型のものづくり企業や高機能型物流
企業等の国際物流拠点産業の集積を図ることで、沖縄における
産業及び貿易を振興し、もって沖縄の自立型経済の構築を図
る。

県
市町村

R４～

4 航空関連産業クラスターの形成
航空機整備事業を起点とした航空関連産業の集積を図るため、
航空機整備関連企業の誘致や航空関連人材の育成等に取り組
む。

県 R４～

5 産業イノベーション促進地域制度

DXの推進により製造業の開発力等の向上や、地域資源や再生
可能エネルギーを活用した新事業の創出等に特に寄与する事業
を行う企業の集積を通じ、新たな価値を生み出し、これを普及す
ることにより、創出される経済社会の大きな変化を促進する。

県
市町村

R４～

6
国際商談会（沖縄大交易会）の開
催支援

沖縄国際物流ハブを活用した県産品の販路拡大及び全国特産
品のアジア向け輸出における流通拠点化を促進するため、沖縄
大交易会の開催支援を行う。

県 R４～

7
海外展開のビジネス交流拠点の
形成

那覇空港・港湾エリアに国内外の企業へビジネスの場や機会を
提供する競争力のあるビジネス環境を整備し、国際的かつ魅力
的なビジネス交流拠点の形成に向けた調査を行う。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 高度情報通信産業人材育成
県内ITエンジニアの知識や技術の高度化・強化のための人材育
成講座実施支援を行う。

県 R４～

2 通信基盤の利用促進
アジア－沖縄－首都圏間を結ぶ沖縄国際情報ネットワークにつ
いて、企業誘致セミナー等を活用して、国内外の企業に対する本
ネットワーク認知度の向上と利用促進に取り組む。

県
民間

R４～

3 ＩＴ見本市の開催支援
IT見本市の開催支援により、県内情報通信関連産業のソリュー
ションを県内外他産業の事業者向けに発信する場を創出する。

県 R４～

4 ICTビジネス高度化支援
IT事業者の技術力等の強化により、高度化・新たなビジネスへの
展開を促進する。

県
民間

R４～

5
新たなビジネスやスタートアップに
向けた取組

デジタル技術を活用したスタートアップに対し、ビジネス化に向け
た検証支援（ハンズオン、起業家によるメンタリング）を行う。

県
民間等

R４～

6
国内外の企業や技術者等による
ビジネス交流機会の創出

ワーケーションを活用した地域課題解決や新たなビジネス創出
の支援を行う。

県
民間等

R４～

②　国際競争力のある情報通信関連産業の振興
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 野菜の生産振興
野菜産地の育成と生産振興を図るため、生産施設等の整備、産
地協議会の育成や実証展示ほの設置など安定生産・出荷体制
の確立に取り組む。

県
市町村
農協等

R４～

2 総合的病害虫管理技術推進事業
安定的な農業生産を維持しつつ、環境負荷や化学農薬の削減を
実現するため、天敵利用技術を含む総合的病害虫管理（IPM)技
術の普及拡大に取組む。

県 R４～５

3 生乳生産体制の強化
 優良な乳用牛を確保し、高品質生乳の安定的生産及び乳用牛
群の資質向上を図るため、県外から優良初妊牛の導入、酪農家
が優良後継牛を育成するのに係る経費を助成する。

県
関係団体

R４～

4
新たに糸満漁港で開設された新
市場における、集出荷機能の強
化に向けた取組

県内の水産業の拠点的役割を担う糸満漁港において、安定生
産・流通体制の確立を図るため、県漁連の地方卸売市場及び糸
満漁業協同組合が運営する卸売市場の統合や高度衛生管理型
流通関連施設の整備を推進する。

県
市町村
漁協等

R４～

5 グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズム活動組織等の育成により受入品質の向上と
連携体制を構築する。また、グリーン・ツーリズム情報の収集・発
信と沖縄の特長を生かした体験交流プログラムの充実・強化によ
り新たな顧客を開拓する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 那覇港の物流・人流機能の強化

那覇港の国際流通港湾としての機能充実等を図るため、岸壁整
備や防波堤延伸・改良、臨港道路の整備を推進・促進するととも
に、各ふ頭の機能再編や総合物流センターⅡ期・Ⅲ期の整備、
ICTの活用等による港湾機能の高度化の検討に取り組む。
加えて、フライ・アンド・クルーズ等の付加価値の高いクルーズ誘
致を行うため、クルーズバースの整備等を推進するとともに、浦
添ふ頭地区においては、富裕層の長期滞在型観光の拠点となる
世界から選ばれる持続可能な観光地の形成に向けて、自然環境
を生かし、マリーナ・ビーチ等で構成する観光・ビジネス拠点の形
成に取り組む。

国
県

市町村
那覇港管
理組合

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 ハシゴ道路ネットワークの構築
本島南北軸である国道329号西原バイパス等の整備の促進や、
東西軸である南部東道路等の整備の推進など、ハシゴ道路ネッ
トワークの構築に向けた取組を推進する。

県 R４～

2 那覇空港自動車道の整備
拠点都市間の移動の円滑化、慢性的な交通渋滞の緩和を図る
ため、豊見城・名嘉地インターチェンジから那覇空港までを結ぶ
小禄道路の整備を促進する。

国 R４～

3 沖縄西海岸道路の整備

広域交通拠点（那覇空港、那覇港）と中南部圏域西海岸の地域
拠点、沖縄自動車道・那覇空港自動車道を相互に連絡し、物流
の効率化、交通渋滞の緩和、観光振興、地域活性化に寄与する
区間延長約50kmの高規格道路を整備を促進する。

国 R４～

4 道路整備事業（県管理道路）
圏域内の経済活動を支える幹線道路網の形成や中南部都市圏
へのアクセス性の拡充を図るため、国道507号（八重瀬道路）、宜
野湾南風原線等の整備を推進する。

県 R４～

③　農林水産業の振興

①　人流・物流拠点の機能強化

エ　持続可能な基幹都市圏の形成

②　交通渋滞の緩和に向けた交通ネットワークの構築
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

5 街路整備事業（県管理道路）
拠点都市間の移動の円滑化、慢性的な交通渋滞の緩和を図る
ため、真地久茂地線、豊見城中央線等の整備を推進する。

県 R４～

6 自転車利用環境の整備
環境負荷の少ない都市交通の重要な手段である自転車の通行
空間の整備拡大を進め、安全性の向上や利用空間の向上を図
る。

国
県

市町村
R４～

7
沖縄都市モノレール輸送力増強
事業

地域間を結ぶ交通ネットワークの拡充を図るため、今後の需要
動向を踏まえ定時速達性に優れた幹線公共交通機関として、モ
ノレールの輸送力増強を推進する。

県
那覇市
浦添市
事業者

R４～７

8 交通体系整備推進事業
効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に向けて地域公共
交通計画の策定を促進する。

県
市町村

R４～

9 バス路線補助事業費
地域住民の生活に必要なバス路線の運行に伴い生じた欠損に
対する補助及び車両購入費等の補助に取り組む。

国
県

市町村
R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
住民参加型都市計画マスタープラ
ンの策定の促進

都市計画区域を持つ市町村における住民参加型都市計画マス
タープラン策定の支援を行う。

県
市町村

R４～

2 都市公園整備事業

都市公園の整備を推進し、都市公園の供用面積（整備面積）の
増加を図ることで、都市やグラウンド等の日陰づくりを進め、紫外
線による健康被害防止及び気候変動の進行に伴う熱中症被害
防止を見据えたまちづくりに取り組む。

国
県

市町村
R４～

3
那覇広域、南城及び中部広域圏
における都市公園の整備事業

那覇広域、南城及び中部広域圏における都市計画区域内にお
ける人口一人当たりの都市公園面積は、全国平均より低い状況
であるため、那覇広域、南城及び中部広域圏における都市公園
の整備を推進する。

県
市町村

R４～

4
地域子ども・子育て支援事業（地
域子育て支援拠点事業）

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う市町
村事業を支援する。

県
市町村

R４～

5 放課後児童クラブ支援強化事業

放課後児童クラブに登録できない児童の解消、施設環境の改善
及び割高な利用料金の低減化等を図るため、市町村による公的
施設活用クラブの整備や民間施設に対する環境改善等の取組
を支援する。

県
市町村

R４～

6
地域子ども・子育て支援事業（放
課後児童健全育成事業）

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し、適切な遊
びや生活の場を与えてその健全な育成を図るため、放課後児童
クラブに対する運営費等の支援を行う市町村事業を支援する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 公営住宅整備事業
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で公営住宅を供
給できるよう、南風原団地、南風原第二団地及び松川団地等の
老朽化した公営住宅の更新整備を推進する。

県 R４

オ　生活環境基盤等の充実

③　持続可能なまちづくりの推進
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

2 無電柱化推進事業
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした無電柱
化を推進する。

国
県

市町村
R４～

3 災害防除（道路）
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした災害防
除を推進する。

県 R４～

4
道路施設長寿命化修繕事業（県
道等）

道路施設の定期点検・修繕・耐震補強・更新に取り組み、道路施
設の長寿化を図る。

県 R４～

5 治水施設の機能維持
長寿命化計画に基づく治水施設（可動堰・ダム）の効率的かつ効
果的な維持・修繕を行う。

県 R４～

6 治水対策としての河川の整備
治水対策については、流域全体で水害を軽減させる流域治水に
取り組み、その中で河川事業においては、治水対策として河川整
備を推進する。

県 R４～

7 海岸保全施設の整備推進
台風等の高潮や波浪から海岸を防護するため、海岸保全施設の
整備推進と、老朽化した施設の機能強化や回復を図る。

県 R４～

8 土砂災害対策事業
土砂災害危険箇所における砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策
施設の整備を行う。

県 R４～

9 砂防関係施設長寿命化対策
砂防関係施設の長寿命化を図るため、ドローン等のICT活用によ
り作業を効率化しながら、砂防関係施設の点検を推進する。

県 R４～

10 港湾施設長寿命化事業
港湾施設の計画的な長寿命化対策を実施し、港湾利用者の安
全確保を図る。

県 R４～

11
離島空港施設における耐震化対
策等の推進

災害時におけるライフライン確保、生活環境の安定確保を維持
するための空港施設の耐震化対策等に取り組む。

県 R４～

12
避難地としての都市公園整備事
業

避難地指定公園の整備を推進することで、防災機能としての役
割を担う園路や広場、備蓄倉庫等の整備に取り組む。

県
市町村

R４～

13 水道施設の整備
今後の水需要や水質の安全性を確保するため、水道施設の整
備や老朽化した施設の計画的な更新等による長寿命化対策、耐
震化等の減災対策を推進する。

県 R４～

14 水道施設整備事業
市町村管理の水道施設の整備や老朽化した施設の計画的な更
新等による長寿命化対策、耐震化等の減災対策を推進する。

市町村 R４～

15 下水道事業
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、他の汚水
処理事業と連携し、地域特性を考慮した効果的な下水道整備を
推進する。

県
市町村

R４～

16 下水汚泥の有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する汚泥を肥
料として緑農地還元するなど、汚泥の再資源化を推進する。

県
市町村

R４～
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南部圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

17 消化ガスの有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する消化ガス
の有効利用を推進する。

県
市町村

R４～

18 下水道事業（浸水対策）
大雨などに対する被害を軽減し、住民の生命、財産を保護し、都
市における安全性の確保を図るための浸水対策を促進する。

市町村 R４～

19
下水道事業（管渠の長寿命化・地
震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を推進する。

県
市町村

R４～

20
下水道事業（処理場等の長寿命
化・地震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を推進する。

県
市町村

R４～

21 再生水の有効利用
循環型社会構築に向けて、下水処理水を高度処理した再生水の
供給区域内での利用拡大を促進する。

県
市町村

R４～

22 石油製品輸送等補助事業
離島地域における石油製品の価格の安定と円滑な供給を図るた
め、沖縄本島から離島へ輸送される石油製品の輸送経費等に補
助する。

県 R４～

23 大規模災害対応力強化
大規模災害への対応力を強化するため、災害時の防災関係機
関の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚を図
るための防災訓練を実施する。

県
市町村

R４～

24 防災情報システム運営事業

災害時における住民への伝達手段を拡充することで被害の軽減
を図ること、被害情報や避難所情報を関係機関で共有し迅速に
適切な対応を行うことを目的とし、防災関連機関所有システムと
情報を連携する。

県 R４～

25 自然環境に配慮した河川の整備
自然石等を用いた河川護岸の整備や景観・環境に配慮した多自
然川づくりの整備を推進する。

県 R４～

26 消防広域化推進事業
沖縄県消防広域化推進計画に基づき、消防の広域化及び連携・
協力を進める市町村を支援する。

県
市町村

R４～

27
地域防災リーダー育成・普及啓発
事業

自主防災組織あるいは自主防災組織結成の意志がある自治会
等のリーダーに対し、研修会や講演会を実施する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島観光活性化促進事業
新たな沖縄の魅力として離島観光の認知度向上を図るため、観
光客に離島訪問を想起させる多様な情報発信、地域主導型のプ
ロモーション等を行う。

県 R４～

2 分蜜糖振興対策
離島地域の分蜜糖製造事業者の経営安定化に向け、気象災害
等による製造コスト等への緩和措置や製糖企業の合理化に資す
る製糖設備の整備などに対する支援を行う。

県
関係団体

等
R４～13

3 水道広域化施設の整備
安全な水道水を将来にわたって安定的に供給するため、水道広
域化施設の計画的な整備・更新・長寿命化と耐震化を推進する。

県 R４～

カ　離島における定住条件の整備及び地域活性化
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4 水道基盤強化推進事業
地域の実情に応じた水道広域化を進め、効果的に運営基盤の強
化及び水道サービスの向上に取り組む。

県
市町村

R４～

5 下水道事業（離島）
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、他の汚水
処理事業と連携し、地域特性を考慮した効果的な下水道整備を
促進する。

市町村 R４～

6
大東地区情報通信基盤整備推進
事業

大東地区において、高度な情報通信環境の形成を図るため、南
大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブル等の整備を行う。

県 R４～７

7
超高速ブロードバンド環境整備促
進事業

離島・過疎地域の条件不利地域における超高速ブロードバンド
環境の整備を行う。

県
民間通信
事業者
市町村

R４～

8
離島地区情報通信基盤高度化事
業

離島においてデジタル社会の推進を図るため、海底光ケーブル
通信設備の機能強化を行う。

県 R４～５

9 テレビ放送運営事業
先島地区及び南・北大東地区の地上デジタル放送施設の運営
管理等を行う。

県 R４～

10
離島・へき地における情報通信環
境の整備

県立学校における無線LAN等の整備やインターネット通信におけ
る速度・安定性の強化等、ネットワーク整備に取り組む。

県 R４～

11 ＩＣＴ活用環境整備
県立学校における学びや校務のICT化を進めるため、ICT機器等
の整備に取り組む。

県 R４～

12 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業
デジタル技術の活用により、離島・過疎地域の個性を活かしなが
ら、地域課題の解決と持続可能な地域づくりに向けて取り組む民
間事業者等を支援する。

県
民間事業

者等
R４～７

13
沖縄離島体験・デジタル交流促進
事業

将来を担う児童が、離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島等と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目的として、体験学習や民泊等を実
施するとともにオンラインによる離島体験学習や交流を実施す
る。

県 R４～13

14 沖縄しまっちんぐ推進事業
離島・過疎地域ならではのワーケーションの魅力向上及び関係
人口の創出を図るため、地域の現状や特色などを学び・体験す
るモニターツアー等を実施し地域との繋がりを強化する。

県 R４～６

15 移住定住促進事業

移住に関するシンポジウムの開催、移住フェアへの出展、移住体
験ツアーの開催及び移住応援サイトの運用を行うことで、移住者
も受入側も双方にとってメリットがある移住応援活動の基盤を作
り、離島・過疎地域を含む県全体でバランスのとれた人口の維
持・増加を目指す。

県 R４～

16 コワーキングスペースの設置
地域の実情に応じたコワーキングスペースの設置に向け、国の
補助事業等を市町村へ周知する。

県
市町村

R４～

17 離島空港の更新整備・機能向上
交流人口及び関係人口の拡大による地域の活性化を促進する
ため、空港施設の更新整備と機能向上に取り組む。

県 R４～
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

18
離島空港における航空・宇宙関連
産業の展開

離島空港を活用した航空・宇宙関連産業の展開を推進し、新た
な産業の創出と集積に取り組む。

県 R４～

19 離島港湾整備事業
粟国港、兼城港、南大東港や北大東港などにおいて、海上交通
の安全性・安定性の確保等を図るため、岸壁、船揚場等の整備
を行い港湾機能の強化・拡充に取り組む。

県 R４～

20
離島の道路・街路整備事業（県管
理道路）

交流人口及び関係人口の拡大による地域の活性化の促進を図
るため、久米島一周線等の整備を推進する。

県 R４～

21
沖縄県離島住民等交通コスト負
担軽減事業

離島住民等の移動に係る交通コスト負担を軽減するため航空運
賃及び船賃の低減に取り組む。

県 R４～

22 離島航空路線の維持
離島航空路の確保・維持を図るため、離島航空路線の運航に伴
い生じた欠損に対する補助及び航空機購入に対する補助に取り
組む。

県 R４～

23
離島航空路線の再開・継続運航
支援

過去に廃止された離島航空路線の再開に向けた検討・支援及び
再開後の反復継続運航に向けた検討・支援に取り組む。

県 R４～

24 離島航路補助事業
離島住民のライフラインである離島航路の運営により生じた欠損
に対する補助に取り組む。

県 R４～

25 離島航路運航安定化支援事業
離島住民のライフラインである離島航路の船舶確保（建造・購
入）に対する補助に取り組む。

県 R４～

26 離島高校生修学支援事業
高校のない離島出身の高校生を対象に、通学や居住に要する経
費を支援することによって、保護者の経済的・精神的負担の軽減
を図る。

県
市町村

R４～

27
離島児童生徒支援センターの管
理運営

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るとともに、離
島振興に資するため、高校に進学する際の生徒の寄宿舎（学生
寮）としての機能及び小・中・高校生の交流機能を併せ持つ離島
児童生徒支援センターを管理運営する。

県 R４～

28
高等学校等奨学のための給付金
事業

意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の
教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低所得世帯を対象
に奨学のための給付金を支給する。

県 R４～

29
経済的に修学困難な高校生等に
対する奨学金事業

教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありながら経済的理由
により、修学困難な高校生に対し、奨学金を貸与し支援する。

県
国際交流・
人材育成

財団

R４～

30 県外進学大学生支援事業

能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な県
内高等学校等生徒の県外難関大学等への進学を促進し、大学
等進学率の改善を図るとともに、グローバル人材の育成を促進し
ていくため、奨学生の採用及び給付を行う。

県 R４～

31 バス通学費等支援事業
家庭の経済環境にかかわらず、安心して学業に励むことができ
る教育環境の整備を図るため、低所得世帯の中高生を対象にバ
ス通学費等を支援する。

県 R４～

32 離島留学についての情報発信
全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学
する「離島留学」について、情報発信に取り組む。

県 R４～13
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（４）宮古圏域

ア　エコアイランドの実現

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
沖縄県クリーンエネルギー・イニシ
アティブの推進

エネルギー使用に伴う環境負荷の低減に向けて、エネルギーの
安定供給に配慮しつつ、県民の協力の下、民間事業者等と連携
しながら本県の地域特性に合ったクリーンエネルギーを導入拡大
するため、県のエネルギー計画である「沖縄県クリーンエネル
ギー・イニシアティブ」の広報啓発及び進捗確認に取り組む。

県
市町村
事業者

関係団体
県民

R４～

2
クリーンエネルギー導入拡大に係
る調査等の推進

クリーンエネルギーの導入拡大に向け、クリーンエネルギーの最
先端技術に係る可能性調査や実証事業の推進等に取り組む。

県
事業者

R４～

3
税制上の特例措置による再エネ
設備等の導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、税制上の特例措置の活用促進に取
り組む。

県 R４～

4
補助事業による再エネ設備等の
導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、県独自の補助事業の導入や、国の
補助制度の活用促進等に取り組む。

県 R４～

5
次世代エネルギーの利活用に係
る調査等の推進

水素・アンモニア等の次世代エネルギーの利活用に向けて、調
査研究の促進、税制上の特例措置や補助等の支援策拡充に取
り組む。

県
事業者

R４～

6 地域マイクログリッドの導入促進

エネルギーの地産地消化、電力系統の安定運用や社会全体の
効率的な電力使用を目指し、ICTを活用した「アイランド・スマート
グリッド」のシステム確立に向け、マイクログリッドに係る広報啓
発及び民間事業の促進に取り組む。

事業者
県

市町村
R４～

7
海洋環境を活用した再生可能エ
ネルギーの導入促進

海に囲まれた本県において、導入ポテンシャルが大きいとされる
海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導入拡大
のため、実用化に向けた技術の確立に向けて、洋上風力発電を
はじめ、海洋温度差、潮流、波力等を活用した発電等における研
究機関や民間事業者等の研究開発の促進に取り組む。

県 R４～

8
県内産出エネルギーの利用拡大
の推進

県内産出エネルギーである再生可能エネルギーや水溶性天然ガ
ス等の利用拡大を推進し、安定的なエネルギー源の確保に取り
組む。

県
市町村
事業者

R４～

9
地下水利用に係る水循環基本法
の理念について市町村、県民等
への普及啓発

地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民
等に対し、県ホームページでの理解促進を図るとともに、リーフ
レット等を配布し普及啓発を図る。

県 R４～

10 雨水等の有効利用の促進
水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ雨水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布する。

県 R４～

11
外来種の駆除及び侵入・定着の
防止

重点対策種の防除実施、重点予防種のモニタリング実施、普及
啓発等に取り組む。

国
県

市町村
R４～

12
サンゴ礁保全対策に係る調査研
究

高水温による白化、陸域からの栄養塩類の負荷、日焼け止めク
リーム中の化学物質、オニヒトデの大量発生等に係る調査研究、
対策の検討、実施に取り組む。

県 R４～
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
自然環境の保全利用協定締結推
進事業

自然環境等の保全と持続可能な観光振興の両立に向けた協定
の締結支援、勉強会・制度説明会の開催に取り組む。

県 R４～

2
住民生活や自然環境への配慮等
に関する周知啓発

観光情報サイトにおいて、レスポンシブルツーリズムに資する情
報発信を実施する。

県
市町村

R４～

3 離島観光活性化促進事業
新たな沖縄の魅力として離島観光の認知度向上を図るため、観
光客に離島訪問を想起させる多様な情報発信、地域主導型のプ
ロモーション等を行う。

県 R４～

4 スポーツツーリズム戦略推進事業
スポーツツーリズムの促進、スポーツイベントの支援及び実施、
スポーツコンベンション誘致などを行う。

県 R４～

5 戦略的MICE誘致促進事業

全県的なMICEの振興を図るため、MICE開催地としての認知度向
上、国内外での誘致・プロモーション活動、産学官の連携による
MICEの誘致活動やMICE受入体制の整備、専門人材育成等に取
り組む。

県
OCVB

R４～

6 沖縄観光グローバル事業

国際航空路線の拡充及び外国人観光客の誘客を図るための取
組を行う。
①国際航空路線の誘致・拡充を図るための支援
②各市場特性に応じたプロモーションの展開
③多言語によるWEB及びSNSでの観光情報の発信
④海外トップセールス及び国際旅客ハブの形成に向けた連携プ
ロモーション
⑤Be.Okinawaブランドイメージを図るためのビジュアル作成等
⑥富裕層に特化した誘客活動の展開

県 R４～

7 国内需要安定化事業
国内需要の安定的な確保を図るため、季節ごとにターゲットを設
定した誘客キャンペーン、観光PRイベント等のプロモーションを実
施する。

県 R４～

8 戦略的クルーズ観光推進事業

質の高いクルーズ観光を推進するため、展示会への出展、プロ
モーション、クルーズ船社等への誘致活動、地域の受入体制強
化等を通して、付加価値の高いクルーズの寄港、周遊・発着ク
ルーズを戦略的に誘致する。

県 R４～

9
観光地形成促進地域制度の活用
促進

高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため、国内外から
の観光旅客に対応した観光関連施設の整備を促進する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
重要無形文化財「宮古上布」伝承
者養成事業

国指定重要無形文化財「宮古上布」の図案・手括り、染め、織り
など一連の技術講習や記録作成などの伝承者養成事業を行う。

宮古上布
保持団体

R４～

2
選定保存技術「苧麻糸手積み」技
術者養成事業

「苧麻糸」は「宮古上布」等、沖縄の織物に欠かせない重要な原
材料であり、苧麻の栽培や糸作り研修、展示会、記録集作成など
技術者の養成事業を行う。

宮古苧麻
積み保存

会
R４～

①　自然環境等を生かした観光振興

②　伝統文化の継承及び国内外の交流促進

イ　自然環境等を生かした観光及び文化・交流
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

3 後継者育成事業
伝統工芸産業に携わる従事者の確保及び育成を図ることを目的
に、各工芸産地組合が行う後継者育成事業に対して助成する。

国
県

市町村
産地組合

R４～

4
沖縄文化芸術の創造発信支援事
業

文化芸術活動の持続的発展に資する取組を行う県内文化芸術
団体等への支援を行う。

県
民間団体

R４～８

5 しまくとぅば普及継承事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
「しまくとぅば普及センター」を中心とした、しまくとぅば講師養成講
座や人材バンクからの講師の派遣、しまくとぅば検定などの人材
養成等の取組のほか、普及に取り組む民間団体への補助、県民
大会等を行う。

県 R４～

6 しまくとぅばアーカイブ事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
各地域における文法調査票の収集及び収集した文法調査票と連
動した教材の作成、歌や文学的文章、自然談話の収録等、しまく
とぅばのアーカイブ化の取組を行う。

県 R４～８

7
離島ブランディング（島あっちぃ・
島まーる推進）事業

小規模離島地域における交流人口の増大および関係人口の創
出を目的に、離島旅行商品の県外への販路拡大を図るとともに、
県内外からの小規模離島地域に対する理解促進と島の活性化
を図るため、離島観光産業の発展を支援する事業者へ運営費を
一部補助し、離島経済の発展につなげる。

県 R４～

8
離島デジタル広報・販売スキル向
上事業

離島事業者に対し、デジタル媒体を活用したセールスプロモー
ションのノウハウを提供することで、全国的に加速化するデジタ
ルシフトへ対応するとともに、マーケティング活動の効率化と低コ
ストな広報能力の向上を図る。

県 R４～６

9
沖縄空手世界大会の定期開催等
を通じた国際交流

世界に１億３千万人いるといわれる空手愛好家を対象に、沖縄空
手世界大会や空手の日記念演武祭など、世界レベルの大会や
国際的なイベントを実施し、沖縄空手を通した国際交流の活性化
に取り組む。

県 R４～

10
ユネスコ無形文化遺産の登録に
向けた取組の推進

沖縄空手会館を拠点として沖縄空手に関する学術研究を推進し
深めるとともに、人格を高め「平和の武」といわれる沖縄空手の
伝統文化としての価値を広く啓発し、ユネスコ無形文化遺産登録
に向けた気運の醸成に取り組む。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
沖縄県離島住民等交通コスト負
担軽減事業

離島住民等の移動に係る交通コスト負担を軽減するため航空運
賃及び船賃の低減に取り組む。

県 R４～

2 石油製品輸送等補助事業
離島地域における石油製品の価格の安定と円滑な供給を図るた
め、沖縄本島から離島へ輸送される石油製品の輸送経費等に補
助する。

県 R４～

3 防災情報システム運営事業

災害時における住民への伝達手段を拡充することで被害の軽減
を図ること、被害情報や避難所情報を関係機関で共有し迅速に
適切な対応を行うことを目的とし、防災関連機関所有システムと
情報を連携する。

県 R４～

ウ　生活環境基盤等の整備・充実

①　人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の強化
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島高校生修学支援事業
高校のない離島出身の高校生を対象に、通学や居住に要する経
費を支援することによって、保護者の経済的・精神的負担の軽減
を図る。

県
市町村

R４～

2
離島児童生徒支援センターの管
理運営

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るとともに、離
島振興に資するため、高校に進学する際の生徒の寄宿舎（学生
寮）としての機能及び小・中・高校生の交流機能を併せ持つ離島
児童生徒支援センターを管理運営する。

県 R４～

3
高等学校等奨学のための給付金
事業

意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の
教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低所得世帯を対象
に奨学のための給付金を支給する。

県 R４～

4
経済的に修学困難な高校生等に
対する奨学金事業

教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありながら経済的理由
により、修学困難な高校生に対し、奨学金を貸与し支援する。

県
国際交流・
人材育成

財団

R４～

5 県外進学大学生支援事業

能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な県
内高等学校等生徒の県外難関大学等への進学を促進し、大学
等進学率の改善を図るとともに、グローバル人材の育成を促進し
ていくため、奨学生の採用及び給付を行う。

県 R４～

6 バス通学費等支援事業
家庭の経済環境にかかわらず、安心して学業に励むことができ
る教育環境の整備を図るため、低所得世帯の中高生を対象にバ
ス通学費等を支援する。

県 R４～

7 ネットワーク環境整備
県立学校における無線LAN等の整備やインターネット通信におけ
る速度・安定性の強化等、ネットワーク整備に取り組む。

県 R４～

8 ＩＣＴ活用環境整備
県立学校における学びや校務のICT化を進めるため、ICT機器等
の整備に取り組む。

県 R４～

9
沖縄離島体験・デジタル交流促進
事業

将来を担う児童が、離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島等と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目的として、体験学習や民泊等を実
施するとともにオンラインによる離島体験学習や交流を実施す
る。

県 R４～13

10 離島留学についての情報発信
全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学
する「離島留学」について、情報発信に取り組む。

県 R４～13

11
離職者等再就職訓練事業
（訓練機会の少ない離島地域での
職業訓練）

宮古・八重山地域において、就職を希望する離転職者のうち、職
業能力の開発を必要とする者に対して企業等の民間教育訓練機
関を活用した職業訓練を行うことにより、早期就職を支援する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島診療所代診医支援事業
無医地区の医療体制を確保するために、離島診療所に配置され
た医師が研修への参加等により不在になる期間、代診医の派遣
を行う。

県 R４～

2
へき地診療所施設整備等補助事
業費

離島・へき地における安定的な医療の確保を図るため、診療所
の施設整備等を行う市町村に対し補助を行う。

県
市町村

R４～

②　公平な教育環境の確保

③　医療・福祉サービスの充実
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

3 自治医科大学学生派遣事業
自治医科大学に沖縄県出身者を派遣・修学させ、卒業後に離
島・へき地医療に従事させる。

県 R４～

4 医師修学資金等貸与事業
地域枠学生等に対して修学資金等を貸与し、卒業後の一定期
間、離島・北部の医療機関での勤務を義務づける。

県 R４～

5 県立病院専攻医養成事業
県立病院で専攻医を養成し、医師確保が厳しい離島・へき地地
域へ派遣を行う。

県 R４～

6 へき地医療支援機構運営事業
離島・へき地医療機関での勤務を希望する医師の登録及び情報
提供を行うことにより医師の確保を図る。

県 R４～

7 県立病院医師確保支援事業
離島・へき地の県立中核病院及び県立離島診療所の医師確保
支援に取り組む。

県 R４～

8 指導医育成プロジェクト事業
県内で指導医を目指す若手医師に対して、指導医育成研修プロ
グラムを実施し、指導医を育成する教育研修体制の充実を図る。

県
琉球大学

R４～

9 医学臨床研修プログラム経費
ハワイ大学による指導医招聘や質の高い医師臨床研修プログラ
ムを行い、総合診療能力を有する医師を養成する。

県 R４～

10
離島医療体制確保支援事業（専
門医派遣巡回診療支援事業）

専門診療科（眼科・耳鼻科等）の受診が困難な離島住民が、当該
専門科を受診できる環境を整備するため、定期航路・航空路を活
用した専門医による離島診療所の巡回診療を実施する。

県 R４～

11 離島巡回診療ヘリ等運営事業
専門診療科（眼科・耳鼻科等）の受診が困難な離島住民が、当該
専門科を受診できる環境を整備するため、ヘリコプター等の航空
機を活用した専門医による離島診療所の巡回診療を実施する。

県 R４～

12 災害時の救急医療体制の充実
災害医療に関する研修への参加に必要な費用を補助することに
よりＤＭＡＴの養成を推進する。災害時の情報共有システムであ
る広域災害救急医療情報システムの運用を推進する。

県
救急病院

等
R４～

13 災害医療対策事業
災害医療体制を確保するために災害拠点病院に対し、災害拠点
病院として必要な医療機器の整備および災害対応に必要な機器
等の導入支援を推進する。

災害拠点
病院

R４～

14 医療情報システム整備費
離島・へき地における安定的な医療確保、医療サービスの向上
を図るため、診療所と病院間をネットワークで結ぶ沖縄県離島・
へき地遠隔医療支援情報システムを構築、運用する。

県 R４～

15 福祉人材研修センター事業

県民のニーズに対応した適切な福祉サービスを提供するため、
資質の高い福祉人材の確保と、これらの人材の専門的知識・技
術及び意欲を高めるため、社会福祉事業者等への研修等を実施
する。

県 R４～

16
離島地域等における介護人材の
確保支援

離島等における介護サービス事業の安定を図るため、介護事業
所等が島外や県外から介護人材の確保に要する経費（採用説明
会や採用者の渡航費など）や、人材育成に要する経費について
補助を行う。

県 R４～

17
離島地域等における介護人材の
育成支援

離島地域における介護人材のすそ野を広げるため、これまで介
護との関わりがなかった介護未経験者を対象に、介護に関する
基本的な知識や技術を学ぶことができる研修等を実施する。

県 R４～
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

18
島しょ型福祉サービス総合支援事
業

介護サービス事業の効率的な運営が困難な離島における介護
サービスの安定的な提供のため、介護サービス事業者の運営費
や渡航費へ補助を行った離島市町村に対して補助を行う。

県 R４～

19 離島小規模特養等支援事業

入所者の安全性の確保を図り住み慣れた離島地域での生活を
続けることが出来るよう、県内離島地域に設置されている小規模
特別養護老人ホーム等に対して、当該施設の付属設備の修繕等
の経費について補助を行う。

県 R４～

20
地域子ども・子育て支援事業（利
用者支援事業）

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じて相談・助言等
を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する市町村事業
を支援する。

県
市町村

R４～

21 障害児者福祉施設整備事業費
社会福祉法人等が行う障害者福祉施設等の整備に要する経費
の一部を補助することにより、施設利用者等の福祉の向上を図
る。

県 R４～

22
精神障害者地域移行・地域定着
促進基金事業

精神障害者の地域移行・地域定着を促進する支援体制整備を目
的として、相談支援活動を行うコーディネーターの配置に取り組
む。

県 R４～

23 障害者相談支援体制整備事業

在宅の障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう、障害福祉圏域内に相談支援に関するアド
バイザーを配置し、地域のネットワーク構築に向けた指導・調整
等の広域的支援を行うことにより、地域における相談支援体制の
整備を推進する。

県 R４～

24
重度心身障害者(児)医療費助成
事業

重度心身障害者の福祉増進を図るため、重度心身障害者への
医療費助成事業を実施する市町村の取組を支援する。

県
市町村

R４～

25
軽度・中等度難聴児補聴器購入
費助成事業

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の福
祉の増進を図るため、軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事
業を実施する市町村の取組を支援する。

県
市町村

R４～

26 医療的ケア児等総合支援事業
医療的ケア児等に対して適切な支援を実施するため、医療的ケ
ア児及びその家族の支援を総合調整する医療的ケア児等コー
ディネーターの配置に取り組む。

県 R４～

27
障害者就業・生活支援センター事
業

就職や職場への定着が困難な障害者の相談等に応じるなど、就
業及びこれに伴う日常生活又は社会生活に必要な支援を行う生
活支援担当職員の配置に取り組む。

県 R４～

28 災害時福祉支援体制整備事業

災害時における、高齢者や障害者等の災害時要配慮者の避難
支援及び福祉支援体制の整備・維持を図るため、市町村への災
害福祉支援アドバイザー派遣や災害派遣福祉チーム（DWATおき
なわ）のチーム員を対象とした研修等を実施する。

県 R４～

29
地域防災リーダー育成・普及啓発
事業

自主防災組織あるいは自主防災組織結成の意志がある自治会
等のリーダーに対し、研修会や講演会を実施する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 水道基盤強化推進事業
地域の実情に応じた水道広域化を進め、効果的に運営基盤の強
化及び水道サービスの向上に取り組む。

県
市町村

R４～

④　生活環境基盤等の整備
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

2 水道施設整備事業
市町村管理の水道施設の整備や老朽化した施設の計画的な更
新等による長寿命化対策、耐震化等の減災対策を推進する。

市町村 R４～

3 下水道事業（離島）
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、他の汚水
処理事業と連携し、地域特性を考慮した効果的な下水道整備を
促進する。

市町村 R４～

4 下水汚泥の有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する汚泥を肥
料として緑農地還元するなど、汚泥の再資源化を促進する。

市町村 R４～

5 消化ガスの有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する消化ガス
の有効利用を促進する。

市町村 R４～

6 下水道事業（浸水対策（離島））
大雨などに対する被害を軽減し、住民の生命、財産を保護し、都
市における安全性の確保を図るための浸水対策を促進する。

市町村 R４～

7
下水道事業（管渠の長寿命化・地
震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を促進する。

市町村 R４～

8
下水道事業（処理場等の長寿命
化・地震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を促進する。

市町村 R４～

9 公営住宅整備事業
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で公営住宅を供
給できるよう、平良北団地及び平良南団地等の老朽化した公営
住宅の更新整備を推進する。

県 R４～10

10 無電柱化推進事業
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした無電柱
化を推進する。

国
県

市町村
R４～

11 災害防除（道路）
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした災害防
除を推進する。

県 R４～

12 海岸保全施設の整備推進
台風等の高潮や波浪から海岸を防護するため、海岸保全施設の
整備推進と、老朽化した施設の機能強化や回復を図る。

県 R４～

13 土砂災害対策事業
土砂災害危険箇所における砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策
施設の整備を行う。

県 R４～

14 砂防関係施設長寿命化対策
砂防関係施設の長寿命化を図るため、ドローン等のICT活用によ
り作業を効率化しながら、砂防関係施設の点検を推進する。

県 R４～

15 港湾施設長寿命化事業
港湾施設の計画的な長寿命化対策を実施し、港湾利用者の安
全確保を図る。

県 R４～

16
離島空港施設における耐震化対
策等の推進

災害時におけるライフライン確保、生活環境の安定確保を維持す
るための空港施設の耐震化対策等に取り組む。

県 R４～

17
避難地としての都市公園整備事
業

避難地指定公園の整備を推進することで、防災機能としての役
割を担う園路や広場、備蓄倉庫等の整備に取り組む。

県
市町村

R４～
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

18 大規模災害対応力強化
大規模災害への対応力を強化するため、災害時の防災関係機
関の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚を図
るための防災訓練を実施する。

県
市町村

R４～

19 消防広域化推進事業
沖縄県消防広域化推進計画に基づき、消防の広域化及び連携・
協力を進める市町村を支援する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 さとうきび生産総合対策事業
さとうきびの安定生産に向け、作業の省力化や効率化のための
高性能農業機械の導入を支援し、機械化一貫作業体系の促進・
強化を図るとともに受託組織の育成・強化に取り組む。

県
市町村

農地所有
適格法人
農協等

R４～

2
北部・離島市町村が定める地域
特産物の県内外への出荷促進

持続可能な定住条件の確保を図るため、基幹産業である農林水
産物等の出荷コストの負担軽減を図り、地域特産物の生産振興
と所得機会を確保する。

県
市町村

R４～８

3 沖縄黒糖の販売力強化

黒糖の安定供給及び消費拡大に向け、黒糖商品の生産・販売促
進、県内外における商談会の実施、沖縄黒糖を使用した商品開
発、観光や展示会等におけるPR活動実施などの取組に対する支
援を行う。

県
関係団体

等
R４～６

4
農業用水源・畑地かんがい施設
の整備

農業用水の安定供給に向け地域特性に応じ多様な整備手法を
用いた水源開発を推進するとともに、地域の営農形態や供給水
量に応じてスプリンクラーや給水栓等かんがい施設の整備等を
行う。

国
県

市町村
R４～

5 畜産担い手育成総合整備事業
飼料生産基盤の整備と農業用施設の整備を一体的に実施する
ことにより、新たな畜産主産地を形成し、地域ぐるみで飼料生産
基盤に立脚した担い手の育成を図る。

県 R４～６

6 グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズム活動組織等の育成により受入品質の向上と
連携体制を構築する。また、グリーン・ツーリズム情報の収集・発
信と沖縄の特長を生かした体験交流プログラムの充実・強化によ
り新たな顧客を開拓する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 産業イノベーション促進地域制度

DXの推進により製造業の開発力等の向上や、地域資源や再生
可能エネルギーを活用した新事業の創出等に特に寄与する事業
を行う企業の集積を通じ、新たな価値を生み出し、これを普及す
ることにより、創出される経済社会の大きな変化を促進する。

県
市町村

R４～

2
ハンズオン支援等によるデジタル
トランスフォーメーション（DX）促進

DXの取組を促進するため、DX相談窓口の設置やDX推進計画の
策定のハンズオン支援など各種支援施策を総合的に推進する。

県
民間等

R４～

3
国内外の企業や技術者等による
ビジネス交流機会の創出

ワーケーションを活用した地域課題解決や新たなビジネス創出の
支援を行う。

県
民間等

R４～

エ　農林水産業及び地場産業の振興

②　地場産業の振興及び産業イノベーションの推進

①　農林水産業の振興
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

4 通信基盤の利用促進
アジア－沖縄－首都圏間を結ぶ沖縄国際情報ネットワークにつ
いて、企業誘致セミナー等を活用して、国内外の企業に対する本
ネットワーク認知度の向上と利用促進に取り組む。

県
民間

R４～

5 移住定住促進事業

移住に関するシンポジウムの開催、移住フェアへの出展、移住体
験ツアーの開催及び移住応援サイトの運用を行うことで、移住者
も受入側も双方にとってメリットがある移住応援活動の基盤を作
り、離島・過疎地域を含む県全体でバランスのとれた人口の維
持・増加を目指す。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
住民参加型都市計画マスタープラ
ンの策定の促進

都市計画区域を持つ市町村における住民参加型都市計画マス
タープラン策定の支援を行う。

県
市町村

R４～

2 都市公園整備事業

都市公園の整備を推進し、都市公園の供用面積（整備面積）の
増加を図ることで、都市やグラウンド等の日陰づくりを進め、紫外
線による健康被害防止及び気候変動の進行に伴う熱中症被害
防止を見据えたまちづくりに取り組む。

国
県

市町村
R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島港湾整備事業
海上交通の安全性・安定性の確保等を図るため、岸壁、船揚場
等の整備を行い、港湾機能の強化・拡充に取り組む。

県 R４～

2
下地島空港の国際線等受入体制
強化

国際航空ネットワーク拡充のため、下地島空港における国際線
やプライベートジェット機等の受入体制整備に係る取組を支援す
る。

県 R４～

3
離島空港における航空・宇宙関連
産業の展開

離島空港を活用した航空・宇宙関連産業の展開を推進し、新たな
産業の創出と集積に取り組む。

県 R４～

4 離島空港の更新整備・機能向上
離島航空路の安定的な運航及び航空ネットワークの充実を図る
ため、空港施設の更新整備と各空港の特性を生かした機能向上
に取り組む。

県 R４～

5 平良港の整備
大型クルーズ船の受入環境の整備や物流機能の強化を図るとと
もに、漲水地区複合一貫輸送ターミナル改良事業を促進する。

国
宮古島市

R４～

6 離島航空路線の維持
離島航空路の確保・維持を図るため、離島航空路線の運航に伴
い生じた欠損に対する補助及び航空機購入に対する補助に取り
組む。

県 R４～

7
離島航空路線の再開・継続運航
支援

過去に廃止された離島航空路線の再開に向けた検討・支援及び
再開後の反復継続運航に向けた検討・支援に取り組む。

県 R４～

オ　持続可能なまちづくりの推進

①　まちづくりの推進

②　離島を結び、支える交通体系の整備
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

8 離島航路補助事業
離島住民のライフラインである離島航路の運営により生じた欠損
に対する補助に取り組む。

県 R４～

9 離島航路運航安定化支援事業
離島住民のライフラインである離島航路の船舶確保（建造・購
入）に対する補助に取り組む。

県 R４～

10 交通体系整備推進事業
効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に向けて地域公共
交通計画の策定を促進する。

県
市町村

R４～

11
市町村主催の地域公共交通会議
等への参画

離島市町村主催の地域公共交通会議等への参画による地域公
共交通のあり方等の検討に取り組む。

県
市町村

R４～

12
バス路線補助事業（生活バス路
線確保対策）

離島住民の生活に必要なバス路線の運行に伴い生じた欠損に
対する補助に取り組む。

県
市町村

R４～

13
離島の道路・街路整備事業（県管
理道路）

空港、港湾等の広域交通拠点と中心市街地、集落、観光地等を
連結させるため、高野西里線等の整備を推進する。

県 R４～
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八重山圏域

（５）八重山圏域

ア　八重の自然を守る環境共生型社会の構築

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
地域社会との協働による世界自
然遺産の管理体制の構築及び運
営の支援

地域部会の開催、行動計画の検証等により世界自然遺産の保
全と適正管理を推進する。

県 R４～

2
世界自然遺産における国、教育
機関、研究機関等と連携したモニ
タリング調査の実施

世界自然遺産登録地のモニタリング調査等については、国、教
育機関、研究機関等と連携しながら、保全状況の適切な把握及
び評価に取り組む。

県 R４～

3
県民や観光客への生物多様性の
保全やマナー・ルールの啓発

県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発
に取り組む。

県 R４～

4
世界自然遺産の次世代への継承
を目的とした児童生徒への啓発

地元小中学校へのフィールド観察会等の開催による環境教育の
実施に取り組む。

県 R４～

5
イリオモテヤマネコ等の交通事故
の防止

ハンプの設置等の新たな対策や既存の取組の効果検証を行い、
より効果的なイリオモテヤマネコ等の希少野生動植物種の交通
事故防止対策に取り組む。

県 R４～

6
自然環境の保全利用協定締結推
進事業

自然環境等の保全と持続可能な観光振興の両立に向けた協定
の締結支援、勉強会・制度説明会の開催に取り組む。

県 R４～

7
外来種の駆除及び侵入・定着の
防止

重点対策種の防除実施、重点予防種のモニタリング実施、普及
啓発等に取り組む。

国
県

市町村
R４～

8
サンゴ礁保全対策に係る調査研
究

高水温による白化、陸域からの栄養塩類の負荷、日焼け止めク
リーム中の化学物質、オニヒトデの大量発生等に係る調査研究、
対策の検討、実施に取り組む。

県 R４～

9
赤土等流出防止営農対策促進事
業

農地においてグリーンベルトの設置など各種発生源対策の強化
に取り組んでいる市町村の活動を支援し、赤土等流出防止対策
の強化を促進する。

県
市町村

R４～

10
沖縄県クリーンエネルギー・イニシ
アティブの推進

エネルギー使用に伴う環境負荷の低減に向けて、エネルギーの
安定供給に配慮しつつ、県民の協力の下、民間事業者等と連携
しながら本県の地域特性に合ったクリーンエネルギーを導入拡大
するため、県のエネルギー計画である「沖縄県クリーンエネル
ギー・イニシアティブ」の広報啓発及び進捗確認に取り組む。

県
市町村
事業者

関係団体
県民

R４～

11
クリーンエネルギー導入拡大に係
る調査等の推進

クリーンエネルギーの導入拡大に向け、クリーンエネルギーの最
先端技術に係る可能性調査や実証事業の推進等に取り組む。

県
事業者

R４～

12
税制上の特例措置による再エネ
設備等の導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、税制上の特例措置の活用促進に取
り組む。

県 R４～

13
補助事業による再エネ設備等の
導入支援

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生
可能エネルギーの導入拡大に向け、民間事業者等の再エネ関連
設備に係る投資を促すため、県独自の補助事業の導入や、国の
補助制度の活用促進等に取り組む。

県 R４～
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

14
次世代エネルギーの利活用に係
る調査等の推進

水素・アンモニア等の次世代エネルギーの利活用に向けて、調
査研究の促進、税制上の特例措置や補助等の支援策拡充に取
り組む。

県
事業者

R４～

15 地域マイクログリッドの導入促進

エネルギーの地産地消化、電力系統の安定運用や社会全体の
効率的な電力使用を目指し、ICTを活用した「アイランド・スマート
グリッド」のシステム確立に向け、マイクログリッドに係る広報啓
発及び民間事業の促進に取り組む。

事業者
県

市町村
R４～

16
海洋環境を活用した再生可能エ
ネルギーの導入拡大

海に囲まれた本県において、導入ポテンシャルが大きいとされる
海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導入拡大
のため、実用化に向けた技術の確立に向けて、洋上風力発電を
はじめ、海洋温度差、潮流、波力等を活用した発電等における研
究機関や民間事業者等の研究開発の促進に取り組む。

県 R４～

17 雨水等の有効利用の促進
水を大切に使う社会を実現するため、県民及び小学生へ雨水の
有効利用等に関する普及啓発資料を配布する。

県 R４～

18
地下水利用に係る水循環基本法
の理念について市町村、県民等
への普及啓発

地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民
等に対し、県ホームページでの理解促進を図るとともに、リーフ
レット等を配布し普及啓発を図る。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
自然環境の保全利用協定締結推
進事業

自然環境等の保全と持続可能な観光振興の両立に向けた協定
の締結支援、勉強会・制度説明会の開催に取り組む。

県 R４～

2
住民生活や自然環境への配慮等
に関する周知啓発

観光情報サイトにおいて、レスポンシブルツーリズムに資する情
報発信を実施する。

県
市町村

R４～

3 離島観光活性化促進事業
新たな沖縄の魅力として離島観光の認知度向上を図るため、観
光客に離島訪問を想起させる多様な情報発信、地域主導型のプ
ロモーション等を行う。

県 R４～

4 スポーツツーリズム戦略推進事業
スポーツツーリズムの促進、スポーツイベントの支援及び実施、
スポーツコンベンション誘致等を行う。

県 R４～

5 戦略的MICE誘致促進事業

全県的なMICEの振興を図るため、MICE開催地としての認知度向
上、国内外での誘致・プロモーション活動、産学官の連携による
MICEの誘致活動やMICE受入体制の整備、専門人材育成等に取
り組む。

県
OCVB

R４～

6 沖縄観光グローバル事業

国際航空路線の拡充及び外国人観光客の誘客を図るための取
組を行う。
①国際航空路線の誘致・拡充を図るための支援
②各市場特性に応じたプロモーションの展開
③多言語によるWEB及びSNSでの観光情報の発信
④海外トップセールス及び国際旅客ハブの形成に向けた連携プ
ロモーション
⑤Be.Okinawaブランドイメージを図るためのビジュアル作成等
⑥富裕層に特化した誘客活動の展開

県 R４～

7 国内需要安定化事業
国内需要の安定的な確保を図るため、季節ごとにターゲットを設
定した誘客キャンペーン、観光PRイベント等のプロモーションを実
施する。

県 R４～

イ　自然環境等を生かした観光及び文化・交流

①　自然環境等を生かした観光振興
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

8 戦略的クルーズ観光推進事業

質の高いクルーズ観光を推進するため、展示会への出展、プロ
モーション、クルーズ船社等への誘致活動、地域の受入体制強
化等を通して、付加価値の高いクルーズの寄港、周遊・発着ク
ルーズを戦略的に誘致する。

県 R４～

9
観光地形成促進地域制度の活用
促進

高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため、国内外から
の観光旅客に対応した観光関連施設の整備を促進する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
県指定無形文化財「八重山上布」
伝承者養成事業

県指定無形文化財「八重山上布」の原材料となる苧麻の栽培や
糸作り、図案・手括り、染め、織りなど一連の伝承者養成事業を
行う。

八重山上
布保存会

R４～

2 後継者育成事業
伝統工芸産業に携わる従事者の確保及び育成を図ることを目的
に、各工芸産地組合が行う後継者育成事業に対して助成する。

国
県

市町村
産地組合

R４～

3
沖縄文化芸術の創造発信支援事
業

文化芸術活動の持続的発展に資する取組を行う県内文化芸術
団体等への支援を行う。

県
民間団体

R４～８

4 しまくとぅば普及継承事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
「しまくとぅば普及センター」を中心とした、しまくとぅば講師養成講
座や人材バンクからの講師の派遣、しまくとぅば検定などの人材
養成等の取組のほか、普及に取り組む民間団体への補助、県民
大会等を行う。

県 R４～

5 しまくとぅばアーカイブ事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を次世代へ継承するため、
各地域における文法調査票の収集及び収集した文法調査票と連
動した教材の作成、歌や文学的文章、自然談話の収録等、しまく
とぅばのアーカイブ化の取組を行う。

県 R４～８

6
離島ブランディング（島あっちぃ・
島まーる推進）事業

小規模離島地域における交流人口の増大および関係人口の創
出を目的に、離島旅行商品の県外への販路拡大を図るとともに、
県内外からの小規模離島地域に対する理解促進と島の活性化
を図るため、離島観光産業の発展を支援する事業者へ運営費を
一部補助し、離島経済の発展につなげる。

県 R４～

7
離島デジタル広報・販売スキル向
上事業

離島事業者に対し、デジタル媒体を活用したセールスプロモー
ションのノウハウを提供することで、全国的に加速化するデジタ
ルシフトへ対応するとともに、マーケティング活動の効率化と低コ
ストな広報能力の向上を図る。

県 R４～６

8
沖縄空手世界大会の定期開催等
を通じた国際交流

世界に１億３千万人いるといわれる空手愛好家を対象に、沖縄空
手世界大会や空手の日記念演武祭など、世界レベルの大会や
国際的なイベントを実施し、沖縄空手を通した国際交流の活性化
に取り組む。

県 R４～

9
ユネスコ無形文化遺産の登録に
向けた取組の推進

沖縄空手会館を拠点として沖縄空手に関する学術研究を推進し
深めるとともに、人格を高め「平和の武」といわれる沖縄空手の
伝統文化としての価値を広く啓発し、ユネスコ無形文化遺産登録
に向けた気運の醸成に取り組む。

県 R４～

②　伝統文化の継承及び国内外の交流促進
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八重山圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
沖縄県離島住民等交通コスト負
担軽減事業

離島住民等の移動に係る交通コスト負担を軽減するため航空運
賃及び船賃の低減に取り組む。

県 R４～

2 石油製品輸送等補助事業
離島地域における石油製品の価格の安定と円滑な供給を図るた
め、沖縄本島から離島へ輸送される石油製品の輸送経費等に補
助する。

県 R４～

3
離島地区情報通信基盤高度化事
業

離島においてデジタル社会の推進を図るため、海底光ケーブル
通信設備の機能強化を行う。

県 R４～５

4 テレビ放送運営事業
先島地区及び南・北大東地区の地上デジタル放送施設の運営管
理等を行う。

県 R４～

5 ラジオ中継局強靱化支援事業
八重山地区民放ラジオ放送中継局の移転・新設、老朽化した中
継局の更新等の整備へ補助を行う。

市町村
県

R４～５

6 防災情報システム運営事業

災害時における住民への伝達手段を拡充することで被害の軽減
を図ること、被害情報や避難所情報を関係機関で共有し迅速に
適切な対応を行うことを目的とし、防災関連機関所有システムと
情報を連携する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島高校生修学支援事業
高校のない離島出身の高校生を対象に、通学や居住に要する経
費を支援することによって、保護者の経済的・精神的負担の軽減
を図る。

県
市町村

R４～

2
離島児童生徒支援センターの管
理運営

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るとともに、離
島振興に資するため、高校に進学する際の生徒の寄宿舎（学生
寮）としての機能及び小・中・高校生の交流機能を併せ持つ離島
児童生徒支援センターを管理運営する。

県 R４～

3
高等学校等奨学のための給付金
事業

意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の
教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低所得世帯を対象
に奨学のための給付金を支給する。

県 R４～

4
経済的に修学困難な高校生等に
対する奨学金事業

教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありながら経済的理由
により、修学困難な高校生に対し、奨学金を貸与し支援する。

県
国際交流・
人材育成

財団

R４～

5 県外進学大学生支援事業

能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な県
内高等学校等生徒の県外難関大学等への進学を促進し、大学
等進学率の改善を図るとともに、グローバル人材の育成を促進し
ていくため、奨学生の採用及び給付を行う。

県 R４～

6 バス通学費等支援事業
家庭の経済環境にかかわらず、安心して学業に励むことができ
る教育環境の整備を図るため、低所得世帯の中高生を対象にバ
ス通学費等を支援する。

県 R４～

7 ネットワーク環境整備
県立学校における無線LAN等の整備やインターネット通信におけ
る速度・安定性の強化等、ネットワーク整備に取り組む。

県 R４～

②　公平な教育環境の確保

ウ　生活環境基盤等の整備・充実

①　人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の強化
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八重山圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

8 ＩＣＴ活用環境整備
県立学校における学びや校務のICT化を進めるため、ICT機器等
の整備に取り組む。

県 R４～

9
沖縄離島体験・デジタル交流促進
事業

将来を担う児童が、離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島等と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目的として、体験学習や民泊等を実
施するとともにオンラインによる離島体験学習や交流を実施す
る。

県 R４～13

10 離島留学についての情報発信
全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学
する「離島留学」について、情報発信に取り組む。

県 R４～13

11
離職者等再就職訓練事業
（訓練機会の少ない離島地域での
職業訓練）

宮古・八重山地域において、就職を希望する離転職者のうち、職
業能力の開発を必要とする者に対して企業等の民間教育訓練機
関を活用した職業訓練を行うことにより、早期就職を支援する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 離島診療所代診医支援事業
無医地区の医療体制を確保するために、離島診療所に配置され
た医師が研修への参加等により不在になる期間、代診医の派遣
を行う。

県 R４～

2
へき地診療所施設整備等補助事
業費

離島・へき地における安定的な医療の確保を図るため、診療所
の施設整備等を行う市町村に対し補助を行う。

県
市町村

R４～

3 自治医科大学学生派遣事業
自治医科大学に沖縄県出身者を派遣・修学させ、卒業後に離
島・へき地医療に従事させる。

県 R４～

4 医師修学資金等貸与事業
地域枠学生等に対して修学資金等を貸与し、卒業後の一定期
間、離島・北部の医療機関での勤務を義務づける。

県 R４～

5 県立病院専攻医養成事業
県立病院で専攻医を養成し、医師確保が厳しい離島・へき地地
域へ派遣を行う。

県 R４～

6 へき地医療支援機構運営事業
離島・へき地医療機関での勤務を希望する医師の登録及び情報
提供を行うことにより医師の確保を図る。

県 R４～

7 県立病院医師確保支援事業
離島・へき地の県立中核病院及び県立離島診療所の医師確保
支援に取り組む。

県 R４～

8 指導医育成プロジェクト事業
県内で指導医を目指す若手医師に対して、指導医育成研修プロ
グラムを実施し、指導医を育成する教育研修体制の充実を図る。

県
琉球大学

R４～

9 医学臨床研修プログラム経費
ハワイ大学による指導医招聘や質の高い医師臨床研修プログラ
ムを行い、総合診療能力を有する医師を養成する。

県 R４～

10
離島医療体制確保支援事業（専
門医派遣巡回診療支援事業）

専門診療科（眼科・耳鼻科等）の受診が困難な離島住民が、当該
専門科を受診できる環境を整備するため、定期航路・航空路を活
用した専門医による離島診療所の巡回診療を実施する。

県 R４～

③　医療・福祉サービスの充実
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八重山圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

11 離島巡回診療ヘリ等運営事業
専門診療科（眼科・耳鼻科等）の受診が困難な離島住民が、当該
専門科を受診できる環境を整備するため、ヘリコプター等の航空
機を活用した専門医による離島診療所の巡回診療を実施する。

県 R４～

12 災害時の救急医療体制の充実
災害医療に関する研修への参加に必要な費用を補助することに
よりＤＭＡＴの養成を推進する。災害時の情報共有システムであ
る広域災害救急医療情報システムの運用を推進する。

県
救急病院

等
R４～

13 災害医療対策事業
災害医療体制を確保するために災害拠点病院に対し、災害拠点
病院として必要な医療機器の整備および災害対応に必要な機器
等の導入支援を推進する。

災害拠点
病院

R４～

14 医療情報システム整備費
離島・へき地における安定的な医療確保、医療サービスの向上
を図るため、診療所と病院間をネットワークで結ぶ沖縄県離島・
へき地遠隔医療支援情報システムを構築、運用する。

県 R４～

15 福祉人材研修センター事業

県民のニーズに対応した適切な福祉サービスを提供するため、
資質の高い福祉人材の確保と、これらの人材の専門的知識・技
術及び意欲を高めるため、社会福祉事業者等への研修等を実施
する。

県 R４～

16
離島地域等における介護人材の
確保支援

離島等における介護サービス事業の安定を図るため、介護事業
所等が島外や県外から介護人材の確保に要する経費（採用説明
会や採用者の渡航費など）や、人材育成に要する経費について
補助を行う。

県 R４～

17
離島地域等における介護人材の
育成支援

離島地域における介護人材のすそ野を広げるため、これまで介
護との関わりがなかった介護未経験者を対象に、介護に関する
基本的な知識や技術を学ぶことができる研修等を実施する。

県 R４～

18
島しょ型福祉サービス総合支援事
業

介護サービス事業の効率的な運営が困難な離島における介護
サービスの安定的な提供のため、介護サービス事業者の運営費
や渡航費へ補助を行った離島市町村に対して補助を行う。

県 R４～

19 離島小規模特養等支援事業

入所者の安全性の確保を図り住み慣れた離島地域での生活を
続けることが出来るよう、県内離島地域に設置されている小規模
特別養護老人ホーム等に対して、当該施設の付属設備の修繕等
の経費について補助を行う。

県 R４～

20
地域子ども・子育て支援事業（利
用者支援事業）

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じて相談・助言等
を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する市町村事業
を支援する。

県
市町村

R４～

21 障害児者福祉施設整備事業費
社会福祉法人等が行う障害者福祉施設等の整備に要する経費
の一部を補助することにより、施設利用者等の福祉の向上を図
る。

県 R４～

22
精神障害者地域移行・地域定着
促進基金事業

精神障害者の地域移行・地域定着を促進する支援体制整備を目
的として、相談支援活動を行うコーディネーターの配置に取り組
む。

県 R４～

23 障害者相談支援体制整備事業

在宅の障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう、障害福祉圏域内に相談支援に関するアド
バイザーを配置し、地域のネットワーク構築に向けた指導・調整
等の広域的支援を行うことにより、地域における相談支援体制の
整備を推進する。

県 R４～

24
重度心身障害者(児)医療費助成
事業

重度心身障害者の福祉増進を図るため、重度心身障害者への
医療費助成事業を実施する市町村の取組を支援する。

県
市町村

R４～
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八重山圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

25
軽度・中等度難聴児補聴器購入
費助成事業

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の福
祉の増進を図るため、軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事
業を実施する市町村の取組を支援する。

県
市町村

R４～

26 医療的ケア児等総合支援事業
医療的ケア児等に対して適切な支援を実施するため、医療的ケ
ア児及びその家族の支援を総合調整する医療的ケア児等コー
ディネーターの配置に取り組む。

県 R４～

27
障害者就業・生活支援センター事
業

就職や職場への定着が困難な障害者の相談等に応じるなど、就
業及びこれに伴う日常生活又は社会生活に必要な支援を行う生
活支援担当職員の配置に取り組む。

県 R４～

28 災害時福祉支援体制整備事業

災害時における、高齢者や障害者等の災害時要配慮者の避難
支援及び福祉支援体制の整備・維持を図るため、市町村への災
害福祉支援アドバイザー派遣や災害派遣福祉チーム（DWATおき
なわ）のチーム員を対象とした研修等を実施する。

県 R４～

29
地域防災リーダー育成・普及啓発
事業

自主防災組織あるいは自主防災組織結成の意志がある自治会
等のリーダーに対し、研修会や講演会を実施する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 水道基盤強化推進事業
地域の実情に応じた水道広域化を進め、効果的に運営基盤の強
化及び水道サービスの向上に取り組む。

県
市町村

R４～

2 水道施設整備事業
市町村管理の水道施設の整備や老朽化した施設の計画的な更
新等による長寿命化対策、耐震化等の減災対策を推進する。

市町村 R４～

3 下水道事業（離島）
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、他の汚水
処理事業と連携し、地域特性を考慮した効果的な下水道整備を
促進する。

市町村 R４～

4 下水汚泥の有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する汚泥を肥
料として緑農地還元するなど、汚泥の再資源化を促進する。

市町村 R４～

5 消化ガスの有効利用
循環型社会構築に向けて、下水の処理過程で発生する消化ガス
の有効利用を促進する。

市町村 R４～

6 下水道事業（浸水対策（離島））
大雨などに対する被害を軽減し、住民の生命、財産を保護し、都
市における安全性の確保を図るための浸水対策を促進する。

市町村 R４～

7
下水道事業（管渠の長寿命化・地
震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を促進する。

市町村 R４～

8
下水道事業（処理場等の長寿命
化・地震対策）

施設の老朽化による事故発生や施設の機能停止を未然に防止
するため、「ストックマネジメント計画」を策定し、当該計画に基づ
き下水道の長寿命化対策、改築及び耐震化等を促進する。

市町村 R４～

9 公営住宅整備事業
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で公営住宅を供
給できるよう、新川団地及び真喜良第二団地等の老朽化した公
営住宅の更新整備を推進する。

県 R４～６

④　生活環境基盤等の整備
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No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

10 無電柱化推進事業
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした無電柱
化を推進する。

国
県

市町村
R４～

11 災害防除（道路）
災害時、緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とした災害防
除を推進する。

県 R４～

12 治水対策としての河川の整備
治水対策については、流域全体で水害を軽減させる流域治水に
取り組み、その中で河川事業においては、治水対策として河川を
整備する。

県 R４～

13 海岸保全施設の整備推進
台風等の高潮や波浪から海岸を防護するため、海岸保全施設の
整備推進と、老朽化した施設の機能強化や回復を図る。

県 R４～

14 土砂災害対策事業
土砂災害危険箇所における砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策
施設の整備を行う。

県 R４～

15 砂防関係施設長寿命化対策
砂防関係施設の長寿命化を図るため、ドローン等のICT活用によ
り作業を効率化しながら、砂防関係施設の点検を推進する。

県 R４～

16 港湾施設長寿命化事業
港湾施設の計画的な長寿命化対策を実施し、港湾利用者の安
全確保を図る。

県 R４～

17
離島空港施設における耐震化対
策等の推進

災害時におけるライフライン確保、生活環境の安定確保を維持す
るための空港施設の耐震化対策等に取り組む。

県 R４～

18
避難地としての都市公園整備事
業

避難地指定公園の整備を推進することで、防災機能としての役
割を担う園路や広場、備蓄倉庫等の整備に取り組む。

県
市町村

R４～

19 大規模災害対応力強化
大規模災害への対応力を強化するため、災害時の防災関係機
関の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚を図
るための防災訓練を実施する。

県
市町村

R４～

20 消防広域化推進事業
沖縄県消防広域化推進計画に基づき、消防の広域化及び連携・
協力を進める市町村を支援する。

県
市町村

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
生食用パインアップル普及促進事
業

パインアップルのブランド化に向けて生食用パインアップル普及
促進事業において、パインアップル優良種苗の増殖、配布支援を
行う。

県
市町村等

R４～６

2 沖縄黒糖の販売力強化

黒糖の安定供給及び消費拡大に向け、黒糖商品の生産・販売促
進、県内外における商談会の実施、沖縄黒糖を使用した商品開
発、観光や展示会等におけるPR活動実施などの取組に対する支
援を行う。

県
関係団体

等
R４～６

①　農林水産業の振興

エ　農林水産業及び地場産業の振興
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八重山圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

3
北部・離島市町村が定める地域
特産物の県内外への出荷促進

持続可能な定住条件の確保を図るため、基幹産業である農林水
産物等の出荷コストの負担軽減を図り、地域特産物の生産振興
と所得機会を確保する。

県
市町村

R４～８

4
農業用水源・畑地かんがい施設
の整備

農業用水の安定供給に向け地域特性に応じ多様な整備手法を
用いた水源開発を推進するとともに、地域の営農形態や供給水
量に応じてスプリンクラーや給水栓等かんがい施設の整備等を
行う。

国
県

市町村
R４～

5 畜産担い手育成総合整備事業
飼料生産基盤の整備と農業用施設の整備を一体的に実施する
ことにより、新たな畜産主産地を形成し、地域ぐるみで飼料生産
基盤に立脚した担い手の育成を図る。

県 R４～８

6 漁業者の安全操業確保
尖閣諸島周辺水域及び日台漁業取決め水域等のその他広域な
周辺水域において、漁業者の安全操業体制の確保に取り組む。

県
漁協

R４～

7 グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズム活動組織等の育成により受入品質の向上と
連携体制を構築する。また、グリーン・ツーリズム情報の収集・発
信と沖縄の特長を生かした体験交流プログラムの充実・強化によ
り新たな顧客を開拓する。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1 産業イノベーション促進地域制度

DXの推進により製造業の開発力等の向上や、地域資源や再生
可能エネルギーを活用した新事業の創出等に特に寄与する事業
を行う企業の集積を通じ、新たな価値を生み出し、これを普及す
ることにより、創出される経済社会の大きな変化を促進する。

県
市町村

R４～

2
ハンズオン支援等によるデジタル
トランスフォーメーション（DX）促進

DXの取組を促進するため、DX相談窓口の設置やDX推進計画の
策定のハンズオン支援など各種支援施策を総合的に推進する。

県
民間等

R４～

3
国内外の企業や技術者等による
ビジネス交流機会の創出

ワーケーションを活用した地域課題解決や新たなビジネス創出の
支援を行う。

県
民間等

R４～

4 通信基盤の利用促進
アジア－沖縄－首都圏間を結ぶ沖縄国際情報ネットワークにつ
いて、企業誘致セミナー等を活用して、国内外の企業に対する本
ネットワーク認知度の向上と利用促進に取り組む。

県
民間

R４～

5 移住定住促進事業

移住に関するシンポジウムの開催、移住フェアへの出展、移住体
験ツアーの開催及び移住応援サイトの運用を行うことで、移住者
も受入側も双方にとってメリットがある移住応援活動の基盤を作
り、離島・過疎地域を含む県全体でバランスのとれた人口の維
持・増加を目指す。

県 R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
住民参加型都市計画マスタープラ
ンの策定の促進

都市計画区域を持つ市町村における住民参加型都市計画マス
タープラン策定の支援を行う。

県
市町村

R４～

②　地場産業の振興及び産業イノベーションの推進

オ　持続可能なまちづくりの推進

①　まちづくりの推進
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八重山圏域

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

2 土地区画整理事業等
都市計画区域内の土地について、道路、公園等の公共施設の整
備改善と良好な宅地の利用増進を図り、健全な市街地形成を図
る。

市町村
組合等

R４～

No. 主な事業・取組名 事業・取組等の概要 実施主体 事業期間

1
新石垣空港の国際線受入体制強
化

国際航空ネットワーク拡充のため、新石垣空港における国際線
の受入体制整備に係る取組を支援する。

県 R４～

2 離島空港の更新整備・機能向上
離島航空路の安定的な運航及び航空ネットワークの充実を図る
ため、空港施設の更新整備と機能向上に取り組む。

県 R４～

3
離島空港における航空・宇宙関連
産業の展開

離島空港を活用した航空・宇宙関連産業の展開を推進し、新たな
産業の創出と集積に取り組む。

県 R４～

4 石垣港の整備

大型クルーズ船が寄港可能な岸壁や旅客ターミナル施設等の整
備を促進し、クルーズ船の寄港・就航を促進するための港湾機能
の強化に取り組む。あわせて、観光の高付加価値化を図るため、
スーパーヨット等の受入環境整備を促進する。

国
石垣市

R４～

5 離島港湾整備事業
祖納港や白浜港など、海上交通の安全性・安定性の確保等を図
るため、岸壁、船揚場等の整備を行い、港湾機能の強化・拡充に
取り組む。

県 R４～

6 離島航空路線の維持
離島航空路の確保・維持を図るため、離島航空路線の運航に伴
い生じた欠損に対する補助及び航空機購入に対する補助に取り
組む。

県 R４～

7
離島航空路線の再開・継続運航
支援

過去に廃止された離島航空路線の再開に向けた検討・支援及び
再開後の反復継続運航に向けた検討・支援に取り組む。

県 R４～

8 離島航路補助事業
離島住民のライフラインである離島航路の運営により生じた欠損
に対する補助に取り組む。

県 R４～

9 離島航路運航安定化支援事業
離島住民のライフラインである離島航路の船舶確保（建造・購
入）に対する補助に取り組む。

県 R４～

10
離島の道路・街路整備事業（県管
理道路）

空港、港湾等の広域交通拠点と中心市街地、集落、観光地等を
連結させるため、石垣空港線等の整備を推進する。

県 R４～

11 交通体系整備推進事業
効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に向けて地域公共
交通計画の策定を促進する。

県
市町村

R４～

12
市町村主催の地域公共交通会議
等への参画

離島市町村主催の地域公共交通会議等への参画による地域公
共交通のあり方等の検討に取り組む。

県
市町村

R４～

13
バス路線補助事業（生活バス路
線確保対策）

離島住民の生活に必要なバス路線の運行に伴い生じた欠損に
対する補助に取り組む。

県
市町村

R４～

②　島々を結び、支える交通体系の整備
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第５章 実施計画の推進 

 
実施計画の推進に当たっては、本計画で示した課題に着実に対応すること

が重要であり、沖縄県等の取組が課題の解決に向けた有効な手段となるよう

常に見直し・改善を行うことが求められる。 
このため、実施計画で示した各年度の取組の進捗状況の確認や成果指標の

達成状況の毎年度の検証等を全庁的に行う。 
 
 
【実施計画の推進の流れ】 
 
 
 
 
 
 

重点テーマ（毎年度） 

 
実施計画 

（前期３年・中期３年・後期４年） 

中間評価・最終評価 

（自己評価＋外部評価） 

実績の公表 
（県民、県議会） 

個別計画 
（分野・テーマごとに各部等で策定） 

予算編成方針（毎年度） 

県民の意識に関する調査 

社会経済情勢、 

県民ニーズの変化等 

施策評価（毎年度） 

取組の推進 

新 

・ 

沖 

縄 

21 

世

紀

ビ 

ジ 

ョ 

ン

基

本

計

画 
 

10

年

間 

- 714 -


